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はじめに

北米自由貿易協定（NAFTA）を初めとして、工業先進 国間をも含んだ経済・貿易の自由化、市

場の開放を進 めつつあるメキシコにおいて、自動車 ・電気電子業界を中心にした最終製品アセン

ブラーへの部品 供給企業であるサポーティングインダストリーを育成することは急務 となっている。

サポーティングインダストリーの育成へ向けて国として取り組むべき課題は多いが、自立的な育成

政策の一つが、公的技術支援機関による企業巡回技術指導を通 しての中小企業の技術力向上

である。

本 調査はこの新しい中小企業育成スキームのメキシコへの導入のパイロットプロジェ クトである。

既存の二つの公的 技術支援機関（ CIDESI・ CIQA）おのおのに対 して対象要素技術を一つ選び、

両機関が将来自立的 に企業巡回技術指導を継続できるよう、日本人 専門家より両機関のカウン

ターパートへ技術移転を行い、併せて両機関の企業巡回技術指導に関する機能強化計画を策定

することが調査の目的であった 。技術移転の対象となった二つの技術支援機関は従来から活動

の一部として中小企業に対する技術支援を行っていたが、それらは材料検査、委託研究等が主

であり、企業の生産現場へ出かけて実施する技術指導は新 しい技術支援の形態であった。

両機関は本調査の開始にあたってそれぞれ巡回技術指導課を発足させ、日本人 専門家からの

技術移転を受ける体制を整えた。日本人 専門家は計6 名で、それぞれの技術支援機関において

生産技術、生産管理、企業経営を専門とする 3 人が2年間の調査期間中、計 6回、通算 307日

の技術移転活動を実施した。技術移転の対象はまず両機関のカウンターパートであり、次に、調

査の一環として実施した巡回指導のモデル企業である。技術移転は次の活動をとおして実施され

た。

日本 人 専門家によるカウンターパートへの座学 ・ワークショップ

日本 人 専門家とカウンターパートが共同で実施したモデル企業巡回技術指導

日本 人 専門家による公開セミナー

日本 人 専門家とカウンターパートの共同作業による巡回技術指導マニュアル作成

調査の最終段 階である第六次現地調査期間中に、両機関のカウンターパートは 2 年間にわた

る活動の成果を関係機関に対 して“結果発表セミナー”として発表した。
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両機関のカウンターパートは、 2 年間に受けた技術移転により技術指導に係わる広範な知識と

経験を身につけたものの、現時点では多様な企業からの要求に全て応えることは未だ不可能で

あること、つまり、自立的な技術研修の継続が必要であることは十分に認識している。 しかしなが

ら、同時に、この調査で移転を受けた技術に対する地場の中小企業からの大きな需要が既にあ

ることも承知しており、今後の巡回技術指導活動の継続への大きな自信 を得ている。

調査終 了時点で両機関は企業向けサービスの広報宣伝パンフレットを新たに作成した。

CIDESI は従来通り金属・機械全般の企業向けサービスをうたいながらも、本調査で移転を受け

た要素技術であるプレス加工を全面に打ち出して企業サービスを特徴づけている。もともと応用

化学研究機関として実績をもつ CIQAはパンフレットの中で、プラスチック成形技術の指導 と共に、

日本 人 専門家から移転を受けた日本 式生産管理・企業経営手法の指導を企業向けサービスの

要として強調している。企業への新 しい技術支援の形態である企業巡回技術指導は両機関の中

に既に定着し、強化の段 階に入りつつある。 “調査終 了後も両機関が自立的 に企業巡回技術指

導を継続する”という調査の当初の目的はほぼ達成されたということが出来る。

上記の両機関の広報宣伝パンフレットの一部を添付した 。

· 日本 人 専門家より技術移転を受けたプレス加工及びその金型における企業向け各

種技術支援サービスを紹介した CIDESI製造技術部のパンフレット （添付-1）

· 日本 式生産管理・経営手法を企業向けサービスとして紹介する CIQA 巡回指導課の

パンフレット （添付-2）

“結果発表セミナー”では 2 年間日本人専門家とカウンターパートによる技術

指導を受けたモデル企業もその成果を関係機関に発表したが、その発表資料の一

部も添付する。

· 2 年前と比較して売上げ高が 2 倍以上となったことを示すプレス加工の一モデル企

業のデータ（添付-3）

· 2 年前と比較して ISO-9002取得をはじめ、全ての面での業績向上を示すプラスチッ

ク成形一モデル企業のデータ（添付-4）

調査の終 了時において、関係機関の間では調査の成果のフォローアップについて活発な議論

が行われている。メキシコ側本調査関係機関による CIDESI ・ CIQA の活動継続へのサポート、
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カウンターパートに対する技術移転の継続 、カウンターパートによる移転を受けた技術の再移転

及び普及プログラム、本調査スキームの他の公的 技術支援機関への適用など、今後のメキシコ

での調査成果の積極的な活用が期待されている。
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A.　　調査活動報告

1. 調査の背景と目的

1.1 調査の背景

本調査は 1996年から 1997年にかけてメキシコ商業工業省（SECOFI）と日本国際協力事

業団（JICA）が共同で実施したメキシコサポーティングインダストリー育成マスタープラ

ン調査の結論で提案されたものである。

サポーティングインダストリー育成マスタープラン調査実施の背景は次の通りであり、

この状況は現在にも有効である。

(1) メキシコは、工業化の歴史は古く、製造業による GDPは 1994年末のペソ切り下げ

に始まる経済危機以前でおよそ 22%を占め、雇用ではおよそ 10%を占めている工業国

である。ちなみに、1998年の統計でも製造業はGDPの 19.7%であった。他の中南米諸

国の中で製造業のGDPが 20%を越えているのはアルゼンチン、ブラジルでのみであり、

他に 15%のチリーがある。

(2) メキシコの工業で特記すべき点の一つは、1926年から 1938年にかけて始まった米

国ビッグスリーのノックダウン工場以来の長い歴史を持つ自動車工業である。1994年

末の経済危機を乗り越え、1995年に生産台数は 100万台を超え、1998年の生産台数は

140万台、世界 12位、中南米ではブラジルに次いで 2位である。

(3) 1965年以来 30年以上の実績を持つマキラドーラは、1998年の時点で国境を中心に

およそ 3,000社、雇用者数約 100万人である。マキラドーラの業種は 12にわたってい

るが特に繊維と電気電子組立業が主たるものである。テレビ生産では世界有数の集積

地となっている。なお 1994年より 1998年の間に新しく登録されたマキラドーラ企業

の半数以上は国境地域以外で操業している企業である。

(4) 長く政府の保護を受けていた製造業であるが、徐々に市場メカニズムを重視した経

済の自由化が進み、北米自由貿易協定（NAFTA）のもと、いよいよ国内製造業は輸入

品との激しい競争に立ち向かわざるを得ない状況にある。

(5) 現在メキシコの製造業製品輸出の 75%が米国向けである。対米製造業製品輸出が全

輸出額の約 65%を占めている。米国市場におけるアジアとの競合は中南米の中でも特

にメキシコは激しくなる。現在の構図は、エレクトロニクス、自動車部品等の産業で
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は、保税加工制度のもとで安価なアジア製輸入部品を組み立て、米国市場に輸出する

というパターンである。しかし投入材の国内供給力が低い現状では、同制度の終了以

降にはアジアを中心とする NAFTA 域外企業にとってメキシコに対米輸出基地をおく

メリットが失われる可能性もでてくる。この場合メキシコの製造業は NAFTA 域内で

の相対的な労賃水準の低さを前提とした米国企業内国際分業体制への依存度を更に高

めることになりかねない。政府は日本との自由貿易協定を模索するなどの対策をとり

つつあるが、より長期的なメキシコ経済の安定的成長を展望すると、国内製造業の国

際競争力の強化は急務である。このためには国内における技術蓄積と一貫した生産体

制の確立が不可欠であり、地場サポーティングインダストリーの育成による投入材の

国内供給力の強化という課題に取り組む必要性は以前にもまして高まっている。

(6) 工業先進国からアッセンブリー工場を招聘する、保税加工区をもうける、等の政策

の目的は短期的には雇用の創設、外貨バランスの改善等である。しかし本来の長期的

な目的は技術移転であり、それをもとに徐々に自国内で国際競争力のある工業製品の

生産を始めていくことである。しかしながらメキシコの現状は、自動車令によって保

護されている自動車部品業界は別としても、国内市場向け完成品メーカーの国内部品

調達率は低く、マキラドーラにおいても、多くのマキラドーラ企業が国内部品調達を

真剣に考えており、種々の取り組みをしているにもかかわらず、国内部品調達率は依

然として極めて低いままである。

この背景のもと、1995年の国家開発 5カ年計画（PND）に中小企業振興が取り上げられ、

また中小企業が大勢を占めるサポーティングインダストリーの振興マスタープランも実施

されたことになる。つまり、サポーティングインダストリー（裾野産業）の振興を国の産

業政策として重点的に取り上げるべき時期であり、同時に、既に多くの国際市場でのアッ

センブラーがその組立工場をメキシコに持っているという現状から、裾野産業振興の好機

である、という理解である。

マスタープラン調査の結論では総括的に 6 つの戦略が提案されたが、戦略-1 として提案

されたのが、“技術の向上”である。乗用車・トラック・バスを含めて計 14 の完成車ア

センブラー、世界的にも有数の電気・電子製品の生産集積地を形成するマキラドーラ企業

群、を目の前にしながら、輸入部品にマーケットを奪われている現状の主たる原因は“生

産技術の基本である要素技術のレベルが国際市場の要求する製品の生産を可能にするレベ

ルに達していない”ということである。
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1.2 “技術の向上”へのアプローチ

「技術」という言葉を、新規の製品開発につながる新技術ではなく、既に工業先進国に

おいて実用化・商品化されている技術の意味で使用すると、戦略としての“技術の向上”

は如何に技術の移転を効率よく、かつ継続的に図っていくかを目指すものである。

戦略-1“技術の向上”においては“巡回指導による企業への技術移転”と“サポーティ

ングインダストリーへの技術支援機関の強化”が提案されたが、この二つを合体したアプ

ローチが、「公的技術支援機関による企業巡回技術指導を通してのサポーティングインダ

ストリーへの技術移転」である。本「要素技術移転調査」は、これをメキシコに根付かせ、

普及させるためのパイロットプロジェクトとして位置づけられる。

ここで、公的技術支援機関の持つ役割を整理すると次のようになる。

経済の自由化により製品市場がますます国際化していく中にあって、大企業にせよ中小

企業にせよ、全ての企業は外部との広範な技術交流の必要に迫られている。内部に技術開

発・ R&D のための充実した施設と人材を揃え、国内外の主要な研究機関や外国企業とも

種々の形でつながりを持つ大企業は新技術の導入などにも比較的恵まれた状態にある。ま

たその大企業と部品供給の下請け契約などで繋がりがあり、技術支援を受けられる環境に

ある一部の中小企業では、大企業が新技術を開発、または取り入れた後、その実用性が保

証された技術の移転を大企業から受けることもできる。しかしながら大部分の地場の中小

企業は大企業・教育機関とは直接のコンタクトを持たないのが普通である。つまりある問

題に直面したときに、まずコンタクトするのは公的な技術支援機関ということになる。こ

こに公的技術支援機関の使命がある。

マスタープラン調査の結論では、民間企業のニーズ、輸入代替効果、実際に企業を訪問

して行った技術レベル診断をもとに、各種要素技術の中から優先的に振興すべき分野とし

て、プレス加工、プラスチック成形加工、両加工用の金型、表面実装技術を選んだ。本調

査ではこの中から、プレス加工、プラスチック成形加工、両加工用の金型を対象とするこ

ととし、さらに企業に対する技術移転の長期的な実施母体としては、既にメキシコにおい

て企業への各種技術サービスの実績を積んできている、SEP-CONACYT傘下の公的技術支

援機関である CIDESIと CIQAを選んだ。
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1.3 調査の目的

上記のアプローチの第一歩である本調査は、メキシコ合衆国の「産業技術開発センター

（CIDESI）」と「応用化学研究センター（CIQA）」が調査終了時点において、サポーテ

ィングインダストリーに対する企業巡回技術指導を自立的におこない得るような機能を獲

得するよう、その強化を図ること、を目的とする。要素技術としては CIDESI においてプ

レス加工とその金型を、CIQAにおいてはプラスチック成形加工とその金型を取り上げた。

以下は調査で達成すべき成果である。

(1) 調査団専門家（以下専門家）から、座学・ワークショップ、及びモデル企業に対す

る技術指導を通じて、生産技術、生産管理技術、さらに企業診断・指導のための技術

の移転を受けた CIDESI・ CIQAの職員（以下カウンターパート）。

(2) 両機関、さらに類似機関の使用に供するための、企業診断及び企業に対する技術指

導のマニュアル

(3) CIDESI・ CIQAの企業巡回技術指導機能強化案。

(4) モデル企業を例にして、企業の競争力強化への提言。

本報告書では、上記の成果のそれぞれを下記の章で報告している。

(1) A.6 調査結果－カウンターパートの現状と今後の課題

(2) A.7 調査結果－巡回技術指導マニュアル

なおここではマニュアルを抜粋と要約で紹介しており、マニュアル本体は本報告書

とは別にとりまとめた。

(3) B.1 CIDESI・ CIQA企業巡回技術指導機能強化案

(4) B.2 モデル企業を含めた中小企業強化への提言

図 A-1に本調査のコンセプトをマスタープラン調査の結論との関連の中で示した。
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図 A-1　　本調査のコンセプト
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2. 調査のスコープ

本調査は 1997年 8月に開始された。調査期間は 1年間の予定であったが、第二次現地調

査が終了した時点でカウンターパートより調査期間の延長申請が出され、1999年 10 月迄

となった。調査団の構成は CIDESI と CIQA の二つのセンターにそれぞれ、生産技術、生

産管理、企業経営の 3 人の専門家が配置され、計 6 名である。2 年間の調査期間中、調査

団は計 307日間、6回の現地調査を実施した。

図 A-2は現地調査日程表である。
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図 A-2　　要素技術移転計画調査実施スケジュール
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1.3で述べた目的を達成するために実施された本調査の活動は以下の通りである。

1) 技術移転

両センター内でのカウンターパートに対する座学・ワークショップ

カウンターパートだけではなく広く企業を対象とした公開セミナー

カウンターパートと共に行うモデル企業巡回技術指導

2) 両センターの強化への提言のための諸調査

なお、調査の開始にあたって、カウンターパートを含めたメキシコ側関係機関との間で

次の 5点が活動方針として確認された。

l 本調査は「公的技術支援機関による企業巡回技術指導を通してのサポーティングインダ

ストリーへの技術移転」を目指しており、本調査での専門家からの技術移転の主たる対

象はモデル企業ではなく CIDESI・ CIQAのカウンターパートである。

l カウンターパートと共に行うモデル企業への巡回技術指導はカウンターパートへの技術

移転の OJTの場である。

l メキシコに限らずどの国の公的技術支援機関においても、職員の抱える共通した問題が

ある。生産技術、生産管理の両面で、書物や情報によって得られる知識には通じている

ものの、日々の生産現場で必要な生きた技術、生産に直結した技術・技法に触れ、学ぶ

機会に欠けていることである。まして、本調査で生産技術の対象としたプレス加工とプ

ラスチック成形加工およびその金型技術は、メキシコだけではなく先進工業国も含めた

ほとんどの国で、一部の職業訓練校での基礎訓練課程を除けば、教育機関において正規

の科目としては教えられていない技術である。企業の生産現場での試行錯誤の結果が蓄

積され、経験則として理論付けされてきた技術と言える。地場のサポーティングインダ

ストリーが今求めているのはこの技術であり、本調査の移転の対象技術である。

l カウンターパートはそれぞれ内部組織上は生産技術と生産管理の担当に分けられている

が、専門家の座学にはその担当に関わりなく全てのカンウンターパートが全ての座学に

参加する。たとえ担当が企業の生産管理面の指導であっても、ある一つの生産技術の基

本と現場での適用を正しく習得している必要がある。最新の生産管理理論や技法を紹介

し、講義するコンサルタントはメキシコにも多いが、技術支援機関による企業技術指導

として期待される特徴の一つは、生産技術に裏打ちされた生産管理指導である。
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l 成果品である巡回指導マニュアルは、調査団専門家から受けた技術移転の内容をカウン

ターパートが中心になり纏めることとする。マニュアル作成業務も技術移転の一環とい

う考えである。
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3. 調査活動　-　カウンターパートへの直接の技術移転

両センターのカウンターパートは全員がエンジニアであり、CIDESIが 10名、CIQAが 6

名で始まった。期間中かなりの数のカウンターパートの移動があった。CIDESIにおいては

調査開始時からのカウンターパートコーディネータ 2 名が調査後半の段階で退職した。

CIQA においては特に生産技術担当のカウンターパートに移動が多かった。調査の全期間

を通じて参加したカウンターパートは CIDESIが７名、CIQAは 4名である。

3.1 座学

当初両センター共に専門家による座学の実施方針は、モデル企業への巡回指導の過程で

遭遇した問題を、その重要性とカウンターパートの知識を勘案しながら、座学のテーマと

して取り上るというものであった。これはカウンターパートが生産技術・生産管理の基礎

的な事項については一通り習得済みであり知識としては持っている、という前提からであ

る。技術移転の主眼は 1)　習得している知識の生産現場への適用であり、2)　企業指導の

技術である、との考えで調査に臨んだ。

しかしテーマの選び方、実施方法、その頻度等については両センターで以下のように異

なった結果となった。

3.1.1 CIDESI

(1) 生産技術

調査開始後カウンターパートから、調査の全期間を通してプレス加工の基礎から順次

応用までを体系的に講義して欲しい旨の要望があった。メキシコにおいてスタンピン

グ加工技術について体系的に書かれたテキストはなく、学ぶ機会もないということが

理由である。（その後の調査で、自動車アッセンブラーの一社が下請け企業向けにプ

レス加工の訓練コースを開催しているという情報は掴んだが、その内容は不明であ

る。）またモデル企業への訪問の結果から判断すると、プレス加工に従事する企業に

おいてもその技術は極めて貧弱であり、多くは経験にのみ頼って操業しているのが現

状である。調査期間中、プレス加工の中・大企業も訪問する機会があったが、機械類

は小企業と比較して新しく近代的ではあったが、技術レベルの点では状況は同じであ

った。
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要望を受け生産技術専門家によるプレス加工についての半日の座学を週一回の頻度で

2年間の調査全期間を通して実施した。

プレス加工の 3 要素であるプレス機械・金型・被加工材に作業者が加わり、プレス作

業が行われる。プレス加工の生産技術とはこの 3 要素の個々の特性と機能を正しく理

解する事であり、その上で、生産計画を立て、機械と材料を選定し、金型を設計製作

し、それを効率よく使用して生産する技術である。3 要素のそれぞれのポイントは、

プレス機械にあっては加工に必要な加圧力、加工エネルギー、及び成形速度である。

金型では、成形転写機能、形状、寸法精度であり、被加工材では成形性能と形状保持

である。また成形に当たっては潤滑油の条件も重要な問題となる。

座学はプレス機械の仕様をまずテーマとして取り上げた。ついで、プレス加工の能力

計画、工程設計、さらに金型設計が出来るように、多様なプレス加工の基礎を、それ

ぞれの金型の構造を中心に、一つずつ取り上げた。ほとんどの企業が仕様不明のまま

購入した中古のプレス機械を使用している現状から、第一回目の座学のテーマであっ

た、機械の仕様、特に加圧能力、能力発生位置を現場での測定によって掴む計測技術

と解析方法は、その後カウンターパートの指導を受けたモデル企業側からも大きな反

響があった。調査の二年目は一年目の内容を踏まえて、単工程型から多工程型へ移行

する簡易自動化とその金型、特にプログレッシブ金型の設計と自動化作業に力点を置

いて講義を進めた。メキシコにおいては未だに軽視されがちな安全作業についても座

学のテーマとした。表 A-1 に CIDESI においてカウンターパートに対して実施した生

産技術の座学一覧を示した。

表に示した座学以外に、CIDESI の材料試験部を招き、4 回の特別座学も実施した。プ

レス加工の材料つまり鋼板の各種特性の内、特にプレス加工にとって重要な n 値・ r

値について、その意味、加工上の影響、使用試験機材と測定法を講義した。ついで実

際に材料試験部の万能試験機を使って試験ピースの引張り試験を行い、測定結果から

n値・ r値を求めた。製造技術部と材料試験部が今後協調して企業に対する質の高いサ

ービスを提供していくための契機となることが期待される。

座学以外にはカウンターパートがモデル企業から持ち帰った成形不良品を使用して個

別の指導を頻繁に行った。なお調査期間中、メキシコにおける唯一のプレス機械メー

カの工場をカウンターパート全員が専門家と共に訪問した。組立中の最新式のプレス

機械を前に専門家及び企業からの説明を受け、カウンターパートには貴重な経験とな

った。
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表 A-1　　CIDESI－生産技術座学一覧（1/2）

生産技術

No. 日付 テーマ

1. 06/10/97 プレス加工の基礎

2. 07/10/97 プレス機械仕様の計測方法

3. 10/10/97 プレス工場の安全について　（ビデオ使用）

4. 15/10/97 プレス加工  -  剪断・打ち抜き

5. 20/10/97 プレス加工  -  曲げ

6. 24/10/97 プレス加工  -  絞り　1　（ブランク抜き）

7. 24/10/97 プレス加工  -  絞り　2　（円筒絞り）

8. 29/10/97 プレス加工  -  絞り　3　（角筒絞り）

9. 12/11/97 スプリングバック

10. 19/11/97 ビード成形

11. 26/11/97 圧縮加工　（冷間鍛造）

12. 03/12/97 プレス工場のレイアウト

13. 19/02/98 プレス加工における偏心過重

14. 26/02/98 金型の構造　（剪断とストリップレイアウト）

15. 05/03/98 金型の構造　（曲げと成形　I）

16. 11/03/98 金型の構造　（曲げと成形　2）

17. 19/03/98 金型の構造　（絞り加工）

18. 07/10/98 自動化設計　(1, 2, 3 プレス加工)

19. 14/10/98 自動化設計　(4　多工程自動化)

20. 21/10/98 自動化設計　(5　プログレッシブ金型の設計)

21. 28/10/98 自動化設計　(6　プログレッシブ金型を学ぶ前に)

22. 04/11/98 自動化設計　(7　プログレッシブ金型の基本要素)
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23. 25/11/98 自動化設計　(8　ブランキング用プログレッシブ金型　(1)　単工程プログレッシブ加工)

24. 02/12/98 自動化設計　(8　ブランキング用プログレッシブ金型　(2)　ストリップレイアウトの条件)

25. 10/03/99 自動化設計　(9　曲げ用プログレッシブ金型　(1)　プログレッシブ曲げ加工)

26. 17/03/99 自動化設計　(9　曲げ用プログレッシブ金型　(2)　角曲げ)

27. 17/03/99 レベラー設計の基本

28. 19/08/99 絞りプログレッシブ金型

29. 20/08/99 絞り加工の例

30. 24/08/99 フランジ無し円筒絞り

31. 26/08/99 特殊な絞り
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(2) 生産管理・企業経営

生産管理・企業経営の面での技術移転の方針は、数多い企業診断と分析の手法の中か

ら、カウンタパートが今後、企業診断・指導のツールとして使用していけるものを一

つでも多く習得させること、とした。長年にわたる企業での実務経験を武器にしたい

わゆる経営コンサルタントとは異なった武器がカウンターパートには必要である。今

後カウンターパートが企業に出向き、工場を診断し、取り組むべき問題を特定し、改

善への提言と指導を行っていくためには、診断分析の手法に一つでも多く習熟してい

ることが、実務経験の不足を補い、役に立つことになる。

1 年目はまずワークサンプリング法を取り上げた。機械または人間をベースに工場の

稼働率を把握する手法であり、その結果から企業の抱える問題を推定することが出来

る。専門家の講義の後、カウンターパートは専門家のアドバイスを受けながら 4 社の

モデル企業に対して、ワークサンプリング法による企業診断を実施した。モデル企業

側の関心も高く、工場の職員がデータのサンプリングに協力した例もある。分析結果

を目に見える形で整理し企業に提示することで、工場の実態について経営者と具体的

に話を進めることが出来、指導テーマの決定に役立った。カウンターパートは専門家

の国内調査期間中にも独自にワークサンプリングを実施したが、観測項目、結果の分

析処理方法、共に満足のいくものであった。カウンターパートは工場診断のツールを

一つ手に入れたことになる。同時にデータ収集を目的にカウンターパートが 1 週間工

場に詰めることで、生産現場を良く知る上でも効果があった。

調査の 2 年目は新しい専門家を迎え、カウンターパートへの技術移転のテーマを、�生

産管理と生産技術が一体となった KAIZEN 診断の手法修得とその実践�とした。2年目

の調査期間の開始にあたってカウンターパートに対して KAIZEN のコンセプト、診断

手法、取り組み方を 4日間にわたって集中講義した。

KAIZEN の取り組みは、カウンターパートの仕事量を考慮してモデル企業の中から選

んだ 4 社を対象に実施した。改めて工場診断から始め、KAIZEN 提案レポート作成、

企業側との協議合意取り付け、KAIZEN 実施計画の確定、実施、結果レポート作成ま

でを 1 年間で行う。長期的な取り組みとなるため、担当者だけではなく CIDESI 側の

部長およびコーディネータの積極的な支援と連携が重要であった。
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作業は次のステップを踏んで進められた。第 2 ステップの診断の過程で 1 年目に実習

した分析手法も生かされた。

第 1ステップ

集中講義と対象モデル企業の選定

第 2ステップ

KAIZEN 診断の実施

IE手法による現状把握と改善点の摘出

QC手法による要因分析と改善点の摘出

生産技術上の不具合点の摘出と診断

第 3ステップ

診断結果の纏めと KAIZEN 計画

改善点の集約化とグランドテーマの設定

グランドテーマ案の評価と絞り込み

企業側とのテーマ選定の協議

実施計画の立案

KAIZEN レポートの作成と提示

第 4ステップ

KAIZEN の実施と結果レポート作成

図 A-3 は KAIZEN レポートの作成提示までの作業スケジュールを示したものである。

この間専門家よりカウンターパートに提示された指針は次の通りである。

望ましいプレス工場像/メキシコ小規模企業の場合

段取り作業改善の指針と金型取り付けの基本手順

金型 KAIZEN ・設計へのアプローチ（生産技術と生産管理の分担のあり方）

金型の不具合点（現象・事実）と問題点（結果の悪さ）の関係分析

不具合現象（結果の悪さ）と加工メカニズム（機構と要因）の関連分析

KAIZEN 診断結果の報告書体系例

KAIZEN 取り組みのための日程管理用マイルストーン例
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図 A-3　　工程作業改善提案のための工場診断実施プログラム
CIDESI - Querétaro

月 10 10 10 10 11 11 11 11 11 11/12 12

日 5-9 12-16 19-23 26-30 2-6 9-13 16-20 23-27 28 30-4 7-9

5 主要改善点の摘出・グランドテーマの選定・実施計画立案（アクションプラン）

専門家によるカウンターパート対象の”KAIZEN”に関する集中講座1

3 選定企業第１回訪問・診断対象製品選定

2 モデル企業予備診断・対象企業選定

4

8

KAIZEN提案レポートの作成

9 企業へのKAIZENレポート提出・改善プログラム確定

6

専門家を交えてのカウンターパート内部発表会・意見交換会7

KAIZENテーマについての企業側との調整

工場訪問・分析作業
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なお KAIZEN 取り組みの過程では、対象モデル企業毎に専門家と担当者による進捗会

議をほぼ週一回の割合で開いた。工場で撮ったビデオを使用することも多く、専門家

からの技術移転の場となった。カウンターパートは専門家の国内作業期間も含めてモ

デル企業とともに KAIZEN に取り組み、第六次現地調査の後半には結果レポートを作

成した。

表 A-2に CIDESIにおける生産管理の座学一覧を示した。
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表 A-2　　CIDESI－生産管理座学一覧

生産管理

No. 日付 テーマ

1. 07/10/97 ワークサンプリング

2. 15/10/97 マテリアルハンドリング　1

3. 23/10/97 マテリアルハンドリング　2

4. 29/10/97 マテリアルハンドリング　3

5. 17/11/97 品質管理

6. 17/11/97 ラインバランス

7. 11/03/98 個別生産システム

8. 19/03/98 メンテナンス

No. 日付 テーマ

9. 06/10/98 I. 　 工場診断のフレームワーク

10. 06/10/98 II.　 現場改善に有効な IE 技法

11. 08/10/98 III.  リーン生産システムへのアプローチ

12. 08/10/98 IV.　 品質保証と品質管理のポイント

13. 09/10/98 V.　　生産計画と工程管理・在庫管理

14. 09/10/98 VI. 　資材管理

15. 12/10/98 VII.  作業者・設備の総合効率と改善ポイント

16. 12/10/98 VIII. ケーススタディ

17. 10/03/99 生産管理　1

18. 17/03/99 生産管理　2

19. 06/09/99 コスト
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3.1.2 CIQA

(1) 調査 1年目

当初の方針通り、生産技術・生産管理共に企業訪問の場で遭遇した問題、カウンターパ

ートから希望のあったテーマをその都度、座学で取り上げた。CIQA には既に CIQA 作成

のプラスチック成形加工のテキストがあり、その一部は専門家の座学にも使用した。座

学のテーマの決め方についてカウンターパートと何度か協議したが、カウンターパート

は CIDESIで行なうことにしたようなプラスチック成形技術の系統的な座学の必要はない

との意見であった。モデル企業毎に設定した指導テーマについては、可能な限り訪問に

先行して座学で取り上げる様に配慮した。マニュアル作りのベースとしてモデル企業訪

問後、専門家側、カウンターパート側双方が訪問記録を取り、相互に照合する事とした

が、その過程でカウンターパートの理解が不十分な部分を取り出し、数多くのワンポイ

ントレッスンを実施する事になった。企業での指導を優先し、現場での指導内容を座学

で補完するという方法である。結果として CIDESIの場合と比較して座学で取り上げたテ

ーマの数は多いが、費やした時間は少ない結果となった。

生産技術に関してはほとんどのモデル企業の指導テーマは�成形不良の削減�であった。モ

デル企業での指導内容に準じて、生産技術の座学においても成形不良を一つずつ取り上

げ、その原因と対策を解説した。不良対策以外に生産技術の座学で触れたテーマは次の

通りである。

射出成形機

OIL-PRESSURE-MACHINEと ELECTRIC-MACHINEの優劣比較

CLAMP機構で straight-hydraulicと toggle-typeの優劣比較

SPECIAL-INJECTION-MOLDING

射出成形法は多くの方法が研究されており、まさに日進月歩の状態であ

る。10種類の射出成形法を説明した。

実験計画法

不良減少のための最適成形条件を決める為の手法である。通常は自動温

度記録計、自動油圧記録計を成形機に取り付け、その結果から成形状態を

知ると同時に対策を立てるが、原因不明の事項についてはこの手法が有効

である。
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重回帰分析

軟質ホースの配合に DOP（ジオブチルフタレート=可塑剤）と CaCO3 の

いずれが強度に影響するかを重回帰分析を用いて検討した。

各種の IE計算法

その他

一般原料と engineering-plasticの概略説明

色素の構成、色素の混合法

金型の各部名称、金型構成

成形関係での問題事項

湯流れは何に関係するか

スクリューの回転でどうして樹脂は前進するか

キャビティー内での樹脂の挙動

キャビティーの錆と堆積物の処理

成形品のアニーリング

自動温度記録計、油圧記録計の結線と使用法、及び結果の分析法

生産管理・企業経営の座学においてもテーマとしては、在庫管理を筆頭にモデル企業へ

の指導テーマとして多く取り上げられたものを優先的に扱った。さらに、担当専門家が

メキシコにおいて実際にアッセンブラー企業の経営経験を持っていたことから、カウン

ターパートからの要請もあり、納入先企業を含めた顧客の満足を得ることが品質管理の

根本であること、部品の納入の遅れが如何にアセンブラーの生産計画に影響するか、ア

センブラーの新商品開発の進め方と部品企業の関与の可能性、等のテーマでの座学も行

われた。

(2) 調査 2年目

1 年目の方法を継続することで、技術移転のテーマとして取り上げるべき予定の課題の多

くは一応網羅されることにはなったが、調査二年目の後半に入った段階で、カウンター

パートより、残りの調査期間をより有効に使うために、それまでに取り上げられなかっ

たテーマを選び出し集中的に座学を行って欲しいという要請があった。それを受けて、

第五次、第六次現地調査では週三日を午前と午後の座学に充てることとした。最後の第

六次現地調査では、生産技術ではインジェクション成形に比べてまとまった解説資料が

少ないブロー成形・押し出し成形技術とその不良品対策、さらに成形機のメンテナンス

を取り上げた。成形機のメンテナンスの座学には成形機メーカーのサービスエンジニア
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を特別講師として招待した。生産管理では IE（Industrial Engineering）の各種分析法及び

新 QC七つ道具をテーマとした。

表 A-3、表 A-4に CIQAにおいてカウンターパートに対して実施した生産技術と生産管理

の座学およびワンポイントレッスンの一覧を示した。



A-22

表 A-3　　CIQA－生産技術座学一覧

生産技術

No. 日付 テーマ

1. 08/10/97 金型の基礎理論と不良対策

2. 22/10/97 不良と企業の原価計算

3. 24/10/97 ペットパイプ用金型の構造

4. 29/10/97 ランナーの計算、圧力低下

5. 30/10/97 支持ピンの計算

6. 19/11/97 ペレット化の方法

7. 19/11/97 サンプリング方法

8. 19/11/97 試験、記録、分析リスト

9. 21/11/97 ホットランナーの構造とこのタイプの金型が起こす問題

10. 28/11/97 スプルー、ランナー、ゲートの構造、その目的と機能

11. 28/11/97 ゲートの種類

12. 11/12/97 金型内部の湯流れ

13. 11/12/97 アンダーカット

14. 11/12/97 ホットランナーのヒーター、測定箇所の問題

15. 18/02/98 正常分布を使用しての不良率低減計算とその方法

16. 04/03/98 単純実験計画法

17. 23/03/98 ランナー計算の基本法

18. 23/03/98 製品の大きさから見た機械の選択

19. 23/03/98 ホットランナーの種類

20. 23/03/98 金型表面の粗さ、図面分析

21. 23/03/98 Pa, Pc, PET, PSF, PPS, UHMPE PA製品の例

22. 23/03/98 ブロー製品の例
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23. 08/10/98 プラスチック成形の問題解決方法

24. 09/10/98 金型工場訪問する際のキーポイント、成形加工検討のポイント、成形機と金型の保全に必要な項目

25. 15/10/98 生産現場の観察の仕方

26. 15/10/98 不良対策の決定方法

27. 16/10/98 レイアウトの体系的計画：機械器具の稼動率 （体系的レイアウト計画）

28. 19/10/98 成形作業開始時の検討項目並びに調整項目

29. 19/10/98 始業前日常検査

30. 22/10/98 レイアウト展開:相関関係図

31. 23/10/98 金型修理

32. 23/10/98 金型のメッキ

33. 26/10/98 金型の磨き

34. 27/10/98 ラインNo.1の構成方法

35. 27/10/98 ラインNo.2の構成方法

36. 27/10/98 ラインNo.2の構成方法：工程分析、動作分析、時間分析、稼働率

37. 27/10/98 組み立て作業に要する時間の決定方法

38. 30/10/98 金型表面硬化処理

39. 06/11/98 プラスチック成形機管理　その２

40. 09/11/98 不純物混入の原因追及方法

41. 16/11/98 部品に焦点を置いた金型製作体制

42. 16/11/98 金型内の樹脂圧測定用センサー付きエジェクターピン

43. 23/11/98 成形不良と修正方法

44. 24/11/98 セルラー式生産方式

45. 08/03/99 概論、樹脂材料

46. 12/03/99 加工方法の種類、射出成形

47. 15/03/99 射出成形（つづき）、不良　その１

48. 19/03/99 不良　その２
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49. 18/08/99 ブロー成形 (1)

50. 23/08/99 ブロー成形 (2)

51. 24/08/99 ブロー成形 (3)

52. 25/08/99 押出成形

53. 30/08/99 測定

54. 30/08/99 二次加工

55. 31/08/99 設計時の注意事項

56. 01/09/99 不良　その３

57. 06/09/99 メンテナンス

58. 10/09/99 質疑応答
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表 A-4　　CIQA－生産管理座学一覧

生産管理

No. 日付 テーマ

1. 07/10/97 在庫管理

2. 15/10/97 特性要因図・パレート図

3. 17/10/97 品質管理の基礎

4. 21/10/97 チェックシート、ヒストグラム

5. 12/12/97 層別、散布図、管理図、目で見る管理

6. 12/12/97 標準作業

7. 12/12/97 金型交換と段取時間の短縮

8. 9/11/98 生産計画、生産管理

9. 9/11/98 品質方針、品質目標：例

10. 9/11/98 品質体制:例

11. 16/11/98 品質標準

12. 16/11/98 ワークサンプリング

13. 16/11/98 原価管理

14. 23/11/98 管理の意味

15. 23/11/98 組織

16. 23/11/98 組織の目的

17. 24/11/98 タイムスタディー(IE)

18. 09/03/99 工程分析、動作分析(IE)

19. 16/03/99 動作経済原則、時間分析、作業改善の進め方

20. 16/08/99 生産管理の概要

21. 16/08/99 生産活動

22. 16/08/99 新商品開発

23. 17/08/99 資材購買、外注管理
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24. 24/08/99 工程管理(1)

25. 27/08/99 工程管理(2)

26. 02/09/99 運搬

27. 02/09/99 小集団活動

28. 02/09/99 連合作業分析

29. 02/09/99 親和図法

30. 02/09/99 関連図法

31. 02/09/99 系統図法

32. 02/09/99 PDPC法
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3.2 公開セミナー

調査期間中、調査団専門家を講師に、基礎理論セミナー、応用技術セミナー(I)(II)、生産管

理セミナー(I)(II)を開催した。CIDESIはケレタロの CIDESI内で、CIQA はモンテレイに場所

を借りて行った。目的は 1)カウンターパートへの技術移転　2)企業への技術移転である。同

時に本調査を契機に新しく始まり、今後両センターが継続していく企業巡回技術指導サービ

スの広報に役立てることを念頭に置いた。セミナーの一部をカウンターパートが担当するよ

うにしたのもその目的からである。

開催に先だって案内状を作成し、新聞に掲載すると共に、モデル企業、過去に両センター

と繋がりのあった企業、CANACINTRA ・ CAINTRA ・マキラドーラ協会等の業界団体企業リ

ストも活用して案内状を送付した。SECOFI、BANCOMEXT、NAFIN からの出席もあった。

出席者数はカウンターパートも含めて、ケレタロでのセミナーには平均 85 人、モンテレイで

のセミナーには平均 45 人であった。生産技術のセミナーよりも生産管理のセミナーへの出席

者の方が多かったが、これは多くの企業が新しい管理技術に興味を持っていることを示して

いるが、一方で、まだまだレベルの低い生産技術に対する認識が薄いことを表している。な

お企業からの参加者に対しては、両センターの巡回指導に対する関心を探るための簡単なア

ンケート調査を実施した。

各セミナーのテーマは次の通りである。

· 基礎理論セミナー
プレス加工の基礎技術

プレス加工の 3 要素、プレス機械の仕様、プレス加工の種類、

更にビデオを使用して正しいプレス作業についても講義した。プ

レス機械の仕様を現場で測定する方法の説明ではカウンターパー

トによる実際の測定作業をビデオに撮ったものを見せ、カウンタ

ーパート自身が説明した。

プラスチック成形の基礎技術

プラスチック材料の種類から始め、射出成形・押出し成形を例

に原料・成形機・金型のプラスチック成形の 3 要素について説明

した。特に射出成形については成形のキーポイント、特殊射出成

形法迄を含めて詳細に説明を行った。
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· 応用技術セミナー(I)

プレス加工応用技術

不良品発生と事故の主たる原因である過負荷と偏心荷重を取り

上げ解説し、現場での対策法を紹介した。さらに工程順序と工程

数の取り方についても説明を加えた。

プラスチック成形応用技術

射出成形の不良原因とその対策、およびアンダーカットの処理

技術について解説した。

· 応用技術セミナー(II)

プレス作業の LCA（Low Cost Automation）

メキシコのプレス企業にとってこれからの課題である自動化を

取り上げた。如何に低コストでプログレッシブ加工・トランスフ

ァー加工等の自動化を実現していくかを具体例を挙げつつ説明し

た。

プラスチック成形上の問題解決法

日々解決を迫られる様々な技術上の問題に適用可能な、基本的

かつ共通した解決方法を紹介、解説した。

· 生産管理セミナー(I)

メンテナンス

多くの企業がモグラ叩き的事後保全から脱却していない。機械

の稼働率を上げ、生産性の向上を図るためにより進んだ管理保全

を取り入れることの必要性を強調した。保全の初歩から、TPM（Total

Productive Maintenance）迄を解説した。最後に日本の TPM の優良

企業をビデオで紹介した。

品質管理

品質管理が単にデータ蒐集だけに終わって企業の業績向上に貢

献していない現実を指摘し、その改善案を提示した。さらに QC

七つ道具、検査の基本についても解説した。
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· 生産管理セミナー(II)

KAIZEN

KAIZEN は良いものをより安く生産するために永続的に企業が

取り組むべき基本的課題である。その基本コンセプト、各種ツー

ル、導入の手順を実施例を紹介しながら解説した。

生産管理上の問題解決法

巡回指導の経験をもとにメキシコの中小企業に共通する生産管

理上の問題を取り上げ、現場に則した具体的な解決方法を示した。

次に、企業向けに配布した公開セミナーへの招待状の例二枚を示した。
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コピー
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3.3 調査団携行機材

3.3.1 測定機器

調査団はカウンターパートへの技術移転とモデル企業への巡回技術指導に利用するために、

第三次現地調査時に、下記の測定機器類を携行した。ともに加工と金型設計製作に関して、

より適切な助言と指導を可能にするものである。調査団の国内作業中にはカウンターパート

が同機材を使用することになるため、専門家は機材の目的、取り扱い方法、データの取り方、

分析方法、結果の利用方法についてカウンターパートに対して指導した。

CIDESI

名称 数量

ロードコントローラ 1

ロードセンサー 2

オートセル 2

バッテリー 1set

付属品 1set

CIQA

名称 数量

打点式ハイブリッド記録計 1

ペン式ハイブリッド記録計 1

温度センサー 12

圧力センサー 3

ACトランスデューサ 1

付属品 1set

3.3.2 デジタルカメラ

工場、成形機械、製品の写真を挿入することで巡回指導マニュアルをより効果的なものと

するために、CIDESIグループ、CIQAグループ共にデジタルカメラを 1台購入した。
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3.4 カウンターパート研修

調査 2 年目の開始時に、CIDESI と CIQA のカウンターパート責任者（巡回指導課課長）2

名の研修が日本において約 4 週間実施された。専門家の同行のもと、日本における中小企業

技術支援の主たる実施機関である公設試験研究機関を中心に、プレス・プラスチック成形企

業、金型設計製作企業、組立企業、成形機メーカさらに職業訓練機関、業界団体、国立技術

研究所等を訪問研修した。

3.5 カウンターパートによる結果発表セミナー

第六次現地調査期間中に、モデル企業だけではなく広く業界企業を招待して、カウンター

パートによる技術移転調査結果発表セミナーが実施された。場所はケレタロとモンテレイで、

セミナーは各カウンターパートが 15-20分ずつ、本調査で移転を受け習得したテーマを一つ選

び発表する形をとった。なおモデル企業（CIDESI 1社、CIQA 2社）も本調査への参加で得た

成果について発表した。このセミナーにおいては専門家は 2 年間の経験をもとにしたメキシ

コの業界全体に対する包括的なコメントを述べるにとどめた。

今後の CIDESI、CIQAの巡回指導課の活動の宣伝広報に役立てることが目的であった。
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4. 調査活動　-　モデル企業選定と巡回技術指導スキーム

カウンターパートへの技術移転の OJT の場とするために、調査の全期間を通じて専門家は

カウンターパートとともにモデル企業を巡回指導した。

4.1 モデル企業選定

本調査の上位目標はサポーティングインダストリーの技術向上である。モデル企業として

は生産に対象要素技術を使用し、両センターにとって巡回指導に適当な地理的環境にあるこ

と以外に、1)　サポーティングインダストリーとして既に OEM 生産を行っている企業または

OEM 生産を計画中である企業　2)　カウンターパートの研修の場として適当な生産規模と経

営規模を持った企業　の 2点が選定にあたっての基準であった。

実際のモデル企業の選定は次のステップで行った。

両センターは調査開始前に JICA 専門員を講師に生産管理をテーマにセミナーを開催した。

その出席企業を中心に、周辺のプレス加工、プラスチック成形加工の企業からモデル企業と

して調査へ参加する企業を募った。参加を希望した企業を実際に JICA 専門員と共に訪問し、

適性をチェックの上、調査開始までにモデル企業の候補リストを作成した。

調査団は第一次現地調査開始前に、両センターにアンケート用紙を送付し、候補企業に対

する調査を依頼した。企業の一般情報とともに、候補企業が抱えている技術上、経営上の問

題を探り、巡回指導で取り組みたい課題を企業側から聴取するのが目的であった。第一次現

地調査開始時にはほぼ全社より回答は寄せられており、それをもとに調査団は候補企業であ

る CIDESI 9社 CIQA 10社を予備訪問し、工場視察と共に、経営者へのインタビューを行い、

モデル企業とするかどうかの最終決定を行った。

今後の参考のために、ここまでの段階で調査への参加を断ってきた企業の主な理由は次の

通りである。

ISO9000、QS9000取得のためのコンサルタントから指導を受けていて時間がとれない。

企業秘密がセンターを通して他企業へ、また日本へ漏れる恐れがある。

生産現場を知らないコンサルタントの指導は役に立たない。

現在指導を受ける必要があるとは考えていない。
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企業がモデル企業として調査に参加するためには、シンボリックな額ではあるが企業はセ

ンター側の経費の一部を負担することとして、センターと個別に契約を結んだ。なお CIDESI、

CIQA 共に一部のモデル企業に対してはメキシコ国立貿易銀行（BANCOMEXT）の技術サー

ビス支援プログラムである PAT（Programa de Asistencia Técnica）による補助を受けた。PAT

については後述する（B.1.2.7）。

4.1.1 CIDESI

候補企業は 9社であった。スタンピング 5 社、厚板加工 1 社、パイプ加工 1 社、プラスチ

ック成形 2社である。なおスタンピング加工は厳密には板厚 3mmまでの鋼板に対する加工を

指し、それ以上の厚みの鋼板の加工は厚板加工と呼び区別する。

プラスチック成形の 2社は可能であれば CIQAのモデル企業に加えることとし、7社をモデ

ル企業とした。しかし顧客を失い操業がほぼ止まっている１社と操業規模が極端に小さい 1

社および厳密にはプレス加工ではないパイプ加工の 1 社についてはカウンターパートのみに

よる訪問でしばらく様子を見ることとし、スタンピング 3 社と厚板加工 1 社を中心に巡回指

導を開始することとした。調査開始後スタンピング 3社、金型製作 1社が加わり計 11社とな

った。

この 11 社の内、唯一の大企業であったトラクターアセンブラーはプレス加工担当部門の担

当者は調査への参加に意欲的ではあったものの、本格的に指導を開始する前に社内事情から

参加を取りやめた。また 2 社が経営陣の交代、または担当者の交代、等の企業側の理由で 2

年目の巡回指導を辞退してきた。しかし 2 年目の後半からは新しく 1 社が参加し第六次現地

調査の時点では、1年目から継続している 8社を含めてモデル企業は計 9社であった。

なお、調査の 2 年目に入った段階で近隣地区の大企業 2 社のプレス加工部門をモデル企業

に入れるべく、専門家は CIDESIカウンターパートコーディネータと共に訪問した。1 社は自

動車部品のグループ企業であり、他は家電製品の最終アセンブラーである。大企業でありモ

デル企業の範疇からは外れることになるが、1)カウンターパートへの技術移転の幅を広げるこ

とになり、また 2)CIDESIが地場の大企業との良好な関係を築くことはその裾野部品企業への

アクセスを得ることにも繋がり、有効であろうとの判断であった。しかし、部門担当者は関

心を示したものの、CIDESIとの最終契約には未だ至っていない。
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4.1.2 CIQA

サルティージョ、モンテレイ地区の候補企業 10 社をモデル企業として調査を開始した。な

お CIDESIの候補企業リストにはケレタロのプラスチック成形企業も含まれており、調査期間

中 1回だけ専門家と CIQAのカウンターパートが訪問指導をした。

調査 1 年目にそのうち 1 社が ISO9000取得のため時間がとれないことを理由に辞退、代わ

りに１社が参加した。1 年後、10 社の内 5 社が種々の理由から継続を辞退してきたが、新た

に 1社加わり、2年目は計６社のモデル企業に対して巡回指導を始めた。結果として１年目に

比してモデル企業数を減らしたことになるがその理由は次の通りである。

l 1 年目の 10 社はカウンターパートの数を考慮すると多すぎるきらいがあった。なお、2

年目のカウンターパートの数は 1年目と同じ状況であった。

l 1年目の指導での反省点の一つは、企業側の業務処理能力が低いため訪問時に期待してい

た資料が用意されておらず、訪問時間を有効に生かせない場合が多かったことである。企

業数を減らし、カウンターパートが企業に出向いてデータの収集を行う必要が出てきた。

2年目の後半になった段階で、契約上の支払いが滞り、かつ、指導への対応の悪い 2社をモ

デル企業から外さざるを得なかった。
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4.2 巡回指導の方針と適用結果

巡回指導を開始するにあたって次のような方針を立てた。実際に適用して得た結果と反省

も同時にここに整理した。

(1) 原則としてカウンターパートは各モデル企業毎に生産技術担当 1名、生産管理担当 1名

の 2名がグループを組み、専門家と共に巡回指導にあたる。

l 途中一部担当者の交代もあったが、2 名でグループを組む体制は適切であり最後まで維

持された。

(2) モデル企業毎に、生産技術、生産管理それぞれの分野で取り組むべき指導テーマを決め

る。

l 飽くまでモデル企業が納得し意欲を示すテーマであることが肝要であり、テーマの設定

には次の方法を採用した。モデル企業選定のためのアンケート調査への回答と工場予備

訪問の結果を基にまず内部でテーマを絞り、その上で企業側と協議し決定した。カウン

ターパートへの技術移転を重視する点からは、幅広いテーマの設定を期待した。

l 企業が問題の所在を的確に掴んでいる例は少なく、アンケートへの回答も“生産性の向

上”“操業率向上”“不良の削減”“品質管理”といった漠然とした表現が多く、その

ままでは指導テーマとはしにくかった。

l アンケートへの回答の内、本調査の指導の趣旨に沿わないものは企業側に説明の上外し

た。例えば、ISO9000（QS9000）取得のための指導や特定の社内人事に関するものなど

がこれに当たる。

l テーマを決めるための工場診断と分析をカウンターパートへの最初の技術移転の場とし

て利用しつつ、時間をかけてテーマ決定に取り組んだ企業も多い。

l CIDESI の生産技術の場合、企業側は特定の製品の不良解決への即効的アドバイスを求

める例が多かった。しかし全ての企業において加工が経験だけに頼って行われており所

有する機械の仕様、加工法についての基礎知識にも欠けていることが早い時期に明らか

になった。よって企業からの質問には対応しつつ、指導テーマとしては“プレス加工の

基礎技術とその応用”“正しいプレス作業体制”“不良品対策”を共通のテーマとして

設定した。

表 A-5と表 A-6に第一次現地調査時に設定した CIDESI・ CIQAのモデル企業に対する

指導テーマの一覧を示した。
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(3) 訪問毎に共通のフォーマットで、活動・指導内容を記した訪問記録を作る。目的は、毎

回の訪問の目的を明確にすること、指導の成果を記録すること、指導チームと企業側双

方の取るべきアクションを相互に確認しあうこと、である。同時に、最終的な調査の成

果品である巡回指導マニュアルの材料として利用することを目的としたものである。記

録は、指導及び活動内容、企業側との質疑応答、次回訪問までの課題、からなり、2 回目

からの訪問の記録には、さらに前回訪問時からの改善状況の記述を加える。図 A-4 は使

用した訪問記録のフォーマットである。

l 訪問記録をつける過程で、カウンターパートから専門家への質疑、ワンポイントレッス

ンのテーマが数多く出てきた。マニュアル作成のためだけではなく、技術移転の面で効

果があった。

l 当初は両センター共に、専門家が同行するしないに関わらず全ての訪問の記録を取るこ

ととしたが、データを採るためだけの訪問、カウンターパートによるミニコース実施の

ための訪問などが頻繁に行われるようになり、訪問記録を取ることが必ずしも当初の目

的からは必要でないケースも多くなり、時間的に負担になる事もあった。

l CIDESI における KAIZEN のように、一つのテーマに長期的に取り組む場合には、毎回

の記録ではなく、取り組みの各段階毎にレポートとして纏める方が適切である。

l 指導を受けて企業が納得した場合でもすぐにそれを実行するというケースはむしろ稀で

ある。例えば生産技術における不良対策への指導は多くの場合金型の修正に至る。しか

し支給または貸与の金型を使って操業しているケースなどでは企業としては直ぐには手

が出ない。自社内工作場で修理が可能であっても直ぐに生産を止められない事もあり、

さらに修理に数ヶ月必要な例もある。生産管理面での指導も同様で、毎回毎回指導の成

果を記述することには無理があるケースが多かった。

(4) 2 年間の調査期間を通じて、専門家の現地調査期間中は原則として専門家とカウンター

パート合同の巡回指導を実施する。ただし 1 年目は専門家全員とカウンターパート担当

者およびコーディネータが揃って企業訪問するが、2 年目からは徐々にカウンターパート

主体の指導に移行する。調査終了後の体制への布石である。

l CIDESI においては指導テーマが確定する迄は常に 3 名の専門家がカウンターパートと

行動を共にしたが、その後、特に 2 年目からは指導テーマに応じて、またカウンターパ

ートまたはモデル企業からの要請に応じて、専門家は企業を訪問することにした。
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l CIQA では 2 年目からは専門家とカウンターパートの合同チームと、カウンターパート

のみによるチームが交互に企業を訪問することとした。カウンターパートのみによるチ

ームの訪問の主な目的は企業側担当者に協力してデータを収集し整理することであった。

(5) 専門家の国内作業中にはカウンターパートがモデル企業への指導を継続する。

l 各現地調査終了時には、専門家とカウンターパートとの間で国内作業期間中のモデル企

業に対する指導内容について、カウンターパート側とモデル企業側双方の活動リストを

作成して確認した。

l 国内作業期間中も、適宜、電話・メール・ファックス等の手段で専門家はカウンターパ

ートと連絡を取り合った。

l 二次現地調査からは、調査の開始に当たってカウンターパートから国内作業期間中の活

動報告を受けた上で、当期間の活動計画を立てることとした。
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表 A-5　　CIDESI モデル企業指導テーマ
モデル企業 指導テーマ

CIDESI-01 ● プレス加工の基礎知識とその応用

● プレス作業体制

● 不良品対策

▲ 管理チャートの使用

▲ 金型の管理

▲ MABE社の製品に対する工場レイアウト

CIDESI-02 ● プレス加工の基礎知識とその応用

● プレス作業体制

● 不良品対策

▲ 工場レイアウト

▲ 作業体制

▲ 金型の管理体制

CIDESI-03 ● プレス加工の基礎知識とその応用

● プレス作業体制

● 不良品対策

▲ 材料の在庫管理

▲ マテリアルハンドリング

▲ 品質管理

▲ 生産計画の立て方

▲ 生産性指数の求め方

CIDESI-04 ● プレス加工の基礎知識とその応用

● プレス作業体制

● 不良品対策

▲ マテリアルハンドリング

▲ 検査システムの導入

CIDESI-05 ● プレス加工の基礎知識とその応用

● プレス作業体制

● 不良品対策

▲ 工場レイアウト

▲ メンテナンス体制

CIDESI-06 ● (ポイント指導)

▲ (ポイント指導)

CIDESI-07 ● プレス加工の基礎知識とその応用

● プレス作業体制

▲

CIDESI-08 ● (ポイント指導)

▲ (ポイント指導)

CIDESI-09 ● プレス加工の基礎知識とその応用

● プレス作業体制

● 不良品対策

▲ (ポイント指導)

CIDESI-10 ● プレス加工の基礎知識とその応用

● プレス作業体制

● 不良品対策

▲ 金型交換時間の短縮

▲ メンテナンス体制

CIDESI-11 ● プレス加工の基礎知識とその応用

● プレス作業体制

● 不良品対策

▲

注： ● 生産技術

▲ 生産管理
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表 A-6　　CIQA モデル企業指導テーマ

モデル企業 指導テーマ

CIQA-01 IPA 1 - 機械の生産性の向上

IPA 2 - 在庫管理

IPA 3 - 不良率の削減

IPA 4 - 金型交換時間の短縮

CIQA-02 PIS 1 - 在庫の管理

PIS 2 - 不良率の削減

CIQA-03 FOR 1 - 不良率の削減

FOR 2 - 成形機サイクルタイムの検討

FOR 3 - 金型交換時間の短縮

CIQA-04 FIN 1 - 不良率の削減

FIN 2 - 材料管理

CIQA-05 VM 1 - 機械のプリメンテナンス

VM 2 - 製品変更時の機械停止時間の短縮

CIQA-06 IG 1 - 材料管理

IG 2 - 不良率の削減

CIQA-07 PE 1 - 不良率の削減

PE 2 - 在庫の管理

CIQA-08 PRA 1 - 機械のプリメンテナンス

PRA 2 - 不良率の削減

CIQA-09 PR 1 - 不良率の削減

PR 2 - 在庫の管理

CIQA-10 EA 1 - 不良率の削減

EA 2 - 製品変更時の金型交換時間・材料交換時間の短縮

CIQA-11 PM 1 - 不良率の削減

PM 2 - 在庫の管理

CIQA-12
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図 A-4　　訪問記録（1/2）

Company Code : Company Code :
Problem Code : Problem Code :

Company name

Company name Record of the 1st Advisory Services
No. of employee (Date : 　　　/　　　/　　　By (　　　　　　　　　　　　　　　)
Main product
Processing technology ・・・・ Services done

・・・・ Improvement target

・・・・ Assessment of improvement (See example.)
　　　　　　　　　　　　Method By

・・・・ Result of assessment
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Present 　　　　　　　　　　　　　　　　After advisory services

Company Code : Company Code :
Problem Code : Problem Code :

Company name Company name

・・・・ Question raised and answer Record of the 2nd Advisory Services

(Date : 　　　/　　　/　　　By (　　　　　　　　　　　　　　　)

・・・・ Observation of improvement achieved

 

・・・・ Improvement target to be achieved by the next visit

Record of Technical Advisory Services
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図 A-4　　訪問記録（2/2）

Company Code : Company Code :
Problem Code : Problem Code :

Company name Company name
 
・・・・ Services done ・・・・ Question raised and answer

・・・・ Improvement target to be achieved by the next visit
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5. 調査活動　-　モデル企業巡回技術指導

5.1 CIDESI

5.1.1 モデル企業の現状

(1) 概況

表 A-7 は 11社のモデル企業の一覧であり、図 A-5 は各モデル企業の調査への参加期間

を示したものである。

a. 1999年 3月に改訂されたメキシコの中小零細企業の定義によると、零細企業が 4社、

中企業が 1社、大企業が 1社残りの 5社は小企業である。全て CIDESIの所在地である

ケレタロ市またはケレタロ市より50Kmにあるサンファンデルリオ市にある企業である。

b. 加工業種で分けると 11社の内訳は次の通りである。

スタンピング加工 8社

厚板加工 1社

パイプ曲げ 1社

金型設計製作 1社

c. スタンピング加工と厚板加工の9社を製品のマーケットで区分すると次のようになる。

自動車・家電製品の 2次 3次部品 6社

自社トラクター用部品 1社

自動車部品アフターマーケット 1社

最終雑貨品 1社

d. 2次 3次部品の 6社はいずれも加工製品は小・中物部品で、一部精密部品もある。組

立ラインを持つ企業はない。3社は金型補修工場を備えており、そのうち 2社は金型製

作、さらに簡単な金型設計にも取り組んでいる。

e. スタンピング加工と厚板加工の 9社のうち 6社はオーナーまたはその一族が直接工場

の経営に当たっているファミリー企業であるが、他の 3社は契約の工場長が現場を任さ

れている状態である。その 3社の内 2社は調査期間中に工場長が突然交代する事態にな

り、指導にも影響が出た。

f. 管理者・スタッフの数が限られ、工場長が一人何役も兼ねている例が多い。

g. 金型設計製作の 1社は自動車用トランスミッション部品加工とサブアッセンブリーを

主業務としているが、5 年ほど前から金型の製作を始めた。プレス用金型の他、プラス

チック成形用金型も製作している。金型製作用としては汎用工作機械が主であるが、治
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具ボーラ、治具ミリングも備えている。現在のところ金型設計は外注しているが、CAD

を導入し設計部門を確立するべく計画中である。しかしプレス加工、プラスチック加工

の基礎技術は持たずに、寸法の精度条件、条件設定、工程条件など不明のまま製作して

いる現状である。本調査での指導としては、企業において専門家がプレス加工の基礎を

何度か講義し、その後はカウンターパートが引継いで定期的にミニセミナーを実施した

にとどまった。

h. 以下は 11社の内、パイプ曲げと金型製作の 2社を除く 9 社の現状をまとめたもので

ある。
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表 A-7　　CIDESI モデル企業一覧

所在地 業種 製品 主たるマーケット
売上げ
1996年

(百万ペソ)
設立

資本金
(ペソ)

従業員数

CIDESI-01 Villa Corregidora,
Querétaro

プレス加工
サポート、棒・パイプ、プレス製
品

下請け 1.90 1987 600,000 29

CIDESI-02 El Marqués,
Querétaro

プレス加工 プレス製品・組立 1.08 1994 3,000,000 30

CIDESI-03 San Juan del Río,
Querétaro

厚板加工 ばねブッシング、スペーサ 下請け 10.60 1980 450,000 96

CIDESI-04 Querétaro,
Querétaro

プレス加工 プレス自動車部品 下請け 2.71 1997 1,500,000 33

CIDESI-05 Querétaro,
Querétaro

プレス加工 自動車・家電製品プレス部品 下請け 10.50 1979 2,000,000 99

CIDESI-06 San Juan del Río,
Querétaro

パイプ曲げ 燃料パイプ、プレーキパイプ 下請け 1.68 1995 102,000 33

CIDESI-07 San Juan del Río,
Querétaro

金型製作 金型製作 下請け 4.54 1982 74

CIDESI-08 Querétaro,
Querétaro

プレス加工
コイル抵抗、発電機部品
プラグケーブル部品

下請け 0.91 1982 1,000,000 9

CIDESI-09 Querétaro,
Querétaro

プレス加工
プレス加工小物製品　（サポー
ト・ふた・綱車）　一部組立

下請け 2.70 1993 200,000 25

CIDESI-10 San Juan del Río,
Querétaro

プレス加工 鉄・非鉄プレス製品 下請け 18.00 1983 32,000,000 200

CIDESI-11 Querétaro,
Querétaro

プレス加工
(トラクターアッセンブリー) トラクター部品 自社製品
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図 A-5　　モデル企業調査参加期間－CIDESI

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

CIDESI-01 29

CIDESI-02 30 ｱﾌﾀｰﾏｰｹｯﾄ

CIDESI-03 96 厚板加工

CIDESI-04 33

CIDESI-05 99

CIDESI-06 33 ﾊﾟｲﾌﾟ曲げ

CIDESI-07 74 金型製作

CIDESI-08 9

CIDESI-09 25

CIDESI-10 200

CIDESI-11 ﾄﾗｸﾀｰｱｾﾝﾌﾞﾗｰ

1999
モデル企業

1997 1998
従業員数 備考
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(2) 生産設備

a. プレス工場の生産設備の主体はプレス機械であるが、使われている機械のほとんどが

中古品を機械ブローカから購入したものである。機械式では旧式のスライディング・ピ

ンクラッチ形式、固定式 C 型フレームのクランクプレスが圧倒的に多い。日本を始め

先進工業国では作業者の安全を考慮して既に姿を消した足踏みペダル操作方式のプレス

機械も見受けられる。なかには一流メーカのものもあるが、機械式、油圧式ともに旧式

のものである。

b. 保全も不十分で、担当者はいるものの、全てが事後保全であり、修復も故障個所のみ

で完全修復とは言えず、使用上の不安を残したまま操業している状態である。またアン

コイラー、レベラー等の送り装置が最近各所で導入され始めている。

(3) 金型

a. 使用されている金型は貸与品が多い。旧式なタイプで低品質のプレス加工製品用であ

り構造も不安定なブロック形式が大半である。また一部の工場ではセミヨーク形式の比

較的精度のよい金型が使用され始めている。使用する金型のおよそ半数を内製している

一モデル企業では一部プログレッシブ金型も使われ始めている。

b. トラクターアセンブラーにおいては金型はほとんど内製されたものであるが、複雑な

大物用金型は輸入品である。

(4) 被加工材

a. プレス加工業者に材料規格に対する認識が薄いのか、加工している被加工材の材質す

ら正しく把握されていない状態である。ほとんどが地元のコイルセンターから購入して

いるが、規格・仕様が明確でないまま販売されているケースも見られる。まず材料の規

格を指定すべき加工業者側に正しい加工法の知識がない事が問題である。なお客先から

被加工材を支給されているモデル企業は 1社であった。

(5) 加工技術

a. 総じてプレス加工技術の基礎的な面で非常に遅れている。プレス機械の仕様の 3要素

である、加圧力、加圧エネルギー、成形速度について、プレス加工業者だけではなく、

機械を売る側にも知識がない。使用しているプレス機械はほとんどが中古機械であるが、

購入時の機械ブローカの呼称加圧能力を鵜呑みにして加工している。現状は、正確な加

圧能力と能力発生位置（仕事量すなわちフライホイールの発生有効エネルギーを決定す

る値）を知らずに、適当な加圧能力（トン数）と仕事量で加工を行っていることになる。
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個々の製品の加工に適正なプレス機が選定されていないことになり、不良品の発生、金

型の破損と短命化、機械の故障を引き起こしている。

b. プレス加工のための材料成形能力（成形限界値を決める条件）による工程設定と加工

機構設計の知識にも不足している。金型の重要部、例えばパンチとダイのクリアランス

の取り方、被加工材の拘束条件と位置決めの方法等についての基礎知識が無く、不具合

な状態のままで加工が行われている。なお偏心過重も多々見られるが、放置されており

問題として認識されていない。材料の送り装置も導入され始めてはいるが、基礎知識に

欠け適切な使われ方をしていない。

c. 作業者の作業環境にも不適切な点が多々見られる。作業体制に無理があり、作業の疲

労度が高く、しかも危険作業になっている。ブロック形式の金型は取扱いに労力を要す

るものだが、その作業段取りも適切ではない。設備の保全体制も整っておらず機械の事

故発生後に修理を行う事後保全体制で、その損失は大きい。

d. 以上のような状態で、多くの不安定要因を抱えており、現場は日々加工不能か不良現

象にぶつかることになる。この状態では高い生産性及び品質面の確保はおぼつかない。

大企業であるトラクタアセンブラーのプレス加工部門においてさえ、似たような状態に

あり、プレス加工の基礎技術が無く、技能志向型の加工体系で操業している。

(6) 生産管理・経営面での取り組み

a. いずれのモデル企業も顧客対応の面では、品質の確保と原価低減、短納期対応が主な

課題となっている。短納期対応では金型･工具交換時間短縮に取り組んでいる。一部で

従来時間の 1/2程度の短縮効果も得られている例もあるが、総じて、まだ取り組みの過

程にある。

b. 品質の確保、品質保証面では、プレス機械がほとんど 20-30年経過した設備であり、

機械の仕様が明らかでないままオーバー･ロードで稼働させていたり、メンテナンス管

理が十分でない金型を使用している等の現状のため、検査による品質保証が欠かせない

段階にある。しかしその検査の体制すら確立していない企業が多い。

c. 本調査での指導テーマに対するアンケート調査への回答で企業側の希望のトップは品

質管理であった。モデル企業の中には、QS9000シリーズの認証を取得したり、州主催

の品質管理賞を受賞している例もいくつか見られる。しかし、これらの企業においても

製造工程における品質の作りこみ体制は、工程内不良の発生も少なくなく、いまだ弱体

である。
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d. 基本的には金型の設計･製作いかんで、プレス加工の製品品質や作業性、ひいてはコ

ストの相当部分が決定付けられてしまうが、多くは発注企業からの貸与金型による賃加

工の段階にある。しかし、自社への金型設計・製作の取り込み意欲は概して強い。

e. 一方、納入先の指導によりシングル段取り化に取り組んでいる例も見られる。

f. 原価構造についての詳細は明らかではないが、設備が中古機械の調達であること、な

らびに低労務費であることから、鋼鈑が有償の場合の原価構造は低固定費高変動費型に

なっていると推察される。なお、日本の場合、古い建屋内で高生産性の設備機械を設置

しているのに対して、メキシコの中小企業では、その逆のケースが多くみられる。

5.1.2 指導活動

(1) 生産技術

希望する指導テーマを聞いたアンケート調査への回答のなかで、生産技術に関しては、

自社の特定製品の不良対策を希望した企業が多く、単に不良削減と回答してきた企業も

あった。しかし何れの企業においても、プレス機械、プレス加工の基礎的な知識を持た

ないまま、経験に基づく技能だけで操業している実態が明らかになったため、全てのモ

デル企業に共通の指導テーマとして“プレス加工の基礎技術とその応用”“正しいプレ

ス作業体制”“不良品対策”を設定した。これらの基礎知識を習得し適用することによ

って、現在モデル企業が抱える個々の技術上の問題のかなりの部分は解決される。本調

査でのモデル企業に対する指導はプレス加工の基礎技術の普及活動とも言える。

a. 第一回目のカウンターパートへの座学で機械の仕様、特に加圧能力、能力発生位置を

明確に知るための現場での計測技術と分析方法を講義した。その内容はカウンターパー

トによってモデル企業に移転され大きな関心を呼んだ。同時にカウンターパートは企業

と共同で、実際に使用しているモデル企業の全ての仕様不明のプレス機械の測定を行い、

結果を整理し企業に提出した。各プレス機に結果を貼り付けた企業もある。全てのモデ

ル企業に対しての測定分析作業にはほぼ第二次現地調査期間までを要した。

b. プレス加工の能力計画に必要な各加工法の能力計算の方法を座学でカウンターパート

に対して順を追って講義していったが、各モデル企業に対しても、極力その企業の製品、

解決への指導を求められた不良品を例に取り上げながら能力計算の方法を専門家が講義

指導した。実際の不良品を取り上げることで、企業側の緊急の要求に応えながら、同時

に基礎技術の普及を狙いとした。第一次現地調査後半からはカウンターパートを通して

企業に技術移転するケースが増えた。
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c. プレス加工の工程設定と金型設計についても加工法の能力計算と同様に、座学の内容

が順次モデル企業に対して技術移転された。

d. モデル企業の中にはカウンターパートの定期的なセミナーを希望する企業もあり、専

門家の国内作業期間等に、一定期間担当のカウンターパートによって実施された。

e. 調査が進むにつれてカウンターパートはモデル企業から特定の製品の加工能力計算、

工程設定、適正なプレス機械の選定、金型設計を依頼されるケースが増えた。結果は個

別のレポートとして企業に提出された。モデル企業に共通して見られる技術上の問題点

として次の 4点を指摘することが出来る。

剪断加工の不適切なクリアランス

絞り加工の不適切な工程編成

危険作業である過負荷加工

金型の偏心過重

f. 企業からの分析依頼の中には被加工材の材料特性の分析を要するものもあった。

CIDESI の材料試験部の担当者を呼んで専門家からの特別の座学を実施した後、材料試

験部へ分析依頼をし、その結果をもとに企業への指導提言を行った。

g. プレス作業体制及び安全についてはまだメキシコではないがしろにされている状態で、

不適切な点が多々見られた。左から右への正しい作業方法を守るために作業レイアウト

の変更を提言した例も多い。指導の一環として日本から持参したビデオも使用した。

h. 専門家による基礎理論セミナー、応用技術セミナー(1)(2)には毎回ほぼ全モデル企業

が参加し、質疑応答の場となった。

(2) 生産管理

a. モデル企業に対して行ったアンケート調査の回答を持って企業側と指導テーマを決め

るべく、第一回企業訪問を行った。アンケート調査への回答は“生産性の向上”、“生

産計画”等の抽象的な表現が多くそのままではテーマとしにくいものが多かった。また

企業の実態に関わりなく 5S、JIT といった目新しい KAIZEN 手法の紹介と導入を期待

している企業もあった。企業との協議の結果、企業側が問題の所在を的確に掴んでいな

い事、たとえ回答が具体的な表現であってもその裏付けとなるデータがほとんど揃って

いないこと、等が判明した。

b. 企業との協議でも指導テーマを設定することが困難であった企業に対して、ワークサ

ンプリング法で企業の稼動状態を調査分析することとした。カウンターパートに対する

技術移転の方針としては、今後巡回指導のツールとして使用していくことの出来る企業
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診断・指導の手法を一つでも多く実地に習得させることとしていたが、これはその第一

歩となった。

c. 4 社のモデル企業に対してワークサンプリングを実施した。ワークサンプリング法に

は企業側も興味を示し実際のデータ収集作業は企業との共同作業となった。分析結果は

カウンターパートによりレポートとして纏められ企業に提出された。

d. 企業の主要製品を特定するためにも、企業側のデータが整理されておらず、カウンタ

ーパートがデータを持ち帰りパレート図を作成する必要があった。

e. ワークサンプリングの結果により指導テーマを決定した企業が４社、企業との協議で

決定した企業が 2社であった。

f. 工場レイアウトの見直しをテーマとした企業が 3社あった。まず現状のレイアウトを

図面におこすところからカウンターパートの作業は始められた。つぎに各製品・各材料

の実際のフローを企業からの情報をもとに図面化し、生産技術の指導テーマである作業

体制の改善の内容も取り込みつつ、改善案を企業に提案した。工場側から改善案が提示

されてアドバイスを求められたケースもある。検討の後に責任者が交代してしまった企

業、工場の拡張が決まった企業もあり、提案の通り直ぐに実施に移された企業は少ない

が、検討の内容は今後企業側によって利用されていくことになる。

g. 作業指導書、工程指示書、日常点検チェックリスト、さらに生産計画立案用のフォー

マット等のサンプルを使用方法とポイントの説明と共に企業側に提示した。当然実状に

併せたフォーマットの修正は必要になるが、まず始めてみることを強く推奨した。

h. 調査 2年目は新しい専門家の指導のもと、カウンターパートは 4社のモデル企業とと

もに KAIZEN に取り組んだ。

取り組みの基本構想･計画について次のようにカウンターパートとモデル企業の双

方と打ち合わせた。

l 工場診断を経た KAIZEN 形式により IE/QC的アプローチで取り組む。

l まず、何を対象として現状分析するか、P-Q 分析や関係者との話し合いを踏まえ、

対象を明確にする。

l 2年度の第 1クール（第 4次現地調査）で現状分析と KAIZEN の絞込み、KAIZEN

方策案の立案を行い、その終了時に工場診断報告書に基づき活動提案を行う。

l それ以降より具体的な KAIZEN 活動（品質、段取り時間短縮、運搬方法）に入る。

l 1年間の活動結果はカウンターパートによりレポートに纏められる。
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診断／KAIZEN の取り組みについてはモデル企業側と下記の点を確認した。

l 作業／工程 KAIZEN を優先する。

l 並行して、金型 KAIZEN（主にシングル段取り化）をコストダウン目的に行う。

l 顧客ニーズ、顧客満足、顧客要求についても体系的、定量的に認識する。

l TQC/TPMなどへの現場担当者の参加、社内研修のあり方にも触れる。

l 多能工育成により期待される生産性の向上を追求する。

l 実績原価データや企業側の設備投資計画があれば明らかにする。

l 自社の強み/弱みについて、突き合わせを行う。

診断の結果、KAIZEN テーマとして取り上げられたものは次の通りである。

l 段取り作業/金型交換時間の短縮

l 工程 KAIZEN/金型改良による工程内不良率の低減

l 能率管理･日常保全による設備総合効率の向上

l 運搬方法、設備レイアウトの改善

l 在庫管理システム改善による在庫圧縮

l 5S推進

(3) 指導活動の纏め

調査期間中に各モデル企業に対して実施した指導活動を表 A-8と表 A-9に纏めた。表 A-8

は各モデル企業に対して行った指導活動を分類したものである。表 A-9 はカウンターパ

ートがモデル企業に対して行ったミニセミナーを整理したものである。ほとんどが専門

家の国内作業中に実施された。
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表 A-8　　CIDESI モデル企業への指導活動

CIDESI-01 CIDESI-02 CIDESI-03 CIDESI-04 CIDESI-05 CIDESI-06 CIDESI-07 CIDESI-08 CIDESI-09 CIDESI-10 CIDESI-11

1. ワークサンプリング 1      2      2      1      1      

2. プレス機械仕様測定 6      4      12      8      1      1      5      9      22      3      

3. 不良品分析 5      1      3      5      6      

4. 品質管理七つ道具の適用指導 1      

5. "5S"の指導 1      

6. マテリアルハンドリング分析 2      1      2      

7. 製品の加工分析 4      43      12      12      2      2      1      10      8      8      

8. 金型交換の作業分析 2      2      

9. 金型改修 1      1      

10. 生産計画 1      

11. 金型設計コンセプト 6      6      4      4      

12. ラインバランス分析提案 1      

13. アンコイラー改修 1      

14. 金型分析 8      

15. プレス機械のストロークによる標準時間 2      

16. 改善へのポイント指導 1      2      

17. 金型設計指導 7      

18. 製品の材料分析 2      3      1      

19. 絞り加工用プレス機械の見積もり 1      

20. プレス加工分析 6      

21. 金型設計 4      

22. 工場レイアウト検討 6      2      

モデル企業
活動
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表 A-9　　CIDESI モデル企業へのセミナー実施実績

CIDESI-01 CIDESI-02 CIDESI-03 CIDESI-04 CIDESI-05 CIDESI-06 CIDESI-07 CIDESI-08 CIDESI-09 CIDESI-10 CIDESI-11

1. プレス加工の統計的管理 1      

2. 生産技術 1      5      7      7      

3. 生産管理 1      2      

4. "5S"の指導 1      1      

5. プレス機械の仕様計測法 1      1      1      1      1      1      1      1      1      1      

6. 金型設計 4      

7. 予防保全のシステムの導入 1      

計 3      5      7      1      2      1      8      2      1      10      1      

公開セミナー

1. 公開セミナー出席者 3      10      6      6      9      3      4      14      4      10      

モデル企業
セミナー
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5.1.3 指導結果

(1) 生産技術

a. 全てのモデル企業はプレス機械の仕様と特性を理解し、かつそれを現場における

機械の計測で明らかにする技術を習得した。また各加工法のポイント、適切なプレ

ス機械の選定についても理解が進んできている。プレス機械の特性値（圧力-ストロ

ーク曲線）に合わせた加工を心がける事などは調査以前には無かったことである。

現在所有する機械の特性を掴み、それぞれの特性を生かした加工計画と方向性を模

索している。カウンターパートを通したモデル企業への技術移転は徐々に効果を上

げつつある。新しく習得した技術は、新しい顧客・製品の開拓、生産計画の策定、

新しい機械の購入計画の決めてとなるはずである。正しい能力計画が出来るように

なれば作業の安全性も向上する。

b. 抜き打ち型のクリアランスを適正なものに修正する事によって不良が減り、生産

性と品質向上に大きな効果あったことを報告してきた企業、成形速度変えて不良が

減ったことを報告してきた企業、また潤滑油を変えることで品質が向上したケース

もある。指導を継続しているモデル企業ほどプレス加工の基礎技術の習得に積極的

になってきている。

c. 使用している金型についても、クリアランスの取り方だけではなく、プレッシャ

ーパットのバネの選定、偏心荷重、等への修正も徐々に行われつつある。しかし金

型の修正にはどの企業も生産計画との絡みがあり直ぐに取りかかれるわけではない。

まして新しい金型の設計製作となれば少なくとも数ヶ月はかかる。基礎知識を得た

事による効果は長いスパンで期待せざるを得ない。しかし、たとえ金型貸与や支給

の場合であっても、顧客との交渉において、加工技術を習得していることの強みは

発揮されてくることになる。

d. 金型交換の合理化を狙った QDCシステムへの取り組みにも積極的な企業が出てき

ている。

(2) 生産管理

a. 企業側が KAIZEN 活動の重要性を強く認識し、CIDESIの KAIZEN 指導を積極的

に受け入れる土壌が形成されてきた。KAIZEN 活動は生産現場におけるムダ排除と

生産性向上を目的とした取り組みであり、“生産管理”と“生産技術”の連携の重

要性と意図が理解されつつあり、実践されるようになってきた。
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b. 品質、原価、在庫・納期、いわゆる QCDの同時 KAIZEN には、JIT生産システム

への追求が必要であることも認識されつつある。その主要ステップは、段取り時間

の短縮であり、5S への取り組みである。取引先からの要請もあり、それらがモデル

企業における共通的な課題として認識され、取り組み成果も出てきている。例えば、

モデル企業 2 社（CIDESI-05、CIDESI-09）における金型交換時間の大幅な短縮であ

る。これらの企業では、従来金型交換に 1 時間程度を要していたが、ビデオ撮影に

よる現状分析と段取り時間短縮の基本原則の適用（内段取りの外段取り化、調整作

業の不要化・軽減化、固定・締め付け方式の簡略化など）により 1/2から 1/6程度の

大幅な時間短縮が実現した。

c. 品質にかかわる KAIZEN では、まず、製造工程での不具合い発生による手直しや

廃棄による損失コストを減らすため、金型メンテナンスの定期的実施、工程間運搬

の方法・運搬具の改善、材料供給方式の改善・機械化（アンコイラーの導入など）、

5S、など多面的な KAIZEN 取り組みが、工場トップのリーダーシップにより推進さ

れるようになり、KAIZEN 活動が定着し、成果が確実なものになりつつある。不具

合いコストを管理対象に取り上げ、売上高対費用率の目標を 0.5%から 0.1%に引き

上げ、さらなる KAIZEN 活動を計画している企業もある。

d. メキシコ経済が総じて好調であることを反映して、どのモデル企業も比較的業績

は好調であり、工場の拡張や新工場建設の動きが出てきている。その一環として設

備機械の調達とそれに伴う設備レイアウトの見直し、設計のニーズも出てきている。

この面での活動はテンプレートを用いた適正空間の確保といった“点”の KAIZEN

の段階に留まっているとはいえ、現場第一線担当者を巻き込んでの KAIZEN 取り組

みは、工場の体質強化の基盤をなすものとして評価される。

e. 今後の取り組み課題としては、設備の近代化・高度化に留意しつつ、生産システ

ムの中長期視点からの構築、資材の搬入から完成品の搬出まで含めたトータル・フ

ローの効率化、自動化、などが考えられる。
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5.2 CIQA

5.2.1 モデル企業の現状

(1) 概況

CIQA のモデル企業は１回だけ訪問指導したケレタロのプラスチック成形 1 社を含め

て計 13社である。表 A-10 は 13社の一覧であり、図 A-6 は各企業の調査への参加期

間を示したものである。

a. 1999年 3 月に改訂されたメキシコの中小零細企業の定義によると、1 社が零細企

業、10 社が小企業、中企業が 2 社である。CIQA の所在地であるサルティージョ市

の企業が 3 社、モンテレー市を中心にしたヌエボレオン州の企業が 9 社、ケレタロ

市が 1社である。

b. 成形加工法について分類すると次のようになる。

射出成形のみ 8社

射出成形及びブロー成形 4社

押出し成形のみ 1社

c. 製品のマーケットで 13社を区分すると下記の通りである。

自動車・家電製品の 2次 3次部品 1社

自動車・家電製品の 2次 3次部品及び最終雑貨品 6社

最終雑貨品のみ 6社

d. 2 次 3 次部品はいずれも加工製品は小・中物部品で、組立ラインを持つ企業はな

い。4社は金型工場を備えており、金型の修理さらに金型製作にも取り組んでいる。

しかし金型の設計は今後の課題である。全ての企業はオーナーまたはその一族が直

接工場の経営に当たっているファミリー企業である。

e. モデル企業の製品の内、最終雑貨品の多くは玩具である。毎年クリスマス前に生

産を終えた後は数ヶ月注文がなく工場は休業状態になる。各企業共に新しい分野の

製品への進出を計画中であるが容易ではない。調査期間中モデル企業の 1 社が家電

製品の OEM 部品への進出を図ったが成功しなかった。新しい業界の顧客を獲得す

るには最初に大きな授業料を払うことになる。同じプラスチック成形品といっても、

マーケット、業界によって要求される品質基準には大きな違いがあるからである。
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表 A-10　　CIQA モデル企業一覧

所在地 業種 製品 主たるマーケット
売上げ
1996年

(百万USD)
設立 従業員数

CIQA-01 Saltillo プラスチック製品製造 容器、清涼飲料水用運搬箱 清涼飲料水、水、ミルク 3.0 1982 85

CIQA-02 Saltillo プラスチック製品製造 家庭用品部品、自動車用アクセサ
リー、容器

家庭用品、自動車、農芸
化学 0.7 1988 65

CIQA-03 Monterrey プラスチック製品製造 家電製品用部品、玩具 家電、玩具 0.8 1995 75

CIQA-04 Monterrey プラスチック製品製造 自動車部品、家庭用品部品 自動車、家庭用品 1.5 1990 65

CIQA-05 Monterrey プラスチック製品製造 家庭用ホース、自動車外装品、玩具 家庭用品、自動車、玩具 1.2 1986 100

CIQA-06 Monterrey プラスチック製品製造 自動車部品、OEM小物部品 自動車、銀行 1.6 1972 90

CIQA-07 Monterrey プラスチック製品製造 宣伝小物部品、家庭用品部品、瓶容
器 広告、家庭用品 1.1 1979 56

CIQA-08 Monterrey プラスチック製品製造 家電製品用部品、玩具 家電、玩具 0.6 1991 120

CIQA-09 Monterrey プラスチック製品製造 玩具部品 玩具 5.0 1986 100

CIQA-10 Monterrey プラスチック製品製造 電気製品用部品、自動車用アクセサ
リー 自動車、病院 8.0 1982 300

CIQA-11 Saltillo プラスチック製品製造 家電製品用部品 家電 - 1978 20

CIQA-12 Querétaro プラスチック製品製造 家電製品用部品、電気製品用部品 家電、自動車 2.04
百万ペソ

1990 31
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図 A-6　　モデル企業調査参加期間－CIQA

9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

CIQA-01 Saltillo 85

CIQA-02 Saltillo 65

CIQA-03 Monterrey 75

CIQA-04 Monterrey 65

CIQA-05 Monterrey 100

CIQA-06 Monterrey 90

CIQA-07 Monterrey 56

CIQA-08 Monterrey 120

CIQA-09 Monterrey 100

CIQA-10 Monterrey 300

CIQA-11 Saltillo 25

CIQA-12 Querétaro 31

CIQA-13 Monterrey 40

1999
モデル企業

1997 1998
所在地 従業員数
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(2) 生産設備

1) 成形機

使用している成形機は総じて古いものが多い。新しくて程度のよい機械を揃えている

3社、特に程度が悪い 3社以外は良い成形機と悪い成形機が混在している。仮にこの状

況を現在のタイ国の地場企業と比較すると、タイ国の方が良い機械を揃えている。

2) 成形機の付帯設備

a. 金型温度調節機、取出し機、ホットランナー温度調節機は 1社にあるのみで、付帯

設備のレベルは低い。

b. 金型取付けに天井走行クレーンを設置せず、床移動型のチェーンブロックを使用し

ている企業が多い。取付けに時間が掛かるだけでなく、労働安全面からも問題である。

c. 冷却水槽、クーリングタワー設備に関しても不充分である。冷却水の浄化、金型の

防錆のために pH（水素イオン濃度）を 8～10（アルカリ性）に保つ必要があるが全

く考慮されていない。冷却水が酸性の場合、冷却管の内部に酸化第二鉄（Fe2O3）が

でき、水の通路を狭くし、熱伝導を非常に悪くする。

3) 金型・成形品用測定設備

三次元測定機を持っているのは 1社のみ、定盤も 3社が保有しているのみである。殆

どの企業が行っているのはダイアルゲージ付きノギスでの測定であり、測定に当たって

も成形品の温度管理の考え方はない。

(3) 金型

a. ほとんどの金型が顧客より貸与されたものである。バリが発生しやすく、かつ成形

し難い金型が多いため、工場ではバリ取りが通常業務になっている。良好な金型は小

物の電気、電子部品に少数あるのみである。顧客側が、生産量が多く成形し易いもの

は自社内で成形しているものと考えられる。

b. ホットランナー型が多いが金型温度調節機がない。ホットランナー部分の温度調節

はサーモスタット（調節 on/off）、またはスライダックによる電圧による温度調節と

なっており、成形条件の安定のためには相当な経験を必要とする。結果として金型の

温度変動、室温度の変動等による成形条件の不安定が不良の大きな原因になっている。

なおホットランナー型は経済的ではあるが、温度の高い部分と低い部分が隣り合って

いるため成形条件の幅が狭く条件調整が難しい。不良が出やすい欠点がある。

c. 貸与金型の中に深いリブを EDM（放電加工機）加工しただけで、仕上げ加工を行

わずに貸与されているものが見受けられた。毎回離型剤の吹き付けが必要になる。射

出圧を上げると入れ子の部分に原料が流れ込み離型不能となったり、Ejector-markが
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発生する。逆に圧を下げると Short-shot、Sink-mark（凹み）が発生するなど、成形条

件の幅が非常に狭い結果になっている。このような金型の問題は顧客に依頼して修理

するかまたはリブの磨きを行えば簡単に修正できるものである。顧客と交渉すること

もなくひたすら成形条件の調整を行っているのは、知識・技術力の不足か、または承

知の上であるなら、下請け会社へのしわ寄せの一例であろう。

d. 自社設計、製作の場合には多数個採り金型が多く見られる。一度に沢山成形出来れ

ば有利であろうとの考えである。確かにその通りであるが、現実には金型および成形

機への高い精度が要求される。自社の技術力を認識せず、金型及び成形機の精度も考

慮することなく多数個採り金型を製作し成形を行い、結果として採り数を減らさざる

を得ない状態に陥っている。最適な採り数に減らし、小さな成形機にかけて Shot-up

する方が有利であるし自動化も容易である。

(4) 成形技術

低品質の金型、精度の低い旧式の成形機を使用しながら、曲がりなりにも生産を維持し

ている。基本的な成形技術は一通り持っていると判断することが出来る。

(5) 規格書

製品規格書は品質管理の基礎事項であるにも拘わらず、規格書の不備が目立つ。これは

受注側、発注側双方に問題があり、製品規格を明確にする必要性の認識に欠けている。

製品規格書はその成形品の品質に関する憲法である。これをもとに良品を不良とし不良

品を良品とする過ちをなくし、不良率を減少させ、返品率を減らす等の努力が行われる。

また購入原料受け入れ規格書も揃えている企業はない。

(6) 成形指示書・成形日誌

成形指示書は成形条件（温度、圧力、冷却時間等）、成形品の重要事項（寸法、外観等）

を明記したものである。一部の企業では実施されているが徹底されていない。成形日誌

は一応つけられているが、単に成形数量、不良数量が記入されているのみで、成形条件

が落ちている。

(7) 生産管理・経営面での問題点と取り組み

各社共に新しい生産管理手法には大きな関心をもち、経営者は ISO9000取得への意気込

みを見せてはいるが、工場の現状は未だ工場生産管理の基本が実行されていない状態で

ある。
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a. 幹部の人材が確保できておらず、更に離職率も高い。知識・ノウハウを社内に文書

として残すシステムがないため、担当者の退職でその都度振り出しに戻ることになる。

b. 特に品質管理者が不足している。また品質管理の仕事が本来の目的である不良品の

削減、生産性の向上に役立っていない。

c. 全モデル企業に共通であるが、正しいデータが取られていない。例えば材料の実際

の使用量と理論使用量との差が分からず、投入した材料が有効に使われたかどうかが

把握されていない企業があった。品質管理関係のデータでも多くは出荷抜き取り検査

データや納入先からの返品データであり、生産現場での製品の品質を反映したもので

はなかった。機械メンテナンスのデータにおいては全体の機械停止時間を示すデータ

はあるが、機械別、原因別に分類されていない。

d. 貴重なデータが現場でのみ保管され経営に生かされていないケースが見受けられた。

オペレータの能力を成形作業にのみ限定してしまい、生産性向上に積極的に参加させ

る体制が出来ていない。経営幹部が現場からの意見や提案に耳を貸さないということ

である。

e. 5Sに取り組んでおり、定期的に決まった位置から写真を撮るという定置管理を実

施している企業があったが、写真を撮らない場所は汚いまま放置され工場全体の 5S

にはなっていなかった。

f. 材料在庫、不良品を粉にして再使用するリサイクル品の在庫が倉庫にあふれている

企業、床にゴミ、梱包用の紐類、ダンボールの切れ端が落ちていてもそのままという

企業もある。

5.2.2 指導活動および結果

(1) 生産技術

1) 不良対策

生産技術についてのモデル企業への指導は�不良対策�が中心テーマであった。モデル

企業が直面している不良を一つずつ取り上げ、原因と解決法の指導を繰り返した。次に

幾つかの具体例を示す。技術的問題以外で不良対策として重要なことは製品規格書であ

る。殆どの工場が、顧客から製品図面を受け取った後は、適当な判断で成形の良否を決

めていた。結果は大量の不良、返品となっている。指導を受けて製品規格書を整備し、

不良の減少が達成されたモデル企業もある。
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a. SILVER-STREAK（銀条）

一般に PP原料は乾燥不要といわれているが、実際は必要なケースもある。例えば、

新原料、スクラップを直接床の上に置いて保管した場合、原料自体に配合された添加

物によって吸湿した場合などである。実際に乾燥を実施させ、効果はあったはずであ

るが、結果を数字で把握する事は出来なかった。

b. SINK-MARK（ひけ）

フランジ等の肉厚部分にヒケが発生していた。射出圧を上げるためにゲートを大き

くする等の対策を指導した。

c. 反り

· 洗濯機のベース部品の反りが内面の冷却不充分によって起こっていた。金型は貸

与されたものであり構造上の修理は不可能であるので、個別に冷やし型に入れて

曲がりを抑えることを指導した。ただし今後のことを考慮して、金型の冷却構造

の改修を顧客に進言するよう勧めたが、企業側は顧客に遠慮をして躊躇している。

· フィルターの端面が梱包後に曲がる。端面同士がケースの中で接触していた。従

って梱包時は問題ないが、納品途中で問題が起こる。原因がはっきりしているの

で対策は容易であった。

· 原料 ABS の製品で、冷却管が固定側になく、温度差を生じて反りが発生してい

た。冷却管の配置と反りの関係を説明した。

d. 黒点、ヤケ（BLACK-POINT）

多くのモデル企業で出された問題である。これは原因となる項目が多く、解決は非

常に難しい。一通りの対策項目を説明したが、特に職場環境が重要である。5S の実

施を強く指導した。工場全体の問題でもあり解決には時間がかかる。

e. 内部気泡

成形品内部に真空の空洞ができる現象で、気泡が入っているように見える。原因は外

部が先に冷却されるために内部が外方に引っ張られて出来る。金型温度を上げる、ゲ

ートを大きくして圧力がかかるようにする、取り出し後温水の中に入れる、等の対策

で解決する。結果が直ぐに出たことで、原因の理解も早かった。

f. 割れ

グリップの割れは原料が POMのため、条件の安定が先ず必要である。one-cycle-time

が一定でなければこのような機能部品成形は不可能である。湯流れをよくするため金

型温度を上げることを指導した。安定成形が機能部品成形の際の重要事項であること

強調した。
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g. その他

Weld-lineの強度、成形品の Ejector-markの解消、Ejectionを容易にする対策、冷却

水による金型の錆防止法、金型のカジリ防止、サーモカップルとヒーターの位置の関

係、等を指導した。

2) 採り数と SHOT-UP

生産量増大につながるため、採り数と Shot-upに関する多くの質問を受けた。

a. 金型の成形品の採り数は重要項目であり、多数個採りをすれば生産量は上がると単

純に考える企業が多い。しかし結果は寸法等のバラツキによってキャビティーを減少

せざるを得なくなっていた。自社の能力に合わせた採り数を決める方法を指導した。

採り数を半減して不良を減らし、Shot-upによって結果として生産量を増大（20～30%）

できた企業があった。

b. 生産量を増大するためには、Shot-upよりも不良を減らして安定した成形をする事

が重要であることを強調した。

3) 金型設計、製作

金型構造が不良に関係しているケースは多いが、金型設計時に構造は決まってしまう。

しかも貸与型の場合修正が不可能なことが多い。しかし技術力を高め、顧客に対して金

型構造の注文をつけることで、顧客からの信頼も高くなると思われる。然しこの顧客と

の交渉にはどの企業は余り積極的ではない。

自社で金型を製作している場合は、採り数を減らしたり、サポートピンの位置変更等

の修正をして効果を上げた企業もあった。

4) 金型、成形機のメンテナンス

a. 金型

成形終了後の金型のメンテナンス、修理、改造の実施を強く指導した。出庫時、日常

点検、成形終了時、格納時、それぞれのメンテナンスのポイントと、記録の重要性を説

明した。

b. 成形機

始動時点検、日常点検、3ヶ月、6ヶ月、1ヶ年、2年点検、のポイントと記録を取る

ことの重要性を指導した。
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5) 原価計算

仕切り、フリスビー、コンテナー、名刺入れ、ヨーグルトカップ、キャップ、巻き芯、

フィルター、瓶等の製品を例にして、原価計算の方法を指導した。但しヨーグルトカッ

プについては、工業部品を成形している工場で成形すべき製品ではないことを説明した。

食品容器であり、ゴミ付着の問題があるので特別の工場環境が求められるからである。

6) BATTTERY-HANDLEの割れ対策

通常は PEを使用するところを、PPを使っている。PPは低温度に弱いため、耐低温、

ゴムを配合した耐衝撃タイプを使用する。割れ率そのものは低かったが、割れた成形品

の切り目を観察すると、明らかに練りが掛かっていた。成形条件の変化がどのように影

響するかをテストし、最適な成形条件を探すことにした。しかし結果は割れの原因は成

形条件よりもむしろ金型構造にあることが判明。温度問題解消のため金型温度調節機を

使用すること、また断続運転ではなく one-cycle-timeを一定にした成形を行うことを指

導した。また 20%程度の Shot-upは可能であることを説明した。

7) BATTERY-CAPの寸法バラツキ

16 キャビティーの金型をテストしてそのバラツキ度合いを測定し、その重量、寸法

の有意差検定を実施した。結果は、バリは内側部分のキャビティーに発生し Short-shot

は外側部分のキャビティーに発生している。原因はゲートバランス、ランナーバランス

にあることが明確である。成形機の成形条件に振れがあることが解り、金型修正をする

と同時に、新しい成形機に掛けてその差の確認を勧めた。このような場合、温度記録計、

油圧記録計を備えていれば、金型か成形機のいずれが大きく影響しているかの判断に役

立つ。

(2) 生産管理

アンケート調査の回答に示されたモデル企業の希望及び第一回企業訪問の結果を基に、

指導テーマを決定した。在庫の削減をテーマにした企業が 5 社、マテリアルハンドリン

グが 2社、製品替えに伴う材料と金型の交換時間の短縮を選んだ企業が 2社であった。

1) 材料の在庫削減、5S、目で見る管理

モデル企業の 1社は清涼飲料水のビンを入れるケースを製造しているが、市場からの

回収品、不良品などを粉にしたものの在庫が非常に多く倉庫に何ヶ月分も積まれていた。

倉庫にある新品材料、リサイクル材料の在庫量を把握し、使用する見込みのないものは、
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売却し、使う見込みのあるものは新材料の発注を遅らすなど、在庫削減につとめ、成果

を挙げた。

5S の一環として、定置管理を実施し、一定の期間をおいて決まった場所の写真を撮

り,それを掲示している会社があった。実行上の問題点として、写真に入る範囲内はき

れいにするが、それ以外の場所は、ゴミ、包装用の紐類、清涼飲料水の缶が落ちていて

も誰も拾おうともしない。５S を行う担当者は一人で製造のスーパーバイザーであり、

作業者は協力度が低いという状態であった。倉庫には死蔵在庫が多いので、粉砕して再

利用するなど処分するように指導した。その結果、死蔵品の製品在庫はなくなった。

現場の整理整頓、製品・材料・予備品の棚の整理、の点で調査の進行と共に指導の効

果が現れてきた企業も多い。

2) 金型交換時間の短縮

カウンターパートが工場に詰め、金型交換の現状の時間分析を行ったうえで目標時間

を決めて取り組んだ。未だ目標通りの成果を挙げていないが、その原因として考えられ

るのは　1) 金型の取替え時間を短縮するため必要な機械保全、金型保全が行われてい

ない。そのため実際に金型を取りつけてから機械、金型の不備が表面化し、その修理の

時間だけ機械停止時間が増加する。2) 金型運搬専用のリフトが無く、台車を購入した

ものの実際には有効に活用されていない。複数の作業者が連携をとり並行して計画性の

ある仕事を進めるという考え方が定着していない。機械を止めてからの段取り、即ち内

段取りを短縮するという意図が、まだ作業者、スーパーバイザーに徹底されていない。

計画に対する達成意欲が低いとも考えられる。

3) 金型の修理

顧客所有の金型を使用していることが多く、バリなどの不良が出ても修理することが

できず、後加工で対策している。顧客と交渉して修理の許可を得るように提言を繰り返

したが、行動を起こさないことが多い。

4) 不良対策

不良のデータをとってグラフなどで表現してもそれだけで終わっている例が非常に多

い。データを採るだけでは意味がないこと、チェックシートを使い不良項目別にデータ
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を採り、分析し、原因解明に生かし、対策を立てて実施に結びつけることを強く指導し

た。

5) 企業側の調査のカウンターパート

各企業の当調査の窓口であるカウンターパートが、製造に対する指示権がなく、課題

を設定して製造現場において実施しようとしても、製造現場は全く動かないという場合

がたびたびあった。組織表が現場に張り出されているものの機能していない。企業の業

務全体にも言える問題であり、組織のあり方、リーダーシップ、各部署担当者の持つべ

き権限と従業員との意志疎通、などについて何度か指導することになった。

(3) 指導活動の纏め

調査期間中に各モデル企業に対して実施した指導活動を表 A-11 と表 A-12 に纏めた。表

A-11は各モデル企業に対して行った指導活動を分類したものである。表 A-12は主に専門

家の国内作業中にカウンターパートがモデル企業に対して行ったミニセミナーを整理し

たものである。ほとんどが企業からの要請で実施したものであるが、内容は生産管理に

関するものが多い。
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表 A-11　　CIQA モデル企業への指導活動

CIQA-01 CIQA-02 CIQA-03 CIQA-04 CIQA-05 CIQA-06 CIQA-07 CIQA-08 CIQA-09 CIQA-10 CIQA-11 CIQA-13

1. レーダーチャートによる診断 1      1      
2. 品質基準の作成 5      
3. 不良品の分析 4      8      2      5      4      8      10      6      8      3      3      2      
4. 作業パラメータの調整 1      1      1      1      1      1      1      
5. 検査によるサンプリング計画 1      1      
6. 作業標準化 30      5      5      28      33      29      23      6      
7. 品質管理の七つ道具の適用 1      1      1      1      1      1      1      
8. マテリアルハンドリング 1      1      1      1      1      1      1      1      
9. 生産性分析　成形機・金型・製品 5      6      7      1      1      3      

10. 工場レイアウトの改善 1      1      
11. 在庫管理 1      1      1      1      1      1      
12. 射出成形機の選定 8      2      1      
13. 組立ラインの検討 2      
14. サイクルタイムの低減 2      1      
15. 作業準備時間の低減 1      1      1      
16. 予防保全 1      1      1      1      1      1      
17. "5S"の指導 1      1      1      1      
18. ワークサンプリング 3      2      
19. 材料・製品のテスト 1      1      1      
20. 情報サービス 1      1      1      1      1      
21. 組織分析 1      

TOTAL 53      18      11      6      7      64      61      44      42      3      3      15      

モデル企業
活動
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表 A-12　　CIQA モデル企業へのセミナー実施実績

CIQA-01 CIQA-02 CIQA-03 CIQA-04 CIQA-05 CIQA-06 CIQA-07 CIQA-08 CIQA-09 CIQA-10 CIQA-11 CIQA-13

1. 射出成形品の不良とその原因 4      1      1      3      3      

2. 射出成形用金型のランナーサイズの計算 1      1      

3. ホットランナーの形状とタイプ 1      

4. 冷却時間の計算 1      1      1      

5. ゲートの種類 1      

6. ホットランナー金型の温度調節 1      

7. ホットランナーの形状とタイプ 1      

8. プラスチック材料
材料特性と成形及び製品品質との関係 2      2      1      

9. 製品変更時の機械停止時間の短縮 1      1      

10. 金型の取り扱いと保全 3      

11. 金型の計測 2      

12. 品質基準 1      1      1      

13. 不良率の削減 1      1      

14. 品質管理のツール 2      1      1      2      1      

15. 品質管理の基礎 3      2      1      1      

16. 5S 2      1      1      1      1      1      1      1      

17. 目で見る管理 1      1      2      

18. 管理者とは
TOTAL 16      4      5      4      0      11      8      11      1      0      2      3      

モデル企業
セミナー
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6. 調査結果　-　カウンターパートの現状と今後の課題

6.1 CIDESI

6.1.1 生産技術

調査 1 年目前半に技術移転したプレス機械の仕様と、現場での仕様の計測技術はカウンタ

ーパートのほぼ全員が習熟の域に達し企業指導の場でも成果を上げた。中小企業においては

中古機械購入が通常であるメキシコの現状では、CIDESI の中小企業への技術指導のセールス

ポイントの一つとなる筈である。また調査期間中、モデル企業の個別製品について、加工能

力の計算、適切なプレス機械の選択への指導に対応してきた。プレス加工を計画するための

能力計算と工程設定についての企業への技術的対応も的確に行えるようになっている。2 年目

のテーマとしては、既に数社のモデル企業が取り組みつつある自動加工のためのプログレッ

シブ金型を取り上げた。カウンターパートの熱意は高く、理解・技術吸収は早い。モデル企

業の一つは試し運転で不完全なプログレッシブ金型への対策に苦慮している段階であるが、

担当カウンターパートはストリップレイアウトからプレス機械の能力計画までを含めた技術

検討を通して、企業側が求める総合的な技術相談・立ち会い指導にも対応できるようになっ

ている。

更に CIDESIのカウンターパートの強みとしては次の 2点がある。

(1) 本調査期間中に幾つかの例を使って、カウンターパートは材料試験部による被加工材の

分析結果に基づく加工条件設定の経験を積んだ。検査機器が充実している CIDESIならで

はの特徴ある、質の高い指導が今後期待できる。

(2) CIDESI は内部に既に一通りの工作機械を備えている。金型の設計、製作も一応可能で

あり、現にモデル企業からは指導以外にも金型設計・製造の注文も受けつつある。アン

コイラーやレベラー等のプレス作業の補機類についても本調査で技術移転したが、これ

らの機械の設計製作も CIDESIにとっては可能である。

メキシコにおいて、プレス加工技術を体系的に学ぶ場はほとんどないに等しく、大企業を

含めたほとんどの企業が経験のみに頼って操業しているのが現状である。現実に、プレス加

工技術を論じるのに金型の品質のみが製品品質を決定すると思いこんでいる関係者が多いの

も、基礎技術の普及が遅れている一つの証拠である。現時点でメキシコにプレス加工で CIDESI

に匹敵する技術レベルを持った機関は、調査団の知る限り、存在しないはずである。この 2
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年間の技術移転の内容だけでも、CIDESI のカウンターパートは、対企業サービスにおいて、

現場での経験不足を補う大きな武器を獲得したことになる。広く全国の企業を対象に考えれ

ば技術指導への需要は十分にあると言える。プレス加工企業だけではなく金型設計製作の企

業までも含めると、今後のカウンターパートの活躍の場は広い。

しかし言うまでもなく、今のカウンターパートの技術レベルで企業側の多様な要求に全て

応えることはまだ難しい。現実に、精密スタンピング金型設計の注文もきているが、これは

今回技術移転する機会がなかった項目のうちの一つである。生産現場ではない技術支援機関

の技術者として共通の課題であるが、文献による新技術の吸収だけでは不十分であり、業界

との積極的な交流、本調査のような外部の専門家からの技術吸収を長期的に計画していく必

要がある。

6.1.2 生産管理

カウンターパートは IE、QCの基本事項を既に身に付けており、プレス加工を主体とする工

場の工程･作業 KAIZEN を推進していくレベルにほぼ達しているといえる。とくに高い不良率、

長い段取り時間、不効率なマテリアルハンドリングなどの現象面での問題に対して具体的な

KAIZEN 案を提示する能力は、企業からも評価される段階に至っている。

調査 2 年目の活動の柱である KAIZEN は、生産技術と生産管理の担当者が一体となって取

り組む企業に対する総合的な診断・指導の方法として、技術支援機関である CIDESIの特徴あ

るサービスの一つとなりうるものである。

KAIZEN の活動を今後更に推進していく要件として次の点を特に指摘したい。

(1) 材料歩留まりの向上や工程内不良の削減によるコストダウンの余地が大きい企業が多い。

コストダウンへの取り組みでは生産技術とのきめの細かい連携のあり方がキーとなる。

さらに CIDESI 内の他の部門との連携を確保することと、今後 KAIZEN のノウハウを

CIDESI が蓄積していくために、各担当者の個々の経験・情報を共有していくシステム作

りが不可欠である。本調査でのマニュアル作成も目的は同じである。

(2) KAIZEN 取り組みを成果あるものにするには、多くの場合、最後の段階で資本投下（設

備投資）を必要とする。KAIZEN の担当者だけではなく、CIDESI 幹部と意思決定できる

企業幹部との密接な交流の場も必要である。企業の KAIZEN 推進者に投資の最終決定権
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がある場合はむしろ少ないからである。現場作業員の定着率が低いメキシコの企業の場

合、現場作業員を中核としたボトムアップの活動推進ではなく、CIDESI のサポートを受

けた企業側責任者が活動の中核となるトップダウンの推進形態が現実的である。

これからのカウンターパートの方向としては、次の 2つの選択肢が挙げられる。

(1) 一つの方向は業種を限定しない企業経営コンサルタントを目指す方向である。企業の、

強みと弱みを見極めた上での総合力、および将来計画をふまえて、真に有効な KAIZEN･

強化課題（グランド･テーマ）を提示できる能力を志向していく。すなわち、経営業績、

経営環境、経営システムの多面的な分析力と判断力、改善構想力を、実践を通して養う

方向である。

(2) 二つ目の方向は、プレス工場における金型の重要性を考慮して、金型の KAIZEN（とく

にダイハイトの標準化、位置決め、固定･締め付け方式の改善による時間短縮、材料供給

と取出方式の改善による生産性向上）、金型メンテナンス管理、さらには設計までを対

象とした、金型ライフサイクルの有効化と効率化に関わるサービスに徹する方向である。

金型設計では、使用するプレス機械の特性、月産量、生産計画数量（累計）によるステ

ージ数と構造設計による総合的な経済性を追求していく。品質とコストは、金型設計の

段階でかなりの程度まで決まってしまうからである。

CIDESI の場合、本調査を契機として、プレス工場を今後の巡回指導の主たる顧客とする方

針であるならば、品質改善と生産性向上によるコストダウン、を対象とした KAIZEN 活動を

実践しながら、金型関連技術やデータの蓄積を図り、二つ目の方向を指向することが得策で

ある。生産管理担当者であっても常に生産技術の研鑽を心がけることはもちろんであるが、

同時に生産技術担当者と一体となってプレス工場、とくに金型に関わる総合的な診断方法、

技術標準を開発して CIDESIの財産としていくべきである。
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6.2 CIQA

6.2.1 生産技術

CIQA における生産技術の移転では、専門家が 2度交代するという調査団としての問題もあ

ったが、カウンターパート側にも移動が多かった。調査開始時より 2 年間継続して調査に参

加した生産技術担当のカウンターパートはいない。この状況のもと、生産技術における技術

移転の当初の目的を達成することは困難であった。

当初からの方針として生産技術の座学は、企業で遭遇した個別の問題を取り上げて事例研

究の形で進めた。調査の後半では座学を増やし、ブロー成形、押し出し成形については体系

的な説明を実施した。しかしながら十分とは言えず、カウンターパートは今後とも積極的に

企業訪問に参画し経験を積む努力をする必要がある。

経験不足を補うために、調査期間中から CIQAに対しては次の提言をしている。

CIQA 内部のプラスチック成形課との連携を計ること。プラスチック成形課は、企業への技

術支援を長年に渡って実施してきた実績をもつ。CIQA が所有する成形機、金型、成形材料を

使って若いカウンターパートに成形の経験を積む機会を与えることが目的である。

もともと生産現場での経験の少ない技術支援機関の職員が、企業からの相談に応じ、企業

の技術者に改善を提言し、説得するのは容易なことではない。プラスチック成形においては、

モデル企業である中小企業においても、企業側の持っている成形技術は必ずしも低いもので

はない。成形機をはじめとした設備の老朽化・不備を成形技術で補って操業している、とも

いうことが出来る状況である。よって、現在の巡回指導課の状態を前提にしてではあるが、

生産技術面での今後の CIQAの技術指導においては、次の 2点が鍵となる。

(1) 広い範囲での指導を目指すのではなく、企業が抱える幅広い問題の中から特定のテーマ

を選び出し、狭い範囲を深く掘り下げてノウハウを蓄積しサービスを特化していくこと。

この場合 CIQAが誇る材料試験設備などの利点を生かす方法を考えるべきである。

(2) その上で、他の技術支援機関、教育機関、個人コンサルタントさらには特定の企業との

ネットワークを構築すること。



A-75

6.2.2 生産管理

CIQA の生産管理のカウンターパートは企業指導に必要な IE、QCについての知識の点では

もともと十分といってもよいレベルであった。企業での業務経験も持っており、豊富とは言

えないものの企業指導の経験もある。今回の調査期間を通じて専門家とともに行ったモデル

企業への指導、特に、生産現場に入り直接データを蒐集し分析する実践経験を数多く積んだ

ことは、今後の活動に役に立つことになる。今後は、例えば、夜勤のオペレータと共にデー

タを採る等の経験を積むことができれば、夜勤になぜ問題が多く発生するかといった問題の

理解にも役立ち、より的確な指導方針が出てくるのではないか。

本調査においてカウンターパートが提案して実施した生産性指数向上の取り組みは、生産

管理と生産技術が一体となった試みであった。QC 手法の重要なツールである不良原因解析技

術に関しては経験不足であり、未だ低いレベルにあると言わざるを得ないものの、モデル企

業に対するインパクトも強く、予想以上の成果を上げることが出来た。さらにメキシコの国

情にあった方式を生み出し CIQAの巡回技術指導の特色を出していくことが重要である。
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7. 調査結果　-　巡回技術指導マニュアル

7.1 マニュアルの目的

巡回技術指導マニュアルは本調査の成果品として、移転された技術、モデル企業巡回技術

指導での経験、得られた教訓、及び、企業・カウンターパートと専門家との質疑応答のアウ

トプットを整理することを基本方針として作成された。巡回技術指導マニュアルの目的は：

(1) 生産現場に則したプレス加工・プラスチック成形加工及びそれぞれの金型技術の解説書

として巡回指導課職員の教科書となること。

(2) 企業の抱える問題点をどう発見し解決または改善に結びつけるか、という企業診断と指

導の手法のマニュアルとなること。

(3) モデル企業で経験した具体的な問題を取り上げ、指導や質疑応答の記録を整理した事例

集となること、である。

プレス加工・プラスチック加工共に、企業で日々解決を迫られている問題解決に必要な技

術を扱った市販の本は非常に少ない。まず要素技術の参考書として巡回指導課職員に日々使

用される技術の教科書を作成することが第一の狙いであった。同時に、多様な企業の抱える

問題とその取り組みの例を記録することで、将来、類似の問題に遭遇した場合の参考として

役立てることも狙いである。机上の理論ではなく、両機関の実務から教訓を引き出した経験

事例集となる。

マニュアルの作成は、調査の全期間を通じて、専門家とカウンターパートとの共同作業と

して行った。具体的には、専門家による座学・ワンポイントレッスンをカウンターパートが

纏め、それに専門家がレビューし、必要に応じて追加説明し加筆するという作業を繰り返し

た。またモデル企業での指導事例の記録は、専門家とカウンターパートがそれぞれ訪問記録

を作成し、それを相互に照合することで重要なポイントを外さないように注意した。この共

同作業には多くの時間と労力を注入したが、目的を成果品であるマニュアルだけとはせずに、

次の理由でこの作業そのものを調査の重要な活動と考えた結果である。

(1) 共同作業の経過を通じて専門家からカウンターパートへの技術移転をより確かなものと

すること。

(2) 巡回指導課が今後企業指導のノウハウを蓄積してその指導のレベルを上げていくために

は、一企業での経験をその担当者のみではなく、課内の職員で共有していくシステムを
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作ることが重要である。今回のマニュアル作成作業も、専門家との共同作業であるだけ

ではなく、カウンターパート同士の意見交換・共同作業の結果である。この経験は経験

を共有する内部システム作りへの第一歩となるはずである。

マニュアルの事例集としての機能は、言うまでもなくその事例数が多いほど有効なものと

なる。巡回指導課職員が今後このマニュアルを常に身近に置き活用するだけではなく、本調

査の成果品であるマニュアルを第一巻として、今後も作業を継続して、第二巻、第三巻を編

集していくことが期待される。
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7.2 CIDESI巡回技術指導マニュアル

7.2.1 巡回指導運営編

マニュアルのこの部分は CIDECI・ CIQAのマニュアルに共通である。

モデル企業選定、契約から、本調査実施の過程で遭遇した巡回指導運営上の問題を今後へ

の教訓と共に整理したものである。専門家、CIDESI・ CIQA のカウンターパートコーディネ

ータがそれぞれの立場から執筆したものを事例集として纏めた。何れの問題に対しても画一

的な解決方法は期待できないが、問題とその対処方法及び担当者が得た教訓は、将来の参考

になるはずである。同時にこの巡回指導運営上の諸問題での経験は両機関に限らず、企業へ

の技術支援を行う他の機関にとって共有できるものである。

次に運営編の目次とその内容の一部を、特に今後への教訓の項を中心に、紹介する。

巡回指導運営編

1. 企業の選択

1.1 モデル企業選定のために採用した基準

1.2 モデル企業選定のために実施した方法

1.2.1 経営者との面談

1.2.2 工場視察

1.2.3 企業選定

1.3 今後の企業選定への教訓

1.3.1 工場責任者の権限

企業の経営者が如何に指導に関与するかは、指導の成果を上げる上で非常に重要な

要素である。指導の開始時には工場の責任者の多くは改善に意欲的であり、指導にも

理解を示す。しかし、日常業務の変更を提言する段階で、その熱が冷めてしまう例が

多い。こうして本調査から離れたモデル企業は多い。工場責任者の権限を良く見定め

ることが重要である。

1.3.2 零細企業

社長が全ての業務を兼ねているような零細企業は、話し合いや指導のための時間も

満足にとれず指導の成果はおぼつかない。こういう場合は企業側にコンサルタントの

カウンターパートとなる担当者をきちんと任命させる必要がある。
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1.3.3 企業内のコミュニケーション

経営者と生産現場の人間との間の意志疎通がうまくいっていない企業では指導の成

功は困難である。この問題は職員の頻繁な退職にも繋がる。指導を契機に企業内にチ

ームワークの重要性を植え付けていく必要がある。

1.3.4 企業の財政状態

財政状態が健全でない企業の場合、たとえ改善への強い意志を持っていても、時間

がとれず落ち着いて改善に取り組むことが出来ない結果となる。

1.3.5 コンサルタントに何を期待するか

現状をコンサルタントに褒めてもらうことだけを期待している企業は指導に値しな

い。

1.3.6 金型

使用している金型の多くが貸与であり、その修理・改修が顧客から許されていない

ような企業では、技術上の提言も生かされる場がなく、指導の効果はあまり期待でき

ない。

2. 企業へのアプローチ

2.1 不成功例

2.1.1 零細・小企業

2.1.2 中企業

2.2 今後への教訓

3. 財政支援スキーム

3.1 実績例

3.2 他の可能性のあるスキーム

4. 企業との契約

4.1 契約フォーム

4.2 今後への教訓

5. 指導テーマ

5.1 指導テーマの選定

5.1.1 工場診断

5.1.2 生産性分析

5.1.3 KAIZEN 診断

5.1.4 企業との話し合い

5.1.5 企業から要望される特定のテーマ

5.1.6 品質に係わる KAIZEN
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5.2 指導テーマの変更

5.2.1 企業の希望で始めたテーマが不適であったことが指導開始後に判明した場合

5.2.2 企業が取り組みの優先順位を変えた場合

6. 企業訪問

6.1 訪問スケジュール

6.1.1 決められた日程に従っての訪問

6.1.2 状況に応じての柔軟なスケジュール変更

6.2 指導内容

6.2.1 前回の訪問記録のレビュー

6.2.2 追加情報の提供

6.2.3 訪問で実施する内容の確認

6.2.4 次回の訪問での活動の確認

6.3 訪問記録

6.3.1 訪問記録フォーマット

6.3.2 今後への教訓

訪問記録は指導の成功に必要な最新の情報であり、訪問後、速やかに作成すること

が非常に重要である。その記録は企業側責任者にも提出する必要がある。

7. 技術指導

7.1 問題解決のためのデータ蒐集

7.2 データの分析

7.3 改善の実施または企業への課題

7.4 結果の評価

7.5 問題の再発防止

7.6 指導結果の記録

7.7 企業へのセミナーの実施

7.8 指導企業事例

ケース No.1 経営者の指導への積極的な参加

ケース No.2 経営者が全ての業務を担当している場合

ケース No.3 工場責任者に権限がない場合

ケース No.4 企業が即効性のある指導を求めている場合

ケース No.5 職員の退職・交代が頻繁な企業

ケース No.6 注文がなく操業停止状態の企業

ケース No.7 改善に大きな興味を示しながらも提案事項を実行しない企業
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8. 指導の場においてしてはならないこと

8.1 企業の業務を妨げること

8.2 企業のコントロール外の要素（例えば金型）の重要性を強調しすぎること

8.3 指導の目的に関して誤解を招くこと

8.4 企業の職員の反発を招くこと

8.5 コンサルタントの権限を越えないこと

8.6 自信のない指導は慎むこと

8.7 高圧的な態度で指導すること

8.8 知識をひけらかすこと

8.9 頑迷な指導

8.10 理論に固執すること

9. 企業との諸問題

9.1 指導の継続が困難になった場合

9.2 企業が指導の継続を望まない場合

10. 企業へのインタビュー指針

10.1 一般注意事項

10.2 経営陣へのインタビュー

10.3 管理職へのインタビュー

10.4 作業長へのインタビュー

7.2.2 生産技術編

生産技術編のマニュアルは、専門家が実施した座学のカウンターパートによる纏め、製品

分析シート、標準金型図面集より構成される。

専門家による週 1 回の座学は調査の全期間を通じて実施された。プレス機械の特性から始

め、各プレス加工法と金型、プレス加工の簡易自動化までを体系的に講義した。内容のマニ

ュアル化作業は次のステップで行われた。

① 専門家より配付された資料をもとにカウンターパートが内容を纏める。

② 翻訳後専門家がレビューし加筆修正する。

③ カウンターパートは専門家の加筆修正を取り込む。
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④ 各カウンターパートは巡回指導の過程で経験し、専門家から個別に指導を受け

た内容を上記の座学の纏めに加筆する。

調査が進むにつれ、カウンターパートはモデル企業よりの依頼で、特定の製品の不良解析、

加工能力計算、さらに工程設定から金型設計までを、専門家の指導のもと、数多く実施した。

企業へ提出する個別のレポートとは別に、その内容の主要な点を共通のファーマットで記録

して製品分析シートとしてマニュアルに含めることとした。図面・写真を用いて、問題、分

析とその結果、提言、改善の結果を整理し、内容毎に分類したものである。

標準金型図面集は、メキシコに同種のものが無く今後の活動に極めて有効である、との理

由でカウンターパートから要望されたものである。日本の標準金型図面集をもとに、カウン

ターパートの図面と該当する説明文の翻訳と合わせてマニュアルとしたものである。

Annex-A1は、CIDESIマニュアル生産技術編を、全体の目次、目次でマークをつけた部分、

更に、製品分析シートと標準金型図面集から数例を示して、全体が把握できるように構成し

たものである。

7.2.3 生産管理編

生産管理の技術移転は、調査 1年目は IE の分析手法を扱い、2年目は KAIZEN への診断と

その取り組みをテーマとした。

IE の分析手法については生産技術の場合と同様に、専門家の座学をカウンターパートが纏

め、更に専門家が加筆したものをマニュアルに含めた。2 年目の KAIZEN は４社のモデル企

業を対象に実施した。ケーススタディとして、その 4社について、1年目の指導の纏め、2年

目の取り組みテーマ決定までの KAIZEN 診断レポート、及び KAIZEN 取り組みの結果レポー

トをマニュアルに含めた。

Annex-A2 に、CIDESI マニュアル生産管理編の目次と、目次でマークをつけた部分、更に

ケーススタディについては 1社の例を示した。
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7.3 CIQA巡回技術指導マニュアル

7.3.1 巡回指導運営編

マニュアルのこの部分は CIDECI・ CIQAで共通である。

7.3.2 生産技術編

まず調査の開始にあたって生産技術のマニュアルとして必要な項目を網羅した目次を作成

した。CIQA においては、基礎から順を追っての生産技術の座学は実施せず、モデル企業への

巡回指導の場で遭遇した問題をその都度テーマとして取り上げ、座学を行った。座学、公開

セミナー、ワンポイントレッスンでは専門家が内容を英語またはスペイン語で作成して実施

した。その後、カウンターパートにより内容の翻訳と加筆が行われ、更に専門家によるレビ

ューを経て、内容毎に目次の該当個所に分類された。このようにして、専門家による座学の

教材をカウンターパートが纏めたものがマニュアルの各項目の骨子となっている。

同じ方法で、訪問記録に記載された企業における指導内容、質疑応答も内容毎に分類され

て目次の該当個所に加えられた。この事例には必要に応じて企業から提出された資料、企業

に提出した分析結果やファーマットなどの資料も添付して、今後の参考事例としてより有効

なものになるように工夫した。

この作業を調査の全期間にわたって実施したが、企業での指導テーマの多くが生産技術の

不良対策であったことを反映して、不良対策の項目には多くの事例が集まる結果となった。

項目によってはタイトルのみで内容が欠けているものもある。

上記の通り、各項目は座学・公開セミナー等の纏めと、企業での事例集で構成されている。

Annex-A3は、まず CIQA 生産技術編の目次に続き、各大項目の纏めの説明と内容の紹介、更

に、それに続く事例の中から数例をとり出して示し、マニュアルの全体を類推できるように

したものである。

7.3.3 生産管理編

生産技術編と同様に、調査の開始にあたってマニュアルとして考えられる項目を網羅した

目次を作成した。以後の作成方法は生産技術と同様である。マニュアルの各項目は座学・公
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開セミナー等の纏めと、企業での指導事例集で構成されている。

Annex-A4は、CIQA生産管理編の目次に続き、各大項目の纏めの説明と内容の紹介、更に、

それに続く事例の中から数例をとりだして示し、全体を類推できるように構成したものであ

る。
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8. 調査期間中の CIDESI・ CIQAによるモデル企業以外への巡回技術指導

本調査の目的は調査終了後に両センターの巡回指導課が企業への巡回技術指導を継続する

ことである。調査期間が一年間延長された時点で、第四次現地調査終了後からを目標に、調

査期間中であっても両センターは積極的にモデル企業以外の顧客企業を捜し巡回技術指導を

開始していくこと、が合意された。調査終了後の活動への準備としてである。

(1) CIDESIは、調査団の第四次国内調査期間中に BANCOMEXT からの要請を受けてケレ

タロ以外の地域で計 24 社の工場診断を実施した。業種はプレス加工以外の企業が多く、

生産管理面での企業診断が主であった。診断の結果、技術指導が必要となった企業に対

しては改めて CIDESIの関与が期待される。

(2) ケレタロのトラクターアセンブラーが下請け企業の技術強化プログラムを計画中である。

NAFIN の仲介で CIDESI がこのプログラムに参加する可能性がある。このトラクターア

ッセンブラーは、プレス加工部門がモデル企業として調査に参加する希望があったもの

の社内事情により結局実現しなかった企業である。

(3) ケレタロ州の企業強化支援プログラムへの CIDESI の参加が NAFIN の仲介で検討され

ている。

(4) 第五次国内調査期間中 CIQAは、プラスチック成形企業ではないが、計 6社の工場診断・

生産管理指導をタマウリパス州政府の依頼を受けて実施した。
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B.　　　　　提　提　提　提言言言言

1. CIDESI・ CIQA企業巡回技術指導機能強化案

メキシコ教育省（SEP）傘下の技術支援機関である CIDESI（El Centro de Ingeniería y

Desarrollo Industrial）・ CIQA（El Centro de Investigación en Química Aplicada）の巡回技術指

導課は、本要素技術移転調査のもとで日本人専門家から技術移転を受け、同時に、技術移

転の一環として専門家とともに周辺の中小企業に対して巡回技術指導を実施した。両機関

にとって要素技術（CIDESIにおいてはプレス加工、CIQA においてはプラスチック成形加

工）の指導を企業の生産現場で直接実施するのは新しい試みであった。

本調査の目的は当プロジェクトを契機として、要素技術の企業巡回技術指導を将来両機

関が継続的に実施していくことである。“企業巡回技術指導機能強化案”は本調査による

カウンターパートへの技術移転の結果を踏まえて、将来の両機関自身による企業巡回技術

指導の継続を可能にするための強化策をまとめたものである。

第一章では、日本における中小企業の技術力向上への諸施策を、技術アドバイザー制度

を中心に、概観する。強化案への参考とするためである。

第二章以降は CIDESI ・ CIQA において計画されている要素技術の企業巡回技術指導サ

ービスの実現へ向けての戦略の提言である。
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1.1 日本における中小企業の技術力向上に対する施策

1.1.1 中小企業振興政策

日本の中小企業施策の基本は1963年に制定された中小企業基本法であり、ここで

は国の施策とともに、地方自治体の施策についても国の施策に準ずることが規定さ

れている。現在実施されている多彩な中小企業振興政策は同法に基づき体系化され

ているが、目的と内容は次のように大きく整理することができる。

· 経営基盤強化対策

金融、税制、組織化、診断指導、下請対策等、中小企業の不利を補正し、大企

業との競争条件を整備する産業組織政策的性格を持つ。

· 構造改革支援対策

近代化、高度化、国際化、労働対策等、その時々の経済社会環境の変化に対応

し、構造改革を進めている中小企業の主体的努力を支援する産業構造政策的性

格を持つ。

· 小規模企業対策

小規模企業には経営基盤の脆弱な個人企業が多いことを踏まえ、上記の諸対策

が円滑に実施されるための諸政策。

このうち、構造改革支援対策はさらに計12の内容に区分されるが、そのうちの一

つが“技術力向上対策”であり、技術指導、技術研修、技術開発への支援が含まれ

ている。技術指導、技術研修の事業は、地方自治体などに設置されている公設試験

研究機関（産業技術研究所・工業技術センター・試験場などと呼ばれている）を中

心に行われており、国は補助金などによりこれらの事業の充実を図っている。次に

公設試験研究機関についての概要を紹介し、次にその公設試験研究機関を主たる実

施機関として行われている、日本の中小企業に対する技術指導、技術研修について

述べる。

1.1.2 公設試験研究機関の現状

公設試験研究機関は、地域産業の技術振興、特に中小零細企業の技術水準の向上

を図ることを目的として、地方自治体によって設置されている試験研究機関の総称
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である。第二次世界大戦以前より、国の強い指導の下で、地方の地場産業を対象に

設置されはじめ、戦後は中小企業育成を目的に大きく発展充実したものである。工

業系の公設試験研究機関は1996年8月現在で全国に207機関あり、8,718人の職員で構

成されている。各都道府県に平均4～5機関ということになる。ちなみに日本の地方

自治単位である都道府県はメキシコの州と比較して、平均で面積はおよそ28%、人

口は2倍である

公設試験研究機関は、その設立時期、地域産業との結び付きなどから専門分野は

各機関各様であるが、一般的な業務は次のとおりである。

1)企業が抱えている技術問題解決のための技術相談

2)専門家を生産現場に派遣し工程の改善指導等を行う技術指導

3)地域の技術者の質的向上を図るための技術研修

4)企業からの依頼により行う製品・原材料等の試験・分析

5)設備機器の開放（開放試験室）

6)地域産業に関連する技術課題についての研究開発および成果普及

7)技術振興のための各種講習会

8)最新技術情報の提供
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表 B-1　　公設試験研究機関の技術分野（1996 年度全国ベース）

技術の分野 実施機関数

食品 80
化学 75
機械 64
金属 63
工芸 61

電気・電子 52
窯業 45
繊維 40
醸造 35
公害 23

デザイン 10
製造 9
紙業 7
包装 6
情報 4
皮革 3
微生物 3
建築 3
鉱業 2
その他 13

注 ：複数の技術分野に取組んでいる機関は各分野ごとに数えた。
出所 ：工業技術院・中小企業庁：平成 8年度公設試験研究機関現況

図 B-1　　公設試験研究機関における職員数分布（1996 年度、全国ベース）
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運営は国、地方自治体の補助金などのほかに、主に試験検査の手数料、施設の使

用料でまかなわれている。技術相談、指導には技術士会、中小企業診断士会など外

部の専門家とのネットワークを活かし、技術の研究開発には各試験所ともにハード

面での施設の充実を図っている。同時に受託加工、設備貸与などの形で実際の生産

を支援している例も多い。

このような日本の公設試験研究機関の手厚い地域配置、ハード指向のサービスの

あり方は、中小企業の振興に大いに力を発揮したとして海外諸国から注目を集めて

おり、“Kosetsushi”の名称はそのままで国際的に通用している。

表 B-2　　公設試験研究機関実施主要指導項目と件数（1995 年度）

全国計

技術アドバイザー指導 9,876

一般巡回技術指導 2,239

簡易巡回技術指導 1,449

公害防止巡回技術指導 1,492

エネルギー巡回技術指導 0

技術インストラクター派遣 290

個別技術指導 63,152

技術相談 407,976

依頼試験 656,513

設備使用 111,037

講習会・研究会 7,129

情報雑誌の発行 949,713

情報提供 97,373
出所：工業技術院・中小企業庁：平成 8年度公設試験研究機関現況

1.1.3 技術指導

技術指導事業は、技術開発や技術向上に取り組んではいるものの経験や情報が不

足している中小企業を支援するために技術指導や技術相談を行うものである。高価

な試験設備を中小企業に代わって購入設置し、依頼試験などを行うとともに、中小
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企業に対して設備を開放するなどの活動も含まれる。

中小企業が抱える課題は、経営、技術各分野の一層の高度化にともない、固有分

野の枠組みを超えて際限がなくなりつつある。このような状況を踏まえ、技術アド

バイザー制度に関しては従来の制度を発展させて、経営ならびに技術の高度化に備

えた総合的なアドバイザー事業が地域活性化アドバイザー等支援事業の一環として

1998年より実施されることになっている。従来、技術アドバイザー制度は国レベル

ではなく地方レベルで実施されてきており、その方針は維持しつつ、今後は、国の

予算の交付先に地方自治体だけではなく、指導能力を有する公益法人をも加えるこ

とになった。中小企業におけるさまざまな課題の解決を支援し、埋もれた人材の活

用、各種アドバイザー間の競争原理の拡大による指導力の強化が期待されている。

1.1.3.1 巡回指導

中小企業の技術問題は、企業規模・現有技術水準・地域・業種などによって様々

である。技術力の総合的な向上を図るためには、指導者が直接生産現場へ赴き、現

場の実態に即した生産技術の改善指導をすることが極めて有効であり、効果が期待

できる。生産技術の改善と並行して、エネルギー対策の点も考慮した総合的な改善

を図ることが、特に望まれている。

このため、学者・民間の技術者などの専門家と公設試験研究機関の技術職員か

らなるチームを編成して、中小企業の工場を巡回して生産技術上の問題点を究明す

るとともに、それに基づく改善内容の助言を行い、生産全般の技術問題の解決を図

ること、を目的としたものが巡回指導事業である。技術アドバイザー制度が特定の

問題を扱う“問題解決型”の指導であるのに対して、巡回指導は必ず指導者が生産

現場へ赴き、その場において企業側と一緒に問題点を探り出し、実態に即した技術

改善の指導をすることに特徴がある。

巡回指導には、1) 一般巡回技術指導、2) 簡易巡回技術指導、3) 公害防止巡回

技術指導、4) エネルギー巡回技術指導があり、国はこの巡回指導をする地方自治

体に対して事業費を補助する。
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1) 一般巡回技術指導

従業員規模 20人をこえる中小企業を対象に、学者・技術士・民間の技術者など

の専門家と公設試験研究機関の技術職員からなるチームを編成し、巡回技術指導

を行う。具体的には、チームは対象企業の生産現場を訪問し、生産技術を総合的

に診断・検討の後、問題点を指摘し、具体的な改善案を提言する。生産全般の技

術的問題を解決し、レベル向上を図ることが目標である。

2) 簡易巡回技術指導

従業員 20人以下の小規模企業を対象に、企業者の技術力向上の意欲を喚起する

とともに、その技術的問題を指摘し、合わせて設備の近代化などの施策を有効に

活用するための指導を行う。

3) 公害防止巡回技術指導

公害防止の早期実現を図るため、公害発生の恐れのある企業や公害防止を実施

するために技術指導を必要とする企業を対象とする。公害防止に関連した技術上

の問題点を究明するとともに、工程の改善および公害防止機器の設置などについ

て勧告するなど公害防止についての技術指導を行う。

4) エネルギー巡回技術指導

中小企業のエネルギー対策を推進するため、地方自治体に各種エネルギー計測

機器を積載した「エネルギー診断バス」を配備し、エネルギー技術の専門家が搭

乗して中小企業を巡回し、省エネルギー・石油代替エネルギー導入などのエネル

ギー技術の指導を行うもの。企業の生産現場においてエネルギー使用状況を計測

し、その技術上の問題点を究明するとともに、生産工程における省エネルギー・

石油代替エネルギー導入など、各企業の実態に即した具体的なエネルギー技術及

び対策の指導を行う。

表 B-3　　一般巡回技術指導事業実績

業種別指導企業数
年度

機械 金属 電気 化学 繊維 工芸 窯業 食品 包装 その他 計
指導
延日数

1988 476 440 199 140 517 260 214 350 12 194 2,802 2,491

1989 478 461 260 169 498 266 249 349 2 206 2,938 2,710

1990 480 462 333 172 486 289 247 330 0 195 3,000 2,956

出所：中小企業庁監修：技術力向上の手引き’92、（財）通商産業調査会
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表 B-4　　簡易巡回技術指導事業実績

業種別指導企業数
年度

機械 金属 電気 化学 繊維 工芸 窯業 食品 包装 その他 計
指導
延日数

1988 801 835 297 469 1,265 1,142 681 1,120 46 756 7,412 5,240

1989 826 753 313 551 1,254 1,145 617 1,122 32 770 7,383 5,361

1990 825 688 397 409 1,190 1,249 657 990 36 566 7,007 5,401

出所：中小企業庁監修：技術力向上の手引き’92、（財）通商産業調査会

表 B-5　　公害防止巡回技術指導事業実績

業種別指導企業数
年度

機械 金属 電気 化学 繊維 工芸 窯業 食品 包装 その他 計
指導
延日数

1988 34 106 22 88 114 27 36 181 0 89 697 789

1989 50 80 12 97 125 19 27 196 0 91 697 789

1990 51 82 19 81 122 20 45 177 0 84 672 758
出所：中小企業庁監修：技術力向上の手引き’92、（財）通商産業調査会

表 B-6　　エネルギー巡回技術指導事業実績

業種別指導企業数
年度

機械 金属 電気 化学 繊維 工芸 窯業 食品 包装 その他 計
指導
延日数

1988 59 120 30 46 133 32 90 93 6 78 687 848

1989 43 98 22 32 101 30 74 70 1 29 500 622

1990 50 76 51 34 67 21 49 77 4 63 492 503
出所：中小企業庁監修：技術力向上の手引き’92、（財）通商産業調査会

1.1.3.2 技術アドバイザーによる技術指導

技術アドバイザー制度とは、豊かな着想やアイデアを持ちながら技術力の不足か

ら新製品・新技術に結び付けることができない中小企業者に対し、地方自治体に登

録配置された技術専門家が技術アドバイザーとして中小企業者の求めに応じ適切な

技術指導を行うものである。従来の技術アドバイザー制度についてそのしくみ、実

績を次にまとめる。

技術アドバイザー制度は、地方自治体の事業として実施されるが、国は必要に

応じ事業に要する経費の一部を補助する。図B-2は技術アドバイザー制度の実施体

制を図式化したものである。
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図 B-2　　技術アドバイザー制度実施体制

出所：中小企業庁監修：技術力向上の手引き'92、（財）通産産業調査会

各地方事務所担当課
各市町村
中小企業団体中央会
各商工会議所
中小企業振興公社

公設試験研究機関

技術アドバイザー

都道府県担当部

中小企業者

指導依頼の
斡旋

協力要請

出張要請

技術開発の指導

指導依頼指導依頼

1) 技術アドバイザーの登録・配置

地方自治体は、次の a)から e)のいずれかに該当する豊富な知識を有する者であ

って、中小企業の技術指導を行うに適当と認められる者を技術アドバイザーとし

て委嘱する。

a) 技術に関する実務に 20年以上の経験を有する者

b) 大学・短期大学または高等専門学校の自然科学に属する科目の教授または助

教授

c) 自然科学に属する科目の研究により、博士の学位を授与された者

d) 技術士として技術に関する実務に 8年以上の経験を有する者

e) 前各号に掲げる者と同等以上の学識および経験を有すると認められる者

地方自治体ではさまざまな専門分野の技術アドバイザーを平均 60名、全国では

3,026名（1990年度末）登録配置している。
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表 B-7　　技術アドバイザー指導事業実績

年度 指導企業数
技術

アドバイザー数
一人当たり
平均指導日数

一企業当たり
平均指導日数

1988 5,028 2,906 7.7 4.4

1989 5,050 2,980 7.4 4.4

1990 4,997 3,026 7.3 4.4

出所：中小企業庁監修：技術力向上の手引き’92、（財）通商産業調査会

2) 指導依頼の受付

県庁担当部課および公設試験研究機関に指導依頼受付窓口が設置されている。

また中小企業団体中央会・商工会議所・商工会連合会・下請企業振興協会などの

民間の企業団体がこの技術アドバイザーによる指導事業の普及・啓発に協力し、

実際の指導依頼の斡旋も行っている。中小企業者からの指導依頼に対する的確な

対応がとられるよう、官民のネットワーク体制が整備されている。

3) 技術アドバイザーの派遣

中小企業者からの指導依頼に対し、公設試験研究機関が中心となりその依頼内

容を検討し、内容に応じてその専門の技術アドバイザーを派遣する。

4) 指導方法

派遣された技術アドバイザーは、中小企業者の求めに応じて、要請者である中

小企業の生産現場あるいは公設試験研究機関（開放試験室など）において指導す

る。その際公設試験研究機関は職員の派遣・研究および分析などの協力を行う。

5) 指導日数

1企業当たりの年間指導延日数は、実績平均 4.4日、原則 10日以内である。

6) 指導料

指導料は、元来、原則として無料であったが、1997年の時点では国、地方自治

体、指導を受ける中小企業が 1/3ずつ負担するようになっている。
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■技技技技術術術術アアアアドドドドババババイイイイザザザザーーーー指指指指導導導導事事事事例例例例

ダイヤモンド工具メーカー A 社がコンクリート切断用ダイヤモンドブレードの性能向上

のため、技術アドバイザーの指導を受けて研究した結果、従来のろう付け接合製品より約

200℃高温でも使用できるダイヤモンドブレードの製造に成功した。

A 社はダイヤモンドブレードの台金とダイヤモンドチップとの接合をろう付けにより行

っていたが、製品の耐熱性向上を図るため接合方法にレーザー溶接を応用したところ、溶

接部に気孔やクラックが発生し歩留まりが約 10%に激減した。工業試験所（公設試験研究

機関）に相談したところ技術アドバイザーの派遣により指導を受けることになった。

技術アドバイザーからダイヤモンドチップの密度および使用溶接剤ならびにレーザー溶

接条件など、全工程にわたる原因調査と改善について指導を受けた結果、600℃で使用可

能な乾式用ダイヤモンドブレードを 100%の歩留まりで製造できるようになった。

出所：中小企業庁監修:技術力向上の手引き�92（財）通商産業調査会

1.1.3.3 技術インストラクター派遣事業

生産現場・研究現場における十分な専門的知識および経験を有する技術インス

トラクター（地元大企業の技術者等）を中小企業の共同研究の場に長期派遣して、

継続的技術指導を実施する。地域中小企業の研究開発課題の解決を図るとともに研

究開発の場でのオン・ザ・リサーチ・トレーニング（ORT）を通じて、中小企業の

技術力向上を図り、地域技術の高度化に役立てることを目的とする。

1) 技術インストラクターの委嘱

地方自治体が地元大企業に対し、十分な専門的知識と生産現場・研究現場にお

ける豊富な研究開発経験を有する技術者の紹介を依頼、もしくは公募する等の方

法により、技術インストラクターを委嘱する。
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図 B-3　　技術インストラクター派遣事業実施体制

出所：中小企業庁監修：技術力向上の手引き'92、（財）通産産業調査会

　地元大企業
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2) 技術インストラクターの派遣

中小企業が共同研究を遂行中もしくは計画の段階において、独自には解決困難

な課題に直面した場合、中小企業からの派遣依頼に応じ公設試験研究機関はその

研究内容を把握した上で、技術インストラクターを長期間派遣し、継続的技術指

導を実施するもので、指導に対する費用は無料である（1992年）。

表 B-8　　技術インストラクター派遣事業実績（1990 年度）

指導テーマ数 インストラクター数 指導企業数 指導延日数

計 10 16 26 675
出所：中小企業庁監修：技術力向上の手引き’92、（財）通商産業調査会

1.1.3.4 開放試験室

中小企業の技術水準を高め、その生産性の向上と製品の品質・性能の改善を促

進するため、公設試験研究機関の多くが一般開放試験室・先端技術開放試験室・融

合化開放試験室を国の補助を受けて設置している。なお1992年度からは新分野開放

試験室が設置された。
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1) 開放試験室の利用

開放試験室の機器の使用に当たっては、ほとんどの公設試験研究機関で少額の

設備使用料を徴収し、維持設備費用に充当している。

利用者は公設試験研究機関の技術指導員から機器操作法の指導を受けられる。

また公設試験研究機関は開放試験室の利用を促進するために、年に 1～2 回の研修

会を開いて、備え付けの機器について操作法を講習している。この研修は中小企

業にとって多くの機器の操作を覚えるばかりでなく、試験技術を体得できるので、

高く評価されている。

2) その他の設備や研究室の利用

公設試験研究機関では、依頼試験・技術指導あるいは研究開発などのために新

鋭試験設備の導入し、また地元産業の振興のために中小企業に先駆けて先端生産

機械を設置し、公設試験研究機関自身がその機能と活用法の習得に努めている。

こうした設備は開放試験室とは別に中小企業者の利用に開放されている。中小企

業者が新しい機械とはどんなものか、何ができるのかを知りたい場合、あるいは、

新機械の設備投資を決めたが、購入後直ちに稼動させたいので機械担当者にあら

かじめ同種の機械の運転法を習熟させておきたいときなどに利用される。

■■■■開開開開放放放放試試試試験験験験室室室室利利利利用用用用事事事事例例例例

プラスチックフィルム製造会社が、新しい機能を有するフィルムを製造する技術を開発

するために、先端技術開放試験室に設置された最新の設備を利用して、試験・分析を行っ

ている。

中規模の磁気テープ用フィルム製造企業 H 社は、エレクトロニクス技術の進歩のために

製品の高機能化に迫られている。そこで高機能の新しい半導体薄膜を有するフィルムや基

板を開発しようとして、A 市工業技術センター（公設試験研究機関）の指導を受け、同セ

ンターの先端技術開放試験室の加工・機能付与に関与するスパッタリング装置、コロナ表

面処理装置、性状検査・物性測定に関与するレーザーラマン分光光度計、偏光解析装置、

熱定数測定装置等を用いて薄膜の状態と機能との相関関係を調べ、これによって得られた

情報を新製品の参考としている。
出所：中小企業庁監修:技術力向上の手引き�92（財）通商産業調査会
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1.1.3.5 依頼試験制度

公設試験研究機関では、中小企業における不良品の原因究明、研究開発などの

ため、各種測定・成分分析など中小企業に代わってさまざまな試験を行っている。

依頼試験に要する費用は実費以下である。依頼試験を利用目的から分類すると、次

のように大別される。

1) 不良品の原因究明

不良品の発生源因が加工技術か、原材料か、あるいは保管・輸送中か、いずれ

にあるのかを調べ、不良品の再発防止に役立てる。工作物であれば寸法・角度を、

金属であれば引張り強度・硬さを、原材料であれば成分などを測定・分析し、ト

ラブルの原因を究明する。

2) 品質・機能の管理・向上

一般的な品質検査は中小企業者自らが行うにしても、複雑な検査については抜

き取りで依頼試験を利用することがある。また製品の機能・性能限界を把握し、

定格を定めるのにも利用される。このほか品質向上のためにどこに改良の余地が

あるかを探り出す試験もある。

3) 成分分析

原材料が変わった場合、技術的対応をとるために成分の分析を精密に行う必要

がある。公害発生の恐れのある廃棄物については、公害防止技術の確立のために、

重金属・有害物質等の有無・量を詳しく検出する必要があり、検査能力の高さと

公的機関としての性格から依頼試験が活用される。

4) 品質の保証・証明

公設試験研究機関への依頼試験の多くは、その証明能力を利用するための試験

となっている。

5) 研究開発

新製品・新技術の研究開発を進める過程で、中小企業では対応できない高精度

の測定・分析を公設試験研究機関に依頼する。公設試験研究機関は、走査型電子

顕微鏡、ガスクロマトグラフィー、質量分析計、X 線マイクロアナライザー、三
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次元測定機など高級分析機器を備え、依頼試験に応じられるようにしている。

■公設試験研究機関における依頼試験の実例

D 社は、顧客から出荷品の品質管理を徹底するよう要望されたため、工業技術センター

（公設試験研究機関）に出荷品の分析を依頼した。

D 社は各種はんだを製造しているが、最近同社の製品ユーザーから品質が低下している

と指摘された。D 社には組成を分析する装置がないので、工業技術センターに分析を依頼

した。「センター」では新しいはんだと工程ごとのはんだの組成分析を行うとともに、原

子吸光光度計および高周波プラズマ発光分析装置で不純物を分析した。

この結果、D 社では浴で新しいはんだを溶かし、必要な金属を配合してそのほとんどを

製品として出荷していたが、浴に残ったはんだに不純物である金属が蓄積し、製品の品質

を低下されていることが判明した。

これにより D 社は製造ラインの点検・改善を行い、安定した品質の製品を出荷できるよ

うになった。
出所：中小企業庁監修:技術力向上のために�92（財）通商産業調査会

1.1.3.6 公設試験研究機関による技術指導

公設試験研究機関は、1.1.3.1から1.1.3.5に述べた技術指導の各スキームでその中

心的役割を担い、中小企業の技術力向上、地元企業の振興を使命としている。技術

指導・各種試験に加えて、技術情報の提供あるいは講習会・展示会の開催などの事

業も行っている。

1) 企業相談窓口

重要な日常業務としては“中小零細企業相談窓口”がある。地域の中小零細企

業から持ち込まれる幅広い技術上の諸問題にいつでも対応できる体制ができてお

り、所内での相談や電話などによる相談には無料で応じている。公設試験研究機

関には各技術分野の専門家がおり（ただしすべての分野の専門家がいるわけでは

ない）、相談内容によりそれぞれの担当者が応対することになる。機関によって

は技術相談の特別の組織を設け、相談専門家を配置しているところもある。相談

の内容はさまざまであり、新技術の紹介、製品原材料の試験・分析の依頼、開発

資金に関する相談、さらに人材の紹介依頼などにも対応することになる。
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2) 技術指導のテーマ

国は技術水準の向上を早急に図る必要がある分野については、毎年度、特定の

テーマを選定し、その分野で公設試験研究機関が行う指導に必要な施設設備費を

特別に補助することにより、その指導体制・研究内容の充実を図っている。

なお、技術指導のテーマは近年徐々に次のような変化を見せている。1970、80

年代までは生産技術の巡回指導、技術アドバイザーは盛んであったが、現在は指

導の主眼は生産技術そのものよりも、企業にとっての周辺技術、または新業種へ

の取り組みへのサポートに変わりつつある。つまり民間の高い技術を低いところ

へ移転していく作業であるともいえる。背景にあるのは、中小企業であっても技

術の細分化、先端化が非常な速さで進んできており、指導に要求される技術水準

も、一般的な技術相談にとどまらず、高度で専門的なものになる傾向にある。よ

ってその技術分野について外部で相当な知識・経験を積んだ技術者でない限り、

的確な応接はできない。つまりスペシャリストではない公設試験研究機関の職員

にとって生産技術の指導は徐々に困難になってきているということである。要請

があった場合は、職員が予備的調査をした上で外部専門家につなぐといった対処

をしているケースが多い。

1.1.4 技術研修

中小企業の技術力向上のためには、優れた人材が不可欠であるが、中小企業が、

必要とする技術者を新たに確保することは容易ではない。そこで企業内技術者の資

質向上を図っていくことが重要になる。

このため地方自治体では、中小企業者・従業員に対して技術に関する基礎理論・

応用知識などの研修を行っている。
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1.1.4.1 地方自治体による中小企業技術者研修

この研修は国の補助金を受けて、地方自治体が産業界・学界の協力を得て、中

小企業者およびその従業員を対象として企業の技術開発能力の向上を図ることを目

的として行うものである。

研修は、長期研修・中期研修・短期研修・地場産業振興高等研修・新技術研修

があり、それぞれに特色ある目標が設定されている。

1) 長期研修：技術に関する基礎理論・応用知識などについて 380時間の研修を行

い、総合的な技術開発能力および開発企画力を与える。

2) 中期研修（一般）：特定業種の技術に関する基礎理論・応用知識などについて

72時間の研修を行い、特定の業種に関し専門的な技術開発能力を与える。

3) 中期研修（情報技術）：生産現場における情報技術に関する基礎理論・応用知

識などについて 72 時間の研修を行い、情報技術に関し専門的な技術開発能力を

与える。

4) 短期研修：技術に関する専門知識などについて 36 時間の研修を行い、専門的

知識を与える。

5) 地場産業振興高等研修：地場産業製品の高度化・高付加価値化に対応するため、

高度かつ横断的な総合技術に関し 100 時間の研修を行い、高度かつ専門的な技術

開発能力を与える。

6) 新技術研修：先端技術（メカトロニクス・ファインセラミックス・レーザ加工・

バイオテクノロジーなど）に関する基礎知識などについて 9 時間の研修を行い、

基礎的知識を与える。

これらの研修には、中小企業の実態に応じ、夜間・隔日に実施されるなどの配

慮がなされている。また実習は地方自治体の公設試験研究機関などの設備を利用し

て行われる。

最近の研修課題は、コンピュータ利用技術・自動化・制御技術などを対象とす

るものが多いが、在来技術や新素材・バイオテクノロジー・デザインなどを扱うコ

ースもある。機械加工やプラスチック成形加工のコースは以前のように研修の主流

ではないが、地域のニーズに合わせて随時設定されている。
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1.1.4.2 中小企業事業団（中小企業大学校）による技術研修

中小企業事業団の中小企業大学校（東京）では、地方自治体が実施することが

困難な高度で実践的かつ専門的な技術の研修を実施している。また通信による研修

コースも用意されている。

1) 中小企業大学校の技術研修

中小企業大学校（東京）では中小企業の技術者や商品企画・デザイン担当者等

を対象に、産業構造の多様化に対応した新しい技術に関する研修を 1965年以来実

施している。

その内容は、製造工程の自動化・工業デザインなどの技術分野についての中小

企業にとって共通的な技術に関する基礎理論・応用知識等を修得させるために、

第一線で活躍中の経験豊かな講師陣による講義、最新の専用設備を用いた実習を

取り入れ、実践的・体験的学習ができることを特色としている。

2) 通信教育

1992年の実績では、マイクロコンピューター・油圧空気圧制御・電子制御・電

気制御の 4コースが開講されている。

通信教育は、特に教材が重要であり、これによって受講者の意欲・理解度が大

きく左右される。各コースとも初心者でも高度な技術が容易に理解できるよう教

材は工夫されている。また設問等に対する添削指導・スクーリング等では、実践

経験豊かな講師陣がきめ細かな指導を行い効果をあげている。

1.1.5 公設試験研究機関の例

1.1.5.1 東京都立産業技術研究所

東京都立産業技術研究所は、東京都立工業技術センターと東京都立アイソトー

プ総合研究所を統合して発足した。「研究所」は中小企業が抱えている技術上の諸

問題に対して、時代に即応した技術指導・試験・研究などを通して中小企業の発展

に寄与することを目的としている。
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利用者側である中小企業の立場から「研究所」の事業を分類すると試験・受託

事業／共同開発研究・相談／指導に大別できる。

1) 試験

試験設備を持たない企業の依頼に応じて、機器・部品・材料などについて各種

の試験・検査・分析・放射線照射を実施し、公設試験研究機関としての成績書を

発行している。また技術開発・品質改善に直結した技術指導を行っている。

2) 受託事業／共同開発研究

中小企業の要望に応じ、比較的長期にわたる試験・分析・設計および試作・技

術開発を必要とする課題について受託する。また公募による中小企業・大学・研

究機関との共同研究も実施している。

3) 相談・指導

a) 技術相談：機械・金属・電気・化学・工芸・放射線利用等の幅広い技術に関

する相談・指導を電話あるいは窓口で受付けている。

b) 工場実地指導：中小企業の要望に応じて、現場に出向き、実地に即した相談・

指導を行うもので、1996年から実施している。

指導時間は 1 件当たり半日から 1 日で、このサービスは無償で受けられる。

指導する専門技術者は、内部職員（概ね大学学部卒の技術職）2 名以上と場合

によって外部登録技術員である。1996年の実績は、年間 500社に対して延 1,000

日程度であった。

c) 技術アドバイザー：中小企業の依頼に応じ、東京都が委託した専門分野の技

術アドバイザーを派遣して指導を行うものである。

派遣期間は 1件延 5日～10日で、このサービスの費用（技術費）を国・東京

都・指導を受ける企業が 1/3 ずつ負担することになっている。1997年現在、

登録されている技術者は 127 人で幅広い技術分野を網羅している。技術アド

バイザーは 1人ででも企業を訪問・指導することがある。

d) 開放試験室：中小企業の技術者が各種の設備を自由に使える試験室・実験室

である。データの採取・処理方法の指導のほか、製品開発等の技術的なアド

バイスも与えられる。

e) 技術交流プラザ事業：異業種の中小企業が相互に経験や意見を交換し、技術
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移転・技術交流を促進するためのグループづくりを調整する役割を担う。

f) 専門研修・講習会：機械・金属・電子・化学・工芸・放射線利用等の分野に

おける最近の産業技術をテーマとした技術研修会・講習会を開催して中小企

業の技術力向上に資する。

その他各種刊行物の発行、研究発表会の開催などを通して産業技術の普及・啓

発を行っている。

1.1.5.2 東京都城南地域中小企業振興センター

機械・金属関連業種の中小企業が多い東京都城南地域に密着し、中小企業の経

営基盤の強化、工業技術の向上に寄与することにより、中小企業の振興・育成を図

り、地域活力を維持・向上させていくとを目的に1996年2月に開設された。

「センター」は地域の産業特性に対応して、総合相談・経営診断・依頼試験・

技術開発・機器の使用・経営支援コーナーの運営・経営／技術の実地指導・セミナ

ーの開催・情報の提供・交流の場の提供・技術／製品開発の協力事業等を行うなど、

例1の東京都立産業技術研究所の機能と類似しているが、機械・金属関連産業を中

心とした地域の産業に密着しているところに特色がある。

1) 技術実地指導：工場現場において技術問題の解決策を検討するもので、費用は

無料である。

2) 「センター」の機器の開放：城南地域工業の特性に配慮した機器を設置し、企

業における製品・部品の試作・開発用として、「センター」の職員による利用指

導を行うもので、費用は有料である。

3) 開発協力事業：研究開発型企業あるいは研究開発課題を抱えている中小企業の

開発担当者が「センター」の開発協力室に常駐し、「センター」職員の指導の下

に試験機器を使用し、「センター」職員と一緒に実験・測定・分析・考察を実施

する研究開発型のオープンラボラトリー。費用は有料である。
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1.2 CIDESI・ CIQAの企業巡回技術指導機能強化への提言

1.1　では技術指導を中心に日本の中小企業振興策を概観した。日本の公設試験研究

機関は、当初より現在に至るまで、ハード指向の中小企業向けサービスを目指してき

ており、中小企業の振興に大きく寄与してきたが、これはいわゆる工業先進国の中で

は例外的といってよい。欧米での公的技術支援機関は、退職した経営者を中心にした

外部専門家を雇用派遣しての経営指導などの例はあるが、多くの場合、技術情報、企

業情報を中心にしたソフトサービスが主流である。ハード面での民間企業との競合を

避けているといった面も考えられる。メキシコでの巡回技術指導の先例としてそのま

ま採用できる例は少ない。一方アジア諸国では日本の公設試験研究機関の例が工業化

推進の方策として採用されつつある。

本章ではメキシコにおいてCIDESIおよびCIQAが現在本調査のもとで実施している

企業巡回技術指導を今後継続していくための戦略を考察する。当プロジェクトによる

両機関職員への技術移転の成果をもとに、まず両機関の巡回技術指導課の今後の方向

について検討する。次にその強化への取り組みを幾つかの要素に分けて、日本の公設

試験研究機関の例を参考としつつ議論を進める。

なお1996年から1997年にかけて実施された「メキシコ合衆国サポーティングインダ

ストリー振興開発計画調査」で実施されたアンケート調査ではメキシコの中小企業へ

の公的技術支援体制の問題点として、利用コスト、情報不足、煩雑な利用手続きの3点

が指摘されている。戦略を考える上で参考にする必要がある。

1.2.1 企業巡回技術指導機能強化の方向

本報告書の A. 調査活動報告の第 6章に 2年間の技術移転の結果として、現在の

両機関のカウンターパートの現状と今後の課題を纏めた。その内容と両機関の現

状を踏まえて、対象である巡回指導課の今後の課題と可能性、目指す方向を考察

する。

1.2.1.1 CIDESI

プレス加工の生産技術において、既にカウンターパートは、プレス機械の仕様

とその現場での計測技術、個別製品の加工能力の計算と工程設定、適切なプレス機
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械の選択等の指導では、十分とは言えないまでも、相当なレベルに達してきている。

メキシコにおいて大企業を含めたほとんどの企業が経験のみに頼って操業しており、

極めて基礎的な技術も未だ十分に普及していないという現状がある。プレス加工の

基礎知識を習得した事でCIDESIのカウンターパートは現場での経験不足を補う大

きな武器を獲得したことになる。現時点ではメキシコにプレス加工技術を体系的に

扱う機関が他に存在しない。広く全国のプレス企業、さらに金型設計製作の企業ま

でも含めると、プレス加工基礎技術の普及、指導でのCIDESIへの需要は十分にあ

ると言え、今後のカウンターパートの活躍の場は広い。

生産管理の指導の面でも、カウンターパートはIE、QCの基本事項を既に身に付

けており、プレス加工を主体とする工場の工程･作業KAIZENを推進していくレベ

ルにほぼ達しているといえる。とくに高い不良率、長い段取り時間、不効率なマテ

リアルハンドリングなどの現象面での問題に対して具体的なKAIZEN案を提示する

能力は、企業からも評価される段階に至っている。調査2年目の活動の柱であった

KAIZENは、CIDESIの特徴あるサービスの一つとなりうる。

生産管理担当のカウンターパートの今後の方向としては、プレス工場を今後の

巡回指導の主たる顧客としてKAIZEN活動を実践しつつ、金型関連技術やデータの

蓄積を図り、金型ライフサイクルに関わるサービスに徹していく方向が望ましい。

プレス工場における金型の重要性を考慮しての提案であるが、生産技術担当者と一

体となってプレス金型に関わる総合的な診断方法、技術標準を開発してCIDESIの

財産としていくことである。

更にCIDESIの強みとして次の2点を指摘した。

a) 検査機器が充実している CIDESIならではの質の高い技術指導として、材料試験

部によるプレス被加工材の分析結果に基づく加工条件設定が可能である。

b) CIDESI は内部に既に一通りの工作機械を備えている。金型の設計、製作も一応

可能であり、モデル企業からは指導以外にも金型設計・製造の注文も受けつつあ

る。

以上のように本調査で技術移転を受けたカウンターパートを中心にCIDESIが金

型も含めたプレス加工の総合技術センターとして発展していく条件は揃いつつある。
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特定の要素技術に特化した技術センターはメキシコにとっても初めてのケースとな

る筈であり、巡回指導課および製造技術部にとって大きな目標となる。

プレス加工の総合技術センターとしては、技術指導・訓練教育・啓蒙活動が中

心になるが、同時に所内設備を使用しての技術開発さらに実際の金型設計製作など

が業務として想定される。すなわち本調査の対象である企業巡回技術指導は、目標

である将来のプレス加工総合技術センターとしての活動の一部となる。

総合技術センターへの発展は本調査に続く次のプロジェクトということになる

が、既にCIDESIはCONACYT等からの補助も受けつつ第一歩を踏み出している。こ

こでは、総合技術センター計画の詳細には踏み込まないが、CIDESIの今後の活動

の可能性のなかから、金型センターとしての機能、金型材料の開発、プレス加工補

機類の製作、業界団体としての機能、について簡単に触れることとする。

(1) 金型センターとしての機能

プレス加工はプレス機械、金型、被加工材の 3 要素からなり、よく耳にする「プ

レス加工は金型で決まる」という言い方は、誤解を招く表現であり、正しくない。

しかし金型の設計製作技術が製品の品質に関わる生産技術の要であることは間違い

なく、プレス加工総合技術センターとしての企業向けの技術指導も金型を除いては

成立しない。

メキシコのプレス金型の実状はおおむね下記のよう概観できる。

1. 外資系の大企業であるアッセンブラーは金型を内製するか、親会社からの支給品を

使用している。中小企業で使われている金型の多くは貸与または支給品であり、自

社内ではそのメンテナンス・補修を行っている程度である。

2. 簡単な金型の設計製作を試みている企業もあるが、総じて基礎技術に欠けている。

3. CONACYT-CONALEPの職業訓練学校では、機械加工のコースは持っているが、金

型に特化したコースはほとんどない。

4. CONACYT-CONALEP傘下の CAST（Centro de Asistencia y Servicios Tecnológicos）

の中には、金型設計製作に必要な CAD・ CAM、工作機械、測定器械を備えている

ところもある。
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5. Chihuahua州にはプレス加工及びプラスチック成形加工の金型技術者養成を目的と

した民間金型センター（CEMYT � Centro de Moldes y Troqueles）がある。

6. 自動車のアッセンブラーやプレス機械メーカが独自に金型技術者を揃えて下請け企

業、また顧客を対象に金型の技術指導を実施または計画している。

7. 全国製造業会議所（CANACINTRA）の中には金型部会があり、1996年の時点で登

録しているのは金型の設計製作会社約 100社である。同様に CAINTRA（ヌエボレ

オン州製造業会議所）、CAREINTRA（ハリスコ州製造業会議所）にも金型部会は

あると思われる。

金型の設計製作に関して、メキシコは技術レベル、技術者数、企業数、さらに教

育訓練機関ともに不足していることは明らかである。CIDESI の計画への大きな期待

と需要があることは間違いない。金型はその設計は勿論、製作も一般の機械加工と

は異なる高度な技術と技能を必要とし、一朝一夕には修得できるものではない。し

かし工業化を進める上で、いずれの国においても戦略的強化策の中に取り上げられ

ている分野である。

金型センターといっても決まった定義があるわけではない。東南アジア諸国での

金型センターは実際には若者対象の訓練学校としての性格を持ったところが多い。

成功例ばかりではなく、揃えた機械を企業へ貸し出すことで食いつないでいる例も

ある。CIDESI の場合、対象とする金型は小型・中型のプレス金型となるが、まず、

運営の目的を明確にした上で、フィージビリティスタディの実施が必要となる。他

国での金型センターの例から計画をする上で考慮すべき重要な点として次の 2 点を

指摘しておく。

a) 金型は、技術理論以上に、生産現場でのノウハウ、生産現場からのフィードバッ

クがものを言う分野である。センターとして長く機能するためには、産業界各分野

からのサポートが不可欠である。つまり、成形加工企業、金型設計製造企業、プレ

ス機械メーカー、被加工材メーカー及び販売業者、金型材料メーカー、さらに加工

品納入先であるアセンブラーである。金型センターとしての成功例には民間企業主

導の例が多い。目的は民間企業への支援であるが、そのためにも如何に民間企業に

サポートさせるかを考えておく必要がある。当然計画されるであろう金型の生産に
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おいても、他の公的機関からの注文をターゲットにして、民間企業とは競合しない

ことを原則とすべきである。

b) 必要なものは設備（ハードウェア）と技術と技能であるが、特に金型においては

技能の重要性は幾ら強調しても足りないぐらいである。そして、技能はつまり人で

あり、先進国からの技術援助・技術移転を受けて早い時期に指導者を育てること。

そして次には人の入れ替わりを防ぐための対策が必要である。過去の失敗の原因は

ほとんどが職員の定着率の低さである。

(2) 金型材料の開発

プレス加工総合技術センターして CIDESI が取り組む余地のある分野に金型材料

の開発がある。

プレス金型に使用される材料は、鉄系、非鉄金属、超硬合金（Cemented Carbide）、

プラスティック、ゴム及びその他の材料など、その種類は非常に多いが、ここでは、

CIDESI が取り上げ易く、かつ、経済効果が比較的高いと思われる鉄系のうちで鋳造

製品を例に取る。

ちなみにプレス金型の主要部品に要求される性質と条件を挙げると下記のように

なる。これらの項目は、その性質が互いに矛盾するものが多いので、用途に合わせ

て、どの項目に重点を置くかを決めて選ぶ必要がある。

① 耐摩擦性（Wear resistance）が高いこと

② 靱性（Toughness）が高いこと

③ 疲労限度（Fatigue limit）が高いこと

④ 圧縮耐力（Compression proof stress）が高いこと

⑤ 加工が容易であること

⑥ 熱処理が容易に行えること

⑦ 価格が安いこと

⑧ 市場性がよいこと

プレス金型の材料として現在多く利用されている鉄系鋳造製品を、その特徴とと

もに列挙すると次のようになる。なお材種記号は JIS（日本工業規格）による。
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① ねずみ鋳鉄（Gray cast iron）

FC200 ･･････ダイセットホルダに使用

FC250 ･･････大中型（少量生産用、曲げ・成形、絞り型）

FC300 ･･････大中型（中量生産用、曲げ・成形、絞り型）

この種のものは、中少量生産用として薄板加工に使用される。

② 球状黒鉛鋳鉄（Ductile cast iron）

FCD500･････大中型（中量生産用、FC300よりやや高級）

FCD600･････大中型（大量生産用、火炎焼入れすることにより高級化、汎用性あり）

③ 鋳鋼（Cast steel）

SC450･･････大中型（大量生産用、高級ではあるが、鋳造性が悪く、加工が困難）

④ 合金鋳鉄（Alloy cast iron）

最も優れた材料であり、大中型に使用される材料としては最高級である。現在、ア

メリカのGM規格、Ford規格、ドイツのフォルクスワーゲン（VW）規格などがあ

り、日本では、日立金属（ICD材）、日立造船（HZP材）などがある。

本調査でのモデル企業巡回指導で判明したことは、中物プレス加工製品の成形・

絞り加工の金型材に、高級な合金工具鋼（ダイス鋼）SKD11 が多く使用されている

ことである。これは高価、かつ、加工が困難な材料で手直しにも企業は苦労してい

る。それに代わる安価で、加工が安易に行える材料として、前掲した FCD600相当

の鋳造製品の有無を調べたところ見当たらない。SKD11 を使用しているのは他に中

物プレス加工に適応する型材がないことが原因と思われる。

このような状況を考慮すると、CIDESI としては、鋳物を専門とする他の機関と合

同で、この種の金型材料の開発、金型への利用技術の実用化、加工法の研究、更に

企業への普及などが業務として考えられる。民間企業にとっても大きな経済効果を

期待でき、開発段階からの協力もあり得る。

(3) プレス加工補機類の設計製作

アンコイラーやレベラー等の普及とその正しい選定法・使用法もメキシコにおい

てはこれからの課題である。専門家によるカウンターパートへの技術移転でも補機

類について講義したが、CIDESI は、現有の機械類を使用して、プレス加工補機類の

設計製作に取り組むことも可能である。
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(4) 業界団体としての機能

(1)の金型センターの項で民間企業との連携の重要性を指摘したが、総合技術セン

ターとして期待される機能の一つに情報面での業界へのリーダーシップがある。

メキシコにおいての企業団体としては CANACINTRA 等があり、全国規模の企業

データベースも SECOFI主導で始められている。それら既存のものを利用する形で

でもよいが、CIDESI はまずケレタロ周辺地域のプレス企業のデータベースを構築し

て、業界団体を主催していくことを計画すべきである。現在までに技術支援した顧

客企業リストから始めることもできる。企業秘密の問題や同一のマーケットでの競

合もあるが、同時に、企業間の交流の必要性、対顧客・対材料業者との交渉の場で

同業種企業間での協力が必要な場合も多い筈である。何れの活動も CIDESI にとっ

ては巡回技術指導の推進にも役立つことになる。

長期的な展望としては、範囲を徐々に広げていくことは勿論であるが、アセンブ

ラーや大学教授を呼んでのセミナーの開催、技術研究会、技能者の認定制度などに

も CIDESI が中心になり業界として取り組んでいくことも出来るのではないか。さ

らに、プレス作業の安全についてはメキシコでは労働省の管轄ではあるが、CIDESI

が業界の纏め役として現場の状況を具申することで安全教育、安全作業の普及に貢

献することもできる。

1.2.1.2 CIQA

CIQAの今後の企業巡回指導が目指す方向としては、当面技術をベースにしつつ

も、力点を生産管理面での改善指導においていくことになる。勿論、単なる経営理

論のコンサルタントと違い、技術支援機関の企業指導のベースはあくまで技術でな

ければならないし、生産管理担当者であっても常に生産技術の研鑽を心がけること

は必要である。

一方、今後のCIQAの生産技術面での企業指導については、現在のカウンターパ

ートの状態を前提にして考えると、広い範囲での指導を目指すのではなく、企業が

抱える幅広い問題の中から特定のテーマを選び出し、サービスを特化していくこと

が得策である。テーマとしては、企業からの要請の多いテーマであり、CIQAが誇

る材料試験設備などの利点をも生かすことの出来るテーマである必要がある。
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今回の調査での指導テーマでもっとも多かったのは“成形不良対策”である。

CIQAの巡回技術指導課も生産技術のテーマとしては成形不良対策を選び、その指

導に特化していくことを提言する。

成形は材料と成形機と金型に作業者が加わり行われるが、プレス加工の場合と

同様に成型品の品質に対する金型の重要度は高い。つまり巡回技術指導のテーマを

成形不良対策に絞りサービスを特化させていくとした場合、当然金型が主要なテー

マとなる。しかし、この事は、即、CIQAが金型の設計製作の設備を持たなければ

成型不良対策の企業技術指導は出来ないと言うことを意味するものではない。

CIQAは化学のアカデミックな研究機関としてモノマーの研究から出発し、ポリ

マー、さらに最近は成形技術にも取り組みつつある。しかし依然として成形材料の

分野がCIQAの強みである。現在CIQAは射出成形機、押出成形機、ブロー成形機を

所有するものの、金型関連の設備はない。CIQAの長期的な計画の中に、全く新し

い機械加工の分野である金型関連設備への財政的、人的投資を含めるべきかどうか

は、巡回技術指導機能の強化とは次元の違う判断が先行すると考えられ、ここでは

考察の前提とはしない。

確かに、金型が成形不良対策の鍵を握る場合が多いが、本報告書のモデル企業

への提言でも強調したように、金型は成形の手段であって目的ではない。目的は良

い成形品を作り出すことである。金型の問題点を知り、ノウハウを持っているのは

金型設計者ではなく、まして金型製作企業ではない。成形工場である。

例えば機械加工専門の金型製作企業が作る金型に共通の代表的な欠点には、

l 冷却管の数の不足、結果的に成形サイクルを長くせざるを得なくなる。

l 押出しピン（Ejector pin）の不足、Ejector markが出る。

l 金型のピースの数が多い。

などがある。機械加工は知っていても成形を知らない為に、製作し易い金型と

なる傾向があるということである。一方、成形工場でのみ得られるノウハウには、

例えば、材料や肉厚による収縮率、金型の冷却方法、そして不良対策がある。この
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事は住宅を例にとると、家の良し悪しは、家の設計者よりも、家の施工業者よりも、

そこに住む人間が一番知っているのに似ている。家の設計者、施工業者が一番知り

たいのは中に住む人間の住み心地と使い勝手である。逆に、家の設計を知らなけれ

ば、また、家の施工が出来なければ、家の良し悪しについて物が言えないなどと言

うことはないのである。

ここでのCIQAへの提言は、金型へのアプローチとして、金型のメンテナンス、

製作、設計という機械加工を軸に考えるのではなく、成形工場の現場を軸とするこ

と、である。たとえ当面は生産管理を主体とした企業巡回指導であっても、成形の

現場での不良事例に一つずつ取り組み、現在の試験設備・検査設備を駆使しながら

不良の原因を分析し、その対策事例から得られるノウハウを蓄積していく。そのノ

ウハウこそ金型設計・製作者が求めているものである。具体的な活動としては次の

ようになる。

① 生産管理面での指導を求める企業の中から極力プラスチック成形企業を顧客と

する。

② 本調査で使用した自動温度記録計、自動圧力記録計を取り付け、成形状態をチ

ェックし、その結果を分析する。両記録計による成形状態の把握と問題点の提示

はほとんどの企業が経験のないことであり、CIQA のセールスポイントとして生か

すことが出来る。

③ 成形機がコンスタントに稼働したかどうか、していない場合は、その原因は金

型の不調か、成形機か、その他の原因か、を調査する。

④ 時間当たりのロットの区分をして、製品の寸法、重量、Weldline の長さ等を調

べ、電圧変動、金型温度、シリンダー温度、射出圧との相関を求める。原因が分

かれば対策は困難なものではない。成型品の物性のバラツキ検査には現在の CIQA

が所有する機器が利用出来ることが前提である。

⑤ 工場巡回を繰り返し事例を蓄積し、体系化する。

CIQAの強みである物性試験分析設備を活用しつつ、企業で遭遇する金型の成形

上の問題点を把握し、対策を立て、その結果を記録する。この作業を継続すること

で得られる成形のノウハウはそのまま金型設計のノウハウともなる。個々の成形企

業は自社の製品成形のノウハウは持っていても、扱う成形機、金型の数は限られて
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いる。巡回指導の利点を生かして各成形企業がもつノウハウを集積し、体系化する

事でCIQAの巡回指導課はプラスチック不良対策のエキスパートして伸びる事が出

来る。

1.2.2 企業巡回技術指導機能強化へのアプローチ

CIDESI・CIQAの両機関ともに、民間企業との繋がりの点では、本調査以前から、

訓練研修プログラムの開催、依頼に基づく試験、また、企業より持ち込まれた特定

の問題の解決へ向けての技術開発プロジェクト、等で数多くの実績がある。しかし、

要素技術を企業の生産現場で直接指導する企業巡回技術指導は両機関にとって新し

い活動であった。メキシコ全体をみても、大学等の教育機関による試験的な試み、

一部の大企業が実施している下請企業に対する生産指導プログラム等の散発的な例

を除けば、新しいスキームということができる。

この新しい活動の第一歩である要素技術移転調査は次のような段階を経て開始さ

れた。

1) CIDESI・ CIQA 内に日本人専門家とともに企業巡回技術指導にあたるカウンタ

ーパートグループが形成された。

2) カウンターパートはプロジェクトの全期間を通じて技術移転を受け、指導の経

験を積み、終了後の巡回指導活動の中核となる。

3) モデル企業の決定に当たっては両機関ともに、過去、両機関と何等かのかたち

で繋がりのあった周辺の当該要素技術に従事する企業、さらに開催したセミナー

への出席企業のうちプロジェクトへの参加勧誘に応じた企業、から候補企業リス

トを作り、選定作業に入った。

4) 各モデル企業とは巡回指導の経費の一部負担条項を含む契約を結んだ。経費負

担に難色を示し、参加を断念した企業もあった。経費の一部に対してメキシコ国

立貿易銀行 (BANCOMEXT) の技術サービス支援プログラム（PAT）から補助を

受けたモデル企業もある。

これら準備段階での作業項目はそのまま、今後、企業巡回技術指導を定着させ、

強化させていくために取り組まなければならない項目として適用することができる。

つまり　(1)　巡回指導のための組織作り、(2) 機関内の設備の拡充と職員の教育・
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研修、(3) 活動の広報・宣伝、(4) 財政支援措置、である。この4項目に、日本・欧

米での活動例を参考に、外部専門家とのネットワークを加えた5項目を企業巡回技術

指導強化へのアプローチとして図式化したものが図B-4である。
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図 B-4　　巡回技術指導機能強化への戦略
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1.2.3 組織

1.2.3.1 両機関の現在の組織と課題

企業巡回技術指導を今後継続的に実施していくためには、そのための部署が両

機関の全体組織の中で確立されていることが前提である。企業巡回技術指導は対象

が、通常、資金的に潤沢とはいえない中小企業である。公的な技術支援機関として

国の産業を支える中小部品企業の技術レベルの向上に貢献するという活動の性格を

考慮すれば、この活動が少なくとも当分の間はコストセンターとなることは覚悟し

ておく必要がある。その前提で組織、必要な人員を維持していくための予算措置を

講じておかなければならない。

CIDESI・CIQAの現在の組織図を図B-5、図B-6に示した。職員数はCIDESIがおよ

そ200人、CIQAが150人である。

CIDESIにおいては5つの部 (Gerencia) のうちの一つである生産技術部 (Gerencia

de Ingeniería de Manufactura) のなかに巡回指導課（Departamento de Servicios de

Extensión）が組織されている。なお現在、組織の見直しを検討中である。一方 CIQA

においては  2つの部  (División) のうちの一つであるプラスチック成形技術部

(División de Tecnología de Procesado de Plásticos) のなかに巡回技術指導課 (Unidad

de Servicios de Extensión Tecnológica) が発足している。

(1) 企業への総合的技術サービス

両機関は既に企業からの委託を受けて各種のサービスを実施してきている。内容は、

材料試験･分析・評価、製品検査、測定依頼、非破壊検査、新素材開発、製品設計、さ

らに教育訓練や各種セミナーの開催などが含まれている。各担当部門がそれぞれに相

当数の顧客を既に開拓していることになる。その上に、当調査を契機に、企業巡回指

導課が新設されたわけである。機関としてより広範囲の対企業サービスが可能になっ

たことになる。しかし企業から持ち込まれる問題は多様である。また、しばしば企業

自身が問題の所在を的確に掴んでいない、間違った問題分析をしている例も少なくな

い。企業へのより適切で総合的なサービスの遂行のために、企業巡回指導課創設を機

に、機関における各部門間の連携、協調体制を見直し、強化していく必要がある。
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図 B-5　　CIDESI 組織図
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図 B-6　　CIQA 組織図
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(2) 企業技術相談窓口

既に両機関には対企業の窓口業務に当たる部門が存在する。しかし企業からの各種の

相談・注文を一括して受け、内容に応じて、また必要であれば簡易診断をした上で、

機関内の全部門の中から適当な部署を選んで企業に紹介するといった、統一窓口

（Ventanilla Unica）の機能は果たしていない。機関における各部門間の連携、協調体

制を推進するためにも、この部門の人員・権限の強化が必要である。

(1)(2)については次章で各部門間の連携協調の具体例を示す。

(3) 職員の確保

企業巡回指導には生産現場に直結した知識・経験に加えて、指導の実績を重ねること

で蓄積される企業指導のノウハウが重要である。意欲と能力と、さらに少しでも長い

現場での経験を持つ職員を採用し、教育訓練を施しつつ、OJT で経験を積ませノウハ

ウを習得させていくことになる。

機関の課題はまず優秀な職員を採用することであるが、同時に、経験とノウハウを積

んだ職員の退職・転職を如何に防ぐかが次の課題となる。他の技術移転プロジェクト

の失敗例で、その原因を検証してみると、公営の技術支援機関の場合であれ、一般企

業の場合であれ、移転を受けた職員が退職、転職でいなくなったケースがもっとも多

い。

公的技術支援機関である両機関にとって、企業巡回指導はメキシコ中小企業の技術力

向上の為に果たさねばならない使命のひとつである。しかし経営基盤が脆弱な中小企

業が相手であり、日本での例をみるまでもなく、両機関の収益に大きく貢献できる部

署ではない。この認識にたったうえで、経験を積んだ職員の退職を防ぐ策として、給

与面での待遇改善、つまり民間企業との給与格差の改善、各種のインセンティブ、教

育訓練をするに当たって一定期間の勤務継続を条件付ける、などの配慮と対策を講じ

るべきである。特に給与にコンサルティング活動面の実績を加味するインセンティブ

は、職員の能力開発･受注促進･成果向上などの動機づけにも役立つ。評価期間におけ

る顧客企業数、収益、企業への貢献度と企業からの評価などがインセンティブ給与の

ための評価項目となる。
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(4) 巡回指導要領の策定

両機関の巡回指導課は組織としても新しく、モデル企業以外に対する巡回指導も開始

したばかりである。今後のサービスを軌道に乗せ、効率よく運営していくために、巡

回指導マニュアルとは別に、指導課内の対企業巡回指導要領の作成を提案する。以下

はその素案である。

I　構成

診断･指導の管理体制

診断･指導業務に対するサポート体制

顧客企業への担当者の割り当て

報告書の提出

II　診断･指導の管理体制

(1) 担当者の役割

① コーディネーターの指示に基づき工場診断を適切に行い、結

果を報告書にまとめ、報告･提案する。内容は、課題の摘出、

改善実施案、実施スケジュールを骨子とする。報告書案をま

とめる過程で、その内容を企業･工場トップに提示し、根本

的事項について事前調整をしておき、報告段階で食い違いが

生じないようにしておく。

② 工場診断報告に基づき、課題として設定されたテーマに対し

て、取り組みの方向付けと助言･情報提供により、企業の改

善活動を指導する。

(2) テーマの決め方

① 担当者と顧客企業の協議により、工場の実態と優先順位を勘

案し、両者の納得できるテーマを設定する。

② とくに重大テーマについては、契約期間と担当者の経験･能

力を勘案し、コーディネーターを交え決定する。

(3) コーディネーター（課長）の役割

① 週 1 回担当者より経過報告を受け、有効･適切なアドバイス

を行う。

② 月 1 回顧客企業を訪問し、指導内容と企業ニーズに乖離のな

いことを確認する。さらに企業ニーズの掘り起こしも行う。

(4) 部長の役割

① コーディネーターが適切に対応できるよう、指導･管理する。
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② 適宜、各顧客企業に対する取り組み経過と課題を所長に報告

し、機関内の適切なサポートが講じられるよう手配する。

③ 技術指導の経験・事例の内部での共有化、マニュアル化を推

進する。

III　診断･指導業務に対するサポート体制

(1) 経過報告とチェック

① 組織としての企業サービス事業であり、担当者はコーディネ

ーター、部長への説明･報告の義務がある。

② コーディネーターは実施計画に対する進捗度のチェックと遅

れ原因の分析を行ない、必要に応じて有効な方策案を指示す

る。

③ 部長は所長に対して、適宜企業別の取り組み経過と協議中の

案件を総括的に報告する。

(2) 関連情報の提供とサポート体制

① 関連情報の提供とサポートには、情報の共有化が基本要件と

なる。

② 企業向け報告書･ファイルは、部門管理を原則とする。

③ 金型交換時間の短縮等の共通的成果は、技術領域別に情報管

理を行い、検索しやすいデーターベースを構築する。

④ 情報･ノウハウの共有化を促進するため、月 1 回の部長主催

の成果報告と事例研究の全体会議を行なう。

IV　顧客企業への担当者の割当て

(1) 対応能力のある担当者を選び、かつチームワークを発揮させる。

① 担当者の適性、ニーズに対する適･不適の判断は、コーディ

ネーター及び部長の役割である。個々の要員管理資料を作成

し、各要員の能力開発目標や得意領域を明確にしておき、担

当割り当てに役立てる。

② 担当者チームの固定化は、緊張感をそぎ、かつ、能力開発に

も支障をきたす恐れがあるので避ける。
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V　報告書の提出

(1) 報告書案の作成と承認

① 工場診断結果、指導活動結果の報告書作成にあたっては、担

当者は事前にコーディネーターと調整し、承認を得るものと

する。

② 企業側との調整を図った上で報告書をまとめるが、ノウハウ

の共有化を促進するために、可能な限り、部内での意見交換

を経て最終的にまとめる。

③ 報告書の提出は担当者個人の責任に基づくものではなく、最

終的には、機関の責任に帰着する。

(2) 報告書･技術資料の管理

① 報告書･技術資料は、業種・企業別、技術分野別に部として

一元管理を行なう。

(5) 技能工の必要性

職員の人数、そのバックグラウンドは実施していく指導の実態と目指す方向に合わせ

て調整していくことになるが、実際の生産現場での技術、技能が指導の中心であるこ

とから、10年程度の現場経験を積んだ技能工を指導チームに加えることも有効である。

1.2.3.2 機関内における各部門間の連携、協調体制

日本での技術アドバイザー事業、巡回サービス事業の経験で繰り返し指摘され

ている点の一つは、企業側から持ち込まれる問題に対する企業側自身の判断・原因

分析が間違っている例が多いということである。一つの窓口で受付けられた企業か

らの問題提起に対して、簡易診断の後に、巡回技術指導部門を含めた機関内の全部

門のうちから適当な部門を選び、企業に紹介するといった柔軟な組織が求められて

いる。各部門の協調体制、横の連携が、サービスの質を高めていくためには重要で

ある。

(1) 技術サービスに関連する部門

現在の両機関の民間企業への技術業務のうち、巡回技術指導に関係する技術指導

及び技術移転を、まとめて技術サービスと呼ぶことにする。
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新設された巡回指導課は、前述のように、CIDESIにおいては生産技術部（Gerencia

de Ingeniería de Manufactura）、CIQAにおいてはプラスチック成形技術部（División de

Tecnología de Procesado de Plásticos）に属している。両機関はそれぞれ異なった組織

を持っているが、企業への総合的な技術サービスを遂行していくためには、次の 3

部門の緊密な連携が不可欠である｡同時に、技術サービスに使用される図面や技術的

書類、すなわち、技術サービス情報の作成、使用条件、管理方法も確立しておかな

ければならない。

技術管理部門

材料試験・検査部門

巡回指導課を含めた生産技術関連サービス部門

(2) 各技術サービス部門の役割

1) 技術管理部門

機関の企業技術相談窓口として、企業からの技術サービス申し込みは、試験・

検査・分析から設計、技術指導さらに教育・訓練・セミナー開催まで全て、この

部門を通すことが望ましい。このシステムは個人間の繋がりで物事が進むことの

多いメキシコでは馴染みにくい面がある恐れもある。しかし、企業の立場からは

一個所で全ての用が済むことになり、きわめて都合が良い。機関側のメリットと

しては、各種の業界情報・企業情報が蓄積できることになる。CIDESI・ CIQA は

今後、新しい顧客企業としてメキシコ全土のプレス加工、または、プラスチック

成形企業を対象にしていく計画であり、この窓口の一本化の重要性はさらに増す

筈である。

申し込みのうち定型的な検査・分析依頼はそのまま担当部門につなげばよいが、

企業からの各種相談に対してはこの技術管理部門の担当者が企業を訪問し、状況

を判断し、さらに簡易診断までを実施するべきである。企業の要求を的確に掴ん

で担当部門、担当者に引き継ぐためでもあり、依頼業務に関わる企業との各種取

り決め・契約、および業務の終了後の当該企業に対するフォローアップを担当す

るのはこの部門である。さらに内容のある企業情報を蓄積していく助けにもなる。

担当職員が不足する場合は、他の部門の専門職員を同行し協力を仰ぐことになる

が、あくまで企業との窓口業務は一貫して技術管理部門の責任で行うべきである。
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技術管理部門のもう一つの役割は、後述する各種技術情報の統一的な管理、標

準化、規格化、例えば図面番号の体系化等であり、機関内の各種技術委員会の設

置と運営などもこの部が主導権をもって実施することが望ましい。

2) 材料試験・検査部門

技術サービスの内の、材料試験･分析・評価、製品検査、測定、非破壊検査、委

託研究等を担当する。企業からの直接の依頼案件以外に、生産技術サービス部門

からの依頼を受けての業務もある。

3) 生産技術関連サービス部門

技術サービス業務のうち材料試験・検査部門が担当するもの以外は、全てこの

部門の担当となる。技術開発、生産技術・管理技術のコンサルティング、巡回指

導、企業向け教育訓練、さらに各種セミナーの開催などが主要な業務となる。CIDESI

で行われている委託設計・委託製作などもここに含まれる。業務に伴って、設計

図や各種技術書類はここで作成されることになる。

(3) 技術サービス情報の種類

技術支援機関の技術情報は次のように区分される。

文献；図書、雑誌及び各種印刷物、コピー類で図書室に保管されている場合が

多い。各実務者は自分に関係のあるものを複写し、自分の資料として、保管する傾

向がある。

規格；製品、部品、材料及び製図に関する機関の自主規格、業界団体規格、国

家規格（DGN、JIS、ANSI、DIN、BS等）、国際規格（ISO）等。これらについて

も文献と同じ性格を持っており、図書室で保管整備すべきものであるが、頻繁に利

用される部分は別刷として各実務者に配布使用されるのが通常である。

マニュアル；マニュアルという語は、一般に便覧という意味も含まれているが、

ここでは技術的業務を行うための資料と手順、案内書、教育資料類をいう。当調査

での成果品である巡回指導マニュアルもここに含まれる。
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設計図；技術サービスの成果品である設計図面は顧客企業へ提出するか、ある

いは外部又は機関内の製作部門に配布される。設計図面の管理は、技術サービス情

報管理のうちで最も大切なものであり、この管理は、個々の担当者や部門ではなく、

一括して技術管理部門が担当するのが一般的である。

技術資料；技術サービスの過程で作成された、設計図、実験・分析による技術

計算値、性能・材料試験と検査の成績と設計条件との関係等の資料は、その後の類

似の技術サービスの参考資料として非常に貴重なものである。プレス加工に例をと

れば、加工計画計算書、加工工程編成計画書、作業方式計画書、金型構造と各部形

状の条件設定計算書等である。これらも設計図と同様に、技術管理部門のデータベ

ースで一括管理されるべきものである。

上記の技術情報のうちで、技術サービスに頻繁に使用されるものは、マニュア

ル、設計図類と技術資料である。

(4) 技術サービス業務の手順

技術支援機関による技術サービス業務は、個々の注文毎に、通常は次の図に示す

ようなフローで行われる（図 B-7）。

図 B-7　　技術サービスのフロー
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これをもとに、技術管理、材料試験・検査、生産技術関連サービス、の各部門

の担当すべき役割を示したのが図B-8である。技術支援機関として、CIDESI・CIQA

が目標とすべき体制である。

図 B-8　　技術サービスにおける各部門間の連携・協調体制

(5) より良い技術サービス業務への提言のまとめ

企業へのより効果的で統合的な技術サービスを実現するために、企業から受ける

各種の技術サービス依頼を、各部門が個別に対応することなく、材料試験・検査部

門、設計部門、巡回指導課を含めた生産技術サービス部門が連携して、機関全体と

して対応していく体制の確立・強化が必要である。この体制の下で、例えば、材料

試験を受注した場合でも、その結果だけをそのまま企業へ提出するのではなく、他

の部門と協力した上で、その結果を生産の加工プロセスへどう反映させるかの技術

提言までを含める事が出来る。逆に生産加工ラインへの指導業務の過程で、より適

切な提言のために材料試験・検査の必要な場合もある。

既にこういった部門間の連携は CIDESI、CIQA の両機関においても実績はある。

しかしこれをより効果的に推進していくためには、対企業の統一窓口として機能し、
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機関内では各部門間の調整業務を担当し、さらに機関全体の技術サービス情報を一

括管理する部門が不可欠である。必要な人員を確保した上で、さらに部門間の調整

業務には相応の権限が、技術情報の一括管理には権限に加えて必要な設備が用意さ

れなけれならない。
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1.2.4 機関内設備の拡充

通常、公営技術支援機関に設置される各種設備機器・生産機械は次のような目的

をもつ。

-　対企業用

委託試験・検査

委託または協同開発研究

技術・技能訓練等の企業研修プログラム

受託生産・受託製作加工（金型）等の企業への生産援助

設備の貸与

-　職員の教育・訓練

既に両機関ともに試験、検査用機器を初めとした設備機械類を揃えている。ここ

では巡回指導課職員の教育･訓練を中心にして、今後の設備拡充について考察する。

生産技術の実際を経験習得し、生産現場での経験不足を補うための設備の強化計画

案である。

1.2.4.1 CIDESI

CIDESIの生産技術部（Gerencia de Ingeniería de Manufactura）には、新設の巡回指

導課（Departamento de Servicios de Extensión）のほか、生産技術課（Departamento de

Procesos y Metodos de Fabricación）、保全技術課（Departamento de Mantenimiento

Especializado）がある。生産技術部にはこの生産技術課と保全技術課に属する工作

場がある。現在、この工作場では機械類の注文製作、修理が行われている。一方生

産技術部では、小規模ながらも、既に簡単な金型の設計、工作場の機械を使っての

金型製作も行っている。CIDESIの将来の目標であるプレス加工総合技術センター

計画の中ではこの金型設計・製作部門は金型センターとして機能する予定である。

最近マシニングセンターとワイヤーカットマシンが納入された。

これからの設備の強化に当たっては、現在CIDESIが所有している機械をベース

に、目的を明確にしつつ、下記のように段階的に進めていくことが現実的であり、

望ましい。
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段階 �1

プレス加工企業に対する巡回技術指導を担当していく巡回指導課の職員が、一通りの生

産技術、すなわち、プレス加工、プレス金型の設計、製作、修理、の実際を経験習得し、

生産現場での経験不足を補うこと。ついで、技術巡回指導の過程で生じてくる各製品、各

材料ごとの加工条件の設定の必要性などにも対応する。

段階 �2

この段階では、企業の注文を受けての金型の設計製作をするだけではなく、地域の金型

センターとして、企業に対する金型技術の啓蒙活動、技術訓練センターとしても機能する

ことを目的とする。

現在生産技術部が、所有する機械設備を工作場のレイアウトとともに図B-9、図B-10、

図B-11に示した。さらに他の部で所有する機器のうち、プレス加工及び金型の企業サ

ービスに供する機器を表B-9に纏めた。

表 B-9　　CIDESI 材料技術部の検査機器の内

プレス加工関連業務で必要となる機器リスト

機器名

3次元測定器　2台

万能試験機

マイクロビッカース硬度計

ロックウェル硬度計

探傷器

以上の現有機器をベースにして、今後CIDESIが購入していくべき機械を整理したも

のが表B-10である。各機器名の前につけた記号（**、*）は強化の優先順位を示すもの

である。
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図 B-9　　CIDESI 生産技術部保有機器（Mantenimiento Especializado）
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図 B-10　　CIDESI 生産技術部保有機器（Maquinados）
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図 B-11　　CIDESI 生産技術部保有機器（Soldadura）
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表 B-10　　CIDESI が今後購入していくべき機器リスト

機器名 仕様
概算コスト
（1,000US$）

備考

** 機械プレス 50～100ton 30
1)
2)
成形加工の教育訓練用
金型の試打ち用

** 油圧プレス 150～200ton 30
1)
2)
成形加工の教育訓練用
金型の試打ち用

○ 金型用CAD/CAM 20～40

○ マシニングセンター（M/C） 36ATC以上 100～300

○ ワイヤーカットマシーン（WEDM） 100～200

* CNC型彫用放電加工機（EDM） 80～200
1) 空調付きの専用区画が必要

* ジグミリング
1)
2)
金型及びダイセットのピッチ間隔の正確な穴明け用
ジグミリングは汎用プログレッシブ金型用で、精密プレス加工金型に対しては
ジグボーラ＋ジググラインダーが必要

プロファイルグラインダー 100

Conical Cup Tester
1) 材料の成形性の試験（しぼり加工用）

Ericsen Tester Machine
1) 材料の成形性の試験（はり出し加工用）

停止性能測定装置
1) クラッチブレーキの性能チェック

ロードテスター
1) プレス機械の荷重測定用で、偏心荷重のチェックに使われる。

（**：優先順位　1、*：優先順位 2、○：CIDESI購入済）
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1.2.4.2 CIQA

CIQAはCONACYT傘下では唯一の、化学関係のアカデミックな研究機関であり、

研究用設備も先進国を含む諸外国の研究所と比較しても遜色のない最新式のものを

揃えている。最近はポリマーの研究に重点が置かれ、成形技術に関しても射出、押

出し、ブロー成形までをカバーしている。ただしプラスチック成形金型は全て輸入

品であり、扱っていない。

1) 成形機

プラスチック成形技術部には材料技術パイロットプラントがあり、射出成形機、

ブロー成形機、押出成形機をはじめとして表 B-11に示す設備がある。企業からの

委託を含めた各種成形技術の研究を行っているが、研究のメインテーマは成形材

料である。現在のカウンターパートの一部は実際の生産現場での経験はないが、

ここでの成形機を使っての加工経験を持っている。

新しく設置された巡回技術指導課の職員が、生産現場での経験不足を補うため

に成形技術の実際を経験習得するためには、職員が自由に使用できる成形機は是

非とも必要である。CIDESI における設備の強化計画の中で、試し打ち用プレス機

械に高い優先順位を与えたのと理由は同じである。CIQA 内部の部門間の調整によ

る問題であるが、現有の成形機を利用できるのであれば、それを利用した訓練計

画を立てるべきでありそれが望ましい。

もしそれが難しい場合は、早急に巡回指導課専用の成形機の購入を計画すべき

である。表 B-12には巡回指導課が新しい成形機を購入、設置する場合の購入機器

リスト案である。リストには製品検査用の機器とともに、新しい工作場を作ると

いう前提のもとで、必要と考えられる細かな工具類まで含めた。当面は職員の教

育訓練が主要目的であるが、同時に、製品・材料ごとの成形条件を設定するため

の実験にも使うことが出来、企業に対してより適切な指導が可能になる。
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表 B-11　　CIQA プラスチック成形技術部のパイロットプラントの保有機器

機器名 仕様 メーカー名

1. Máquina Inyectora 90 tons Fama

2. Máquina Inyectora 75 tons Battenfeld

3. Extrusor L/D = 25, D = 25 mm Killion

4. Extrusor
L/D = 25, D = 25 mm

(altura y nivel horizontal
ajustable)

Killion

5. Extrusor L/D = 25, D = 32 mm Betol

6. Extrusor doble husillo contra-rotatorio Brabender

7. Extrusor doble husillo para extrusión reactiva Werner & Pleiderer

8. Dado para co-extrusión de
lámina o película (cast fim)

300mm de ancho y apertura variable (1mm máximo)
para co-extrusíon de tres capas

9. Dados diversos para extrusión de filamento, lámina, tubo, película y
otros tipos de perfiles

10. Reómetro de Torque 1.5HP, con varios accesorios Brabender

11. Reómetro de Torque 7.0HP, con varios accesorios Brabender

12. Prensas con Calentamiento
Eléctrico 25 tons PLI

13. Mezclador Intensivo para polvos Henschel

14. Molino de Rodillos rodillos de 8cm de diámetro y
con calentamiento eléctrico Schwabenthan
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表 B-12　　CIQA が今後購入していくべき機器リスト（1/2）

機器名 仕様 概算コスト 備考

成形機一式
射出成形機 300 トン
金型 技能研修用

2～3面
金型温度調節器
乾燥器 熱風式
エアーコンプレッサー 空気圧
チェーンブロック
作業台
万力 75～100cm
グラインダー
台秤 10kg
上皿秤 200g
温度計 0～350 度 棒状-2

表面温度計
ノギス 150mm（0.05mm）
トーチランプ
鋼製巻尺 2m

製品測定機器類

測定用グラナイト定盤
マイクロメータ
ハイトゲージ
ブロックゲージ
（3次元測定機） 上記の測定機類のみで

も作業可能
観察用実体顕微鏡

工具類
材料スコップ
ノズル用スパナ
六角スパナ
プライヤー
ニッパ
モンキーレンチ
スコヤ 100～200mm
ナイフ
ハンマー
木ハンマー
ドライバー 75、150、200mm
刷毛
へら 黄銅板
銅棒 黄銅棒 先端のとがった物
油砥石 金型磨き用
青粉、青棒 金型磨き用
竹串 金型磨き用
酸化クローム 金型磨き用
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表 B-12　　CIQA が今後購入していくべき機器リスト（2/2）

機器名 仕様 概算コスト 備考

補助材料
離型剤 シリコン（スプレイ）
パージ用材料 ポリエチレン(高密度）
錆止用グリス
白灯油

その他
リンネル布 金型掃除用
ウエス
手袋

2) 金型関連設備

1.2.1章における CIQA の技術指導課の今後の方向の考察では、生産技術に関し

ては“成形不良対策”にテーマを絞ることを提言した。成形不良対策であれば当

然金型が主要なテーマの一つになる。しかし、そこでは同時に、金型の設計製作

の設備を持たなければ成型不良対策の企業技術指導は出来ないと考えるのは間違

いであることも強調した。CIQA にとって機械加工は専門外である。現在使用中の

成形用金型は輸入品であり、金型のメンテナンス、設計、製作ともに行っておら

ず、設備もない。施設も技術者もいないということである。しかし分析検査機器

は充実しており、1.2.1で提案した方法で巡回指導の継続は十分可能である。

しかしながら、もし将来 CIQA が、CIDESIと同様に、企業向けのプラスチック

成形総合技術センターとして発展する方向を選ぶのであれば、現在のように金型

関連施設を一切持たないままでは困難であろう。その場合は、成形機の導入の次

に、100～300 トン成形機用の金型を対象として金型分野に取り組み始めることに

なる。

通常の成形企業が金型を始めるときには、まず、工場内に簡単な工作機械を揃

え、金型のメンテナンスから始める。次に機械加工の技術が向上するにつれ、外

部からの設計図面をもとに製作に挑戦することになる。しかし CIQA が必ずしも

このステップを踏まなければ成功しないということはない。CIQA は巡回指導を通

して成形不良における金型の問題事例を集積し体系化していくことで、金型設計

に必要な大きなノウハウを持つことになる。メンテナンスから製作へと進む機械
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加工のステップと併行して、金型設計を始めることを推奨する。設計には多くの

投資を必要としないという点で、CIQA にとって全く新しい分野である機械加工を

始める前に、まず設計から入ることも考慮の価値がある。

シナリオ �1　金型設計

金型設計に取り組むには、メンテナンス同様熟練者の指導は必要ではあるが、当面大

きな投資は必要としない。アプローチとしては、まず工場に赴き、成形、及び金型の

問題点を聴取する。次には金型の設計図、仕様書を手に入れ研究を進め、仕様書を作

成することから始める。その後、徐々に簡単な金型図面を書いていくことになる。巡

回指導で得られたノウハウが生きることになる。可能であれば早い時期に CAD を購

入することは望ましい。なお内部で本格的に金型の製作に取り組むまでの期間の措置

としては、金型製作の実績と設備を備えた民間企業または他の技術研究機関と提携し、

製作を委託することを提案したい。金型の分野では特に民間企業からのサポートが欠

かせないことは既に述べた。

シナリオ �2　金型製作

段階 �1　金型メンテナンス

メンテナンスに取り組むことの利点は、金型の構造をよく理解できるようになり、技

術指導には大きな助けとなることである。金型のメンテナンスには、次に示す最小限

の工作機械を揃え、技能者を雇用することが第一歩となる。初期の段階では指導者を

外部から招聘して担当者への教育訓練を行う必要があろう。

・旋盤

・ボール盤

・フライス盤

・研磨盤　etc.

当面は、所内の研究用金型の修正と改良程度を目標とする。ダイレクトゲートからホ

ットランナーへの改良、または企業の実情に合わせて、反対にホットランナーからダ

イレクトゲートへの改修など、である。徐々に機械加工の技能者を内部にも育成しつ

つ、その加工技術を高め力を蓄えていくことになる。この段階だけで少なくとも数年

はかかるのが通常である。



B-56

段階 �2　金型製作

金型製作への移行は、工作機械が充実し、それを扱う技能者の質、数が揃ってきた段

階で考慮すべきである。金型の製作は、良い機械があれば精度の高い金型が出来ると

いうものではなく、最後の仕上げを決めるのは技能者の能力と経験である。目的が、

職員への教育・訓練、企業への生産技術指導の補助、であっても、CIQA が現在の状

態から金型の製作に取り組むには大きな投資を含む長期的な環境の整備が必要であり、

安易に取り組むべきではない。
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1.2.5 職員の教育・研修

1.2.5.1 指導内容に基づいた職員の教育・研修

CIDESI・CIQAが予定している企業巡回技術指導には、生産現場の実態に即した

生産技術、理論だけではなく経営に活かす生産管理技術が強く求められている。さ

らに、公的技術支援機関である CIDESI・CIQAとしては企業に対して、基礎生産

技術の啓蒙活動も期待されているといえる。その理解の上で、両機関の企業指導は、

新しい巡回技術指導活動が定着し、メキシコにおいて活動が自他共に認知されるま

では、間口を広げることなく、プレス加工とプラスチック成形加工に特化して活動

を継続することが望ましい。

何れの国においても、公的技術支援機関職員の共通の悩みは、地域に密着して

はいるが現場を知らないということである。日本の場合も、職員の大半は企業での

経験を持たずに入所する。企業技術指導の特別なマニュアルはないが、入所後、内

部で訓練・教育を受け、経験を積みながら、徐々に企業指導の前面に出ていく。生

産現場での経験が不足しているために生ずる第一の問題は、企業の問題の原因を正

しく把握できない、あるいは正しく把握するのに時間がかかりすぎることである。

同時に、巡回指導において期待されているのは企業側を説得し、改善策を実行させ

ることであるが、改善策の実行は企業側にコストの負担、しばしば新たな投資を求

めることになる。問題を正しく把握し、適切な提言が用意出来た場合でも、長い現

場経験を持つ企業側担当者を自信を持って改善に向けて説得することは容易ではな

い。

機関の企業巡回技術指導課職員の教育・研修とは、生産現場に直結した知識、

問題解決の指導に必要なノウハウ、経験、を生産現場ではない支援機関において如

何に積み上げていくかということである。

両機関ともに対策は、次に述べる各種のプログラムということになり、事情に

応じて単独にまた組み合わせて、計画し実施していくことになる。なお実際の計画

の策定にあたっては、1) 2年間にわたって日本人専門家より技術移転を受けた本調

査のカウンターパートを対象としたプログラム、2) 本調査のカウンターパートに

よる新しい職員に対する教育プログラム、の両側面を併行して考慮していく必要が

ある。
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(1) 職員の企業への派遣

当該技術を有する企業に一定期間職員を派遣する。派遣先企業では生産現場・研

究現場における十分な専門的知識および経験を有する技術者について研修すること

が重要である。この場合、当然企業秘密漏洩防止の何らかの措置が必要であろう。

サポーティングインダストリーの目標は当然、国際マーケットでの完成品への部品

供給である。研修先の企業としては部品の OEM 生産に長い経験を持つ企業、また

は完成品アセンブラーで当該技術のセクションをもつ企業を国内に限らず、国外に

も求めることが望ましい。特に生産管理技術については、生産管理の各種の理論、

活動が、実際に、生まれ実行されている工業先進国の工場を見分し、実習すること

がその後の指導業務には欠かせない。

(2) 外国人コンサルタントの受入

企業技術指導のオンザジョブトレイニング (OJT) が目的である。要素技術、生産

管理で実際に企業指導の経験を持つ外国人コンサルタントによる OJTは指導のノウ

ハウの移転を受けるのにはもっとも効果のある方法である。

(3) 外部専門家・コンサルタントとの協同指導

民間の技術者などの外部専門家と機関の技術職員からなるチームを編成して、企

業巡回技術指導にあたる。機関の技術職員にとっては有効な訓練の場となる。機関

技術職員に十分な実力がついた段階では、指導テーマごとに必要に応じて専門家と

の指導チームを編成することになる。

外部専門家とのネットワークの必要性については後述するが、外部の技術専門家

のみを技術アドバイザーとして派遣した場合でも、技術職員はその成果をフォロー

することによって、技術指導を追体験することができる。

(4) 指導マニュアルの利用

当調査の成果品である巡回技術指導マニュアルである。マニュアルは要素技術の

教科書的な解説だけではなく、調査の期間中に遭遇したあらゆる問題とその対処・

解決案をまとめた事例集の体裁をとっている。将来、指導の過程である問題に直面

した場合、過去の類似ケースでの指導例は何にもまして有用であるからである。今
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後の巡回指導の過程では今回の調査で作成したマニュアルを適宜利用するとともに、

同一の様式で新しい指導の事例を追加していく。さらに内容の充実した、メキシコ

の生産現場の事情を反映したマニュアルを持つことになり、職員の教育・研修の助

けになる。

(5) 機関内モデル設備の設置

ここで提案するモデル設備とは、機関内に金型の設計製作、さらに試験加工、加

工技術研修および不良対策の実習用の成形機を備えた部門を持つことである。具体

的な内容については 1.2.4機関内設備の拡充で記述した。

モデル設備を備えることの目的は第一にそれを使って職員の教育・研修を実施す

ること。もとより試作品作りと製造業としての物作りは同じではないが、生産技術

の実際を習得することで、生産現場での経験不足を補うことができる。

予算が許せば、個々の中小企業者では装備できない機器・新鋭試験設備を導入し、

機関自身が中小企業に先駆けてその機能を把握し、活用法の習得をすることもでき

る。機関技術職員の能力向上、指導業務に役立つだけではなく、企業に機器を貸与、

開放することで業界の技術レベルの向上に貢献することができる。

(6) 職員の教育機関への派遣

技術職員を当該技術に詳しい大学・専門学校で一定期間研修させる。ただし大学

等の教育機関での内容が企業の生産現場でそのまま生かせることは希である。目的

を特定の問題に限定した上で、研修の内容を慎重に吟味することが必要である。

1.2.5.2 生産技術の研修目標

技術支援機関の巡回技術指導を、教育機関による企業向けセミナー・訓練プロ

グラムから差別化し特徴あるものとするために、例え担当する分野が生産管理、企

業経営の何れであっても、職員全員が一定レベル以上のプレス加工、プラスチック

成形の生産技術の知識と経験を習得している事が望ましい。要素技術、固有技術の

ベースがあってこそ、適切な生産管理、経営の指導も可能である。本調査があくま

で要素技術の移転を第一義的に考えたのはその為である。

生産現場に直結した生産技術の知識と経験を、生産現場ではない支援機間内に
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おいて職員に積ませるための教育･研修計画については前節で触れた。ここでは職

員の技術教育研修の目標をどこに置くかについて述べることとする。

メキシコにおいては技能者の技能を一定の基準によって評価する一般に認知さ

れたシステムは今のところ存在しない。このことは技能者だけではなく技能者を雇

用する企業の経営者側にとっても不都合なことであり、製造業界全体としての今後

の課題であるといえる。

当然の事ながら両機関の職員は巡回指導に必要な技能を身につける事を目標に

しているのであって、技能者を目指しているのではない。しかし、両機関の巡回指

導機能強化策の一環として職員への教育･研修を考える上で、目標とする技能レベ

ルの基準が明確でない事は不都合である。一つの参考例として日本における技能検

定制度を紹介する。

日本の技能検定制度

日本における技能検定は労働者の有する技能を一定の基準によって検定し、こ

れを公証する技能の国家検定制度である。目的は技能者の技能修得意欲を増進させ

るとともに、技能及び職業訓練の成果に対する社会一般の評価を高め、労働者の技

能と地位の向上を図ることである。近年海外においても関心を持たれはじめている。

なおこの検定制度はいわゆる就業制限を伴うものではなく、純粋に技能者の有する

技術を評価するものである。

技能検定は職業能力開発促進法で定める検定職種毎に分かれており、1960年に5

職種で始められ、現在は133種について特級・1級・2級・3級・基礎1級・基礎2級に

区分されている。労働大臣名で実施される試験は、実際に作業等を行わせてその技

能程度を検定する実技試験と、技能の裏付けとなっている知識について行う学科試

験よりなる。学科試験は単に学問的な知識を試験するものではなく､作業に遂行に

必要な正しい判断力及び知識の有無を判定することに主眼をおくものである。合格

者に対しては合格証書を交付し職種名を関した技能士の称号が付与される。
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各級のレベルについては、次のように定義されている。

特級 管理者または監督者が通常有すべき技能

1級 上級の技能労働者が通常有すべき技能

2級 中級の技能労働者が通常有すべき技能

3級 初級の技能労働者が通常有すべき技能

基礎1級 検定職種に関わる基本的な業務を遂行するのに必要な技能

基礎2級 検定職種に関わる基本的な業務を遂行するのに必要な基本的な技能

上記の定義だけでは実際の求められている技能の程度が明確ではないが、特級

は1級技能士が生産現場の管理・監督をする為に必要な生産管理・経営の分野の知

識を大幅に試験範囲に含めて10年前に創設された。1級はドイツのマイスターに相

当すると考えられており、現場の職長クラスの技能者に求められている技能レベル

である。2級は技能専門職の為のものである。受験資格は大学卒業者の場合、2級ま

では実務の経験年数は求められないが、1級の受験には8年（2級合格者に対しては5

年）の実務経験が求められている。日本の企業では、規模に関わりなく、生産現場

の技能者には2級技能者の資格、現場の責任者には1級技能者の資格を取得する事が

奨励されている。

両機関の巡回指導課職員に対する生産技術の研修目標の目安としては、日本の1

級技能士の学科試験問題、2級技能士の実技試験問題が参考となると考えられる。

Annexとして1997年度の試験問題を添付した。

なお将来、巡回技術指導を通じて、CIDESIがプレス加工、CIQAがプラスチック

成形の技術支援機関としてメキシコ内での名声が定着してきた段階で、二つの要素

技術に限定してとはいえ、両機関による技能士認定制度を始めることが出来れば、

メキシコにとっての新しい試みとなり画期的なものとなろう。
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1.2.6 巡回技術指導の広報・宣伝

1.2.6.1 広報・宣伝の重要性

企業巡回技術指導に限らず、活動を継続させていくためには、活動を広報し、

その効果を宣伝していかなければならない。両機関の巡回指導の目的が最終的には

メキシコのサポーティングインダストリーの一般技術レベルを向上させることであ

る以上、対象の企業を所在地域に限定する必要はない。むしろメキシコ全国の両要

素技術に携わる企業が対象となる筈である。幸い、生産現場での要素技術の指導と

いう当計画のスキームはメキシコにおいて新しいものである。可能なチャンネルを

通して、定期的に、全国の中小企業者に機関の活動内容を広報・宣伝して利用を促

す方策を早い時期に開始する必要がある。

新しい活動である企業巡回技術指導がしっかり定着するまでは、活動の間口を

広げることなく特定の要素技術、具体的にはプレス加工とプラスチック成形加工お

よびその金型に特化していくことが賢明であろうと“1.2.5.1　指導内容に基づいた

職員の教育・研修”で述べた。活動の発足期間においてはさらに一歩進めて、指導

の内容を数項目に特化して前面に出しながら、全国的な広報活動を展開し、実績を

積み上げていくことが得策である。具体的な項目はまだ特定するのは早いが、例え

ば、次のような項目が想定される。

生産技術（プレス加工）；

“保有する機械の能力測定を請け負います。”

“製品ごとの加工力を計算し適正なプレス機械を選定します。”

生産技術（プラスチック成形）；

“測定結果に基づいた成形不良の改善提案をいたします。”

“中古機械の生きた使い方を指導します。”

生産管理においても、企業から期待されているのは理論の解説ではなく、常に

企業にとっての最大の関心事である利潤に焦点を当てた現場での具体的な手法であ

る。考えられる指導のテーマの例としては次のようなものがある。



B-63

“現場の問題点の統計的発見法”

“現場に活かすデータの活用”

広報・宣伝の手段としては、指導を受けて効果のあった企業から他の企業へと

徐々に活動が広く業界で知られるようになっていくことが最も確実であり、そのた

めには指導の成功例を一つずつ積み上げていくことしかない。他に広報・宣伝の手

段としては次のような活動が考えられる。

1) CONACYT、CONALEP、製造業会議所 (Cámara)、業界団体 (Asociación)等の中

小企業が関係している機関の刊行物、さらに中小企業の目に触れやすい他の各種

刊行物にも定期的に記事を掲載する。

2) 活動の成果を改善の成功例を中心に、中小企業者を対象に発表する会を開催す

る。

3) 中小企業者が抱えている技術的問題について、その解決の糸口となるよう、職

員、または外部の専門技術者によるセミナーを開催する。

4) インターネットホームページに、巡回技術指導の活動と成功例を参加案内とと

もに掲載する。

5) 機関のモデル設備が整った段階では、施設を一般企業に公開し、活動内容を宣

伝する。

6) “1.2.3　組織”のなかで、機関の持つ企業向けのすべてのサービスをカバーし

一本化した企業相談窓口を設置することを提案したが、この窓口の存在を広く企

業に知らしめていくことも、結果として巡回指導の広報・宣伝につながる。

広報・宣伝の目的は巡回指導を受ける企業を探すことである。この意味では企

業にとって新しい顧客を開発することと同じである。日本の一部の公設試験研究機

関は、“企業の中には改善の可能性のある問題を抱えているという認識のない企業

もあり、たとえ認識があっても問題の所在を掴むことができずに相談を持ち込むこ

とに躊躇している企業も多いはずである”、との認識から、企業からの要請・相談

がない場合でも職員が企業を訪問して訪問指導の需要を掘り起こす作業を実行して

いる。CIDESI、CIQAにおいても採用を検討してみる価値があるのではないか。
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巡回技術指導を受けることが、中小企業にとって公的資金（NAFIN, BANCOMEXT

等）の中小企業への投資資金融資の条件となれば、当スキームの継続、推進への大

きな力となる。いうまでもなく、公的資金の融資条件が中小企業にとって魅力的で

あることが前提である。技術指導を直接融資の条件に入れることが無理であっても、

融資へのチャンネルを保持しておくことは重要である。

1.2.6.2 即効性のあるテーマでの継続的なセミナーの開催

前項で、特定の指導項目を強く前面に出し宣伝していくことが、活動を特徴付

けて、巡回指導の継続に役立つと述べたが、特定の指導項目の一つの例として、企

業の品質管理担当者の養成セミナーの開催をここでは提案する。企業の従業員の育

成は、相乗効果として、巡回指導の効果を上げることにもつながることになる。

提案の背景は次の通りである。

成形作業における不良品の発生は生産技術の問題であり、経営上の問題でもあ

る。しかし、これが同時に生産管理の問題でもあることが見過ごされ、取り組みが

不十分であり、確実な改善の手が打たれていない。中小企業の生産管理面の改善で

求められているのは、高度な管理技術の導入ではなく、実は、『基本に忠実』に『現

場に密着した管理』を地道に進めること、である。この単純な事が多くの企業の経

営陣には未だに正しく認識されておらず、品質管理の担当者には専門の特殊な知識

が必要と思いこむ風潮がある。結果として、出来る人がいないと人不足を嘆きつつ、

不良品を抱えた現場をまえに、品質管理の取り組みがなされないまま放置されてい

る事になる。品質管理担当者の絶対数が不足しており、如何に短期に企業の経営に

役に立つ品質管理担当者を養成するか、は企業にとっては緊急の課題のはずである。

セミナーの具体的なテーマの例として次の二つを挙げる。

『オペレータのための品質管理コース』

『現場に役立つ品質管理者の育成コース』
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オペレータの教育

機械のオペレータに対し座学によりチェックシートの作成方法を指導する。練

習問題を数多く課し、確実にシートの記入ができるようにする。この場合不良現物

により、不良項目が明確に理解され、間違いのないようにすることが重要であり、

チェックシートには問題解決に必要な項目が含まれていることが条件である。次の

ように養成目標のレベル毎に、コース修了者に対して終了認定証書を発行するなど

の工夫も必要であろう。

オペレータまたは初級検査員

製品検査規格、抜き取り検査規格、または良品限界見本等に基き、良品と不良

品に分ける。不良品は決められたチェックシートの分類により所定の欄に記入する。

養成に必要な教育時間は4時間程度。

中級検査員

製品検査規格、抜き取り検査規格、または良品限界見本等に基き、良品と不良

品に分け、チェックシートに記入する。さらにチェックシートより必要とする管理

図等のデータを作成する能力を持つ。教育時間の目安は16時間程度とする。

上級検査員

中級検査員の仕事が十分にでき、中級検査員育成の指導が出来ること。製品検

査規格、抜き取り検査規格、または良品限界見本の原案を作成する能力がある。教

育時間はおよそ16～20時間とする。

品質管理担当者の育成

品質管理の正規の勉強した担当者がいない場合、現場から可能性のある人間を

選び出し、短期間に育成する必要がある。その指導育成をCIDESI・CIQAが担当す

る訳である。20～30時間の座学、あと週1回～月2回程度の現場指導が必要となろう。

オペレータの教育と同様に、養成目標のレベル毎に、コース修了者に対して終了認

定証書を発行することにする。
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初級品質管理者

オペレータの中級検査員に求められる能力に加えて、品質不良の対策を関係部

署とともに検討し、対応策を立案できる能力を持つ。教育時間の目安を16時間とす

る。

中級品質管理者

初級品質管理者の作業が出来て、自社の生産機械、設備、該当する金型等の工

程能力が把握出来る。寸法公差、限界見本を作り提案できる能力を持つ。

上級品質管理者

中級品質管理者の作業が出来て、さらに、自社の品質管理強化計画の立案、実

施が出来る。品質問題の解決について、十分な知識経験を持ち、納入先、関係部署

と調整しつつ解決する能力を持つ。品質管理について部下、及び関係する部署の担

当者の能力を十分に引き出し、指導育成が出来る。
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1.2.7 巡回技術指導への財政支援措置

中小企業を中心にしたサポーティングインダストリーへの金融支援政策の重要性

は常に指摘されており、各国とも様々な支援スキームを実施している。投資資金の

融資、信用保証、税の優遇措置、などである。一方、計画中の企業巡回技術指導を

含む、公的機関による中小企業の技術力向上への支援に対しては企業や機関に対す

る補助金、低利の融資などがある。計画しているCIDESI・CIQAの企業巡回技術指

導は、多くの場合、資金的に余裕のない中小企業が対象である。実際、当プロジェ

クトのモデル企業選定の過程でも負担コストを理由に参加を断ってきた企業もあっ

た。国の産業を支えるべき中小部品企業の技術レベルの向上に貢献する公的な技術

支援活動として、それを支える公的な財政措置を、機関と受益者である企業側双方

に講じておかなければならない。

日本の場合、中小企業の技術力向上を目的とした公設試験研究機関は、地方自治

体によって設立され、その運営費の一部を国からの補助金でまかなっている。また

技術アドバイザーを派遣する場合は、中小企業はその費用の1/3を負担するのみで、

残りは国・地方自治体が負担している。

両機関共に SEP-CONACYT に属する公営技術支援機関であり、年間予算の70-

80%は CONACYT からのものである。年間歳入の内訳を次に示す。当分の間はコ

ストセンターとなる巡回技術指導部門に対する特別の配慮が必要となる。

CIDESI （1996年実績） CONACYT予算 79.2%

特別プロジェクト 5.8%

研修コース 0.6%

技術開発 14.4%

CIQA （1998年予算） CONACYT予算 70.0%

特別プロジェクト 11.0%

州政府環境プロジェクト 8.0%

企業サービス 11.0%

一方、活動の継続を確かなものにするために受益者である企業側の負担に対する

支援のスキームを確立する必要がある。
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メキシコの中小企業に対する融資は商業銀行および開発銀行によって行われてい

る。製造業に対する公的制度金融としては BANCOMEXT（メキシコ国立貿易銀行）

NAFIN（メキシコ国立開発銀行）がある。BANCOMEXT の融資目的は貿易金融、

輸出促進である。NAFIN は中小企業に対するスキームとしては、PROMIN (Programa

Unico de Financiamiento a la Modernización Industrial)、Triple-A Trust (Fideicomiso

Tripple-A) などがある。工業近代化融資PROMINの枠の中には技術支援に対する融

資も含まれている。

なおBANCOMEXTは技術指導サービスに対する支援プログラムとして1996年より

PAT (Programa de Asistencia Técnica en Apoyo a la Pequeña y Mediana Empresa) を始め

た。元々は中小の輸出企業が国際市場における競争力を高めるために国内外の技術

支援機関の技術指導プロジェクトに参加するための財政支援プログラムである。同

時に将来自己製品を輸出するポテンシャルのある企業、輸入代替企業も含まれる事

になっている。結果として対象企業の幅は広く、事実上は、ほとんどの企業がその

対象に含まれることになる。輸出先から要求される種々のCertificate（例えばISO9000、

HACCP）取得のための技術指導プログラムが典型的な対象プログラムである。支援

は原則としてトータルコストの50%である。本調査のモデル企業との契約に対して

もPATによる支援を受けた。今後とも両機関を含めた国内外の技術支援機関の指導

を中小企業が利用していく上で、重要な財政支援プログラムの一つとなる。継続的

なサポートを確保し手続きを円滑にするために包括的な取り決めをすることが望ま

しい。

BANCOMEXT、NAFINによる企業巡回技術指導への支援の一例を図B-12に示した。

他には、労働省傘下であり1988年世銀の援助を受けて始まったCIMO (Calidad

Integral y Modernización)がある。もともとは人材育成のプログラムであったが、現在

は人材育成の他に、情報サービス、サービス業を含む中小企業に対するコンサルテ

ィング、を加えた三つを活動の柱にしている。三つ目の活動であるコンサルティン

グでのCIMOの役割は、サービスの提供者からの申請に対して審査の上、サービスに

関わるコストの一部をサービスの受益企業に対して補助する事である。補助に対す

る条件は比較的緩やかであり、CIMO側も常に補助の対象を求めている状態である。

巡廻指導サービスの受益企業に対して提示できる資金補助のソースとしてはCIMOも

有力なものの一つとなる。
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図 B-12　　巡回指導への財政支援スキーム
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1.2.8 外部専門家の利用

企業に対する指導の内容を特化して職員の教育研修をするとともに外部に対して

活動の広報･宣伝を進めていくこと、同時に、機関内に中小企業が抱える技術上の諸

問題を、内容を限定することなく、広く受付ける企業技術相談窓口を設けることも

提言した。この二つは企業巡回技術指導を継続展開して行くための重要な要素であ

るが、この前提には、外部の専門家の利用がある。

1.2.8.1 技術アドバイザー

上記のように指導の内容を特化した場合でも、企業からの要望、抱える問題は

新技術までを含んで多岐にわたる。さらに企業相談窓口に持ち込まれる問題は機関

全体で対応するとしても、その全てに内部職員のみで応じることは容易ではない。

さまざまな技術分野での知識と経験を有する外部の技術者を登録しておき、必要に

応じて技術アドバイザーとして、職員とともに企業に派遣するシステムを作る必要

がある。登録技術者が退職した民間の技術者の場合には人材の活用にもなる。同時

に外部専門家の訪問指導に同行することは、機関の技術職員の技術訓練にも役立つ

ことになる。

実際の業務は図B-13に示すように、中小企業者から相談を受けた後、技術課題

を明確にして相互に確認の上、必要に応じて、登録された技術者の中から最も相応

しい技術者を選んで技術指導を委嘱することになる。
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図 B-13　　巡回技術指導と外部技術アドバイザー制度

公営技術支援機関

中小企業者

技術アドバイザー機関職員

（ 訓練の場）
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（ 成果のフォロー）

指導依頼

出張要請

1.2.8.2 ネットワーク化

メキシコでは国立銀行 (NAFIN、BANCOMEXT) 、製造業会議所 (Cámara) ,業

界団体 (Asociación) 等がそれぞれ技術コンサルタントのネットワークを抱えてい

る。1996年から各州に設置が進んでいる企業競争力センター (Centro Regional para la

Competitividad Empresarial - CRECE) も外部コンサルタントを利用する計画である。

他に大学等の教育機関もそれぞれ外部のコンサルタントとの繋がりを持っている。

CIDESI、CIQA共に、今までの企業に対するサービスは特定なテーマを扱うもの

が中心であり、外部コンサルタントを組織的には利用して来ていない。新しく外部

コンサルタントによるアドバイザーのネットワークを構築するためにまず始めるべ

きことは、上記の各機関が抱える外部コンサルタントとの連携を図っていくことで

あろう。特に生産現場に直結した技術の場合、経験に裏打ちされた知識が求められ

る。その意味で高い技術力を持った企業出身の技術者は有力なコンサルタント候補

となりうる。
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2. モデル企業を含めた中小企業強化への提言

2.1 プレス加工中小企業強化への提言

2.1.1 生産技術

2.1.1.1 プレス加工技術の基本的な認識

プレス加工は、基本的にプレス機械・金型・被加工材の 3 つの要素からなり、これらの

組み合わせから作業体系が成り立つことになる。この基本的な 3 要素に必要に応じて周辺

機器（例えば安全装置や自動化装置など）が加わり、作業者がそのシステムを運転・操作

してプレス加工を行うのがプレス作業である。

プレス加工技術の力点が、とかく、金型に集中される傾向がある。金型においては被加

工材に対する形状・寸法などの転写条件を満たすことが技術的な問題である。プレス加工

の基本的条件を決定する要因は金型だけではなく、加工に必要な力学的条件（例えば加工

力と加工エネルギーなど）とプレス機械の特性、また被加工材の材料特性（硬さ、延性、

異方性など）による成形限界や変形特性などによる加工の工程設定、などがあることを忘

れてはならない。今回の調査においてはモデル企業・カウンターパートを含むプレス加工

の関係者全員が、プレス加工技術を論じる場合に金型だけを取り上げていることに非常に

不満を覚えた。

プレス加工の作業体系の 3 要素への認識を新たにし、現在の作業体系が合理的に構成さ

れているかどうかを基本に戻って検討する必要がある。

さらにプレス加工技術にも決して経験だけでは学べない技術・基礎知識があること、学

ぶべき日進月歩の技術があること、を改めて認識し、あらゆる機会を利用して習得に努力

をすべきである。今後の生産計画、新機械の購入計画、いずれも上記のプレス加工の基礎

知識なしには進めることは出来ない。

このプレス加工の基礎知識が、アセンブラー・一次部品企業からプレス加工部品企業さ

らに被加工材の販売業者まですべてに欠如している。プレス加工部品企業の立場からは、

技術の習得、技術力の向上は顧客との品質についての交渉、金型が支給または貸与であれ

ばその設計者や製作者との交渉、また被加工材の品質についての供給業者との技術交渉、

のすべてにおいてその立場を強いものとすることになる。
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2.1.1.2 プレス機械の選定条件

プレス機械はプレス加工を行うための力学的な条件を備えていなければならない。プレ

ス加工に必要な力学的条件とは、プレス加工に要する力とエネルギー及び成形のための加

工速度である。これらをプレス加工の力学的 3要素と呼ぶ。

プレス加工の力学的 3要素は、機械プレス（Mechanical press）にあっては、能力（Capacity）、

能力発生位置（Capacity limitation）、ストローク長さ、毎分ストローク数によって決まる。

また、液圧プレス（Hydraulic press）では、能力、加圧速度（Pressing speed）、ポンプ動力

（Pump power）の仕様で決まるのである。

また、プレス機械には、その形態から構造的な特性がある。これを形式といっているが、

例えばフレームの形式には C 形、ストレートサイド形（Straight side frame）など、駆動ユ

ニット（Driving unit）の数（例えばシングル、ダブルなど）や駆動機構（例えばクランク、

ナックル、リンクなど）の種別が大きくプレス加工技術に関わっている。

プレス加工を正しく行うためには、まず上記で述べた内容をよく理解した上で、加工に

合ったプレス機械を選定し、作業を進めることが必要である。現状では、プレス機械の選

定は目安で行っているのが一般的で、極端な例では、仕様が全く不明の状態で使用してい

る。

中古の機械を購入し、中古の機械を使用しての生産が続くと思われるだけに、プレス機

械の仕様の知識、及びその仕様を現場で測定する技術は企業にとって不可欠のものである。

2.1.1.3 プレス加工の工程設定

プレス加工製品の形状・寸法、板厚、材質、大きさ、生産数量の条件に基づき、工程が

決まるのであるが、最も大きく関係するのは、被加工材の成形能力（Forming performance）、

成形限度（Forming limit）、形状性（Formability）である。

一般にプレス加工の工程設定は、被加工材の加工度（Forming rate）を各工程の成形限度

内に押さえて、工程数を決定する。しかしこれ以外にも工程設定に影響する因子として、

プレス機械の仕様と形状、金型の構造などがある。
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上記のように工程の条件を大きく左右するのは、被加工材の材料特性である。一般にこ

の特性を知るためには直接的な Simulation testか、間接的な Amsler testerによる引張り試験

が使われる。これらの試験によって知ることが出来る被加工材の加工度、例えば製品各部

の radiusや限界絞り率（Limit of drawing coefficient〔L.D.C〕）などが大きく工程計画に影

響する。

モデル企業においては、被加工材の材質と材料特性の把握がなされておらず、特に客先

支給のものは、鋼というだけで、その特性の不明のものが多くあった。そのため、加工不

良の原因が掴めない場合が多々ある。また、加工の工程設定にも無理なものが多く見られ

た。工程設定の手法について学ぶ必要がある。

2.1.1.4 プレス加工と金型の条件

プレス加工製品の形状と寸法精度、表面性状などを決めるのが金型である。加工製品の

形状・寸法、板厚、材質、大きさ、生産数量、生産期間などの条件に基づいて、金型の構

造と機能及び部品の材質が決定される。

一般に、金型の形式には、小量生産用で精度要求度の低い簡易型及び Block 型、中量生

産用で一般的精度要求型の Semi-yoke型、大量生産用で高精度要求型の Yoke型や Insert型

がある。また、作業の条件に基づいて、手作業を主とする単工程型と自動化を主体とする

多工程型（プログレッシブ加工、トランスファ加工など）に分類することができる。

金型の設計においては、まずプレス加工特性、例えば、せん断・打抜き加工、曲げ・成

形加工、絞り・張出し加工、圧縮加工などにより、その構造特性が変わる。さらに、被加

工材の材料特性により、加工機能特性が決まる。また、プレス機械の仕様条件によって、

金型の取り付け構造、操作性構造などが決定されるのである。つまり金型設計を行うには、

プレス加工技術のあらゆる面での知識が求められている。

金型の製造における機械加工と手作業の比率は次のようになる。単工程型を主体とした

Block 型で、加工は汎用工作機械、組み立ては現物合わせの経験主義の場合、加工比率は

機械加工/手仕上げ＝2/8 となる。やや高度な単工程型と 6 工程までの多工程型（汎用プロ

グレッシブ加工）の Semi-yoke型では、工作機械は一部 NC 化へと進展、加工比率は機械

加工/手仕上げ＝5/5。高級な精密加工が要求される多工程型の Yoke型や Insert型では、製
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造ラインは CAD/CAM/CAE から M.C.、W-E.D.M などが配備され、三次元測定なども In-

processされており、加工比率は機械加工/手仕上げ＝7/3～8/2となっている。

モデル企業で使用されている金型のほとんどは単工程の手作業用 Block 型である。一部

が多工程用 Semi-yoke型へ移行中であるが、プレス作業体系の不十分さに加えて、金型設

計の稚拙さで、多工程化（ここではプログレッシブ加工）に難儀している。金型を内製し

ている企業もあるが、現在のところ最も進んでいる企業でも Semi-yoke型を超える技術力

はない。

2.1.1.5 生産技術向上の為の技術者・技能者の養成

プレス加工を適正に運営するためには有能な技術者と技能者が必要となる。今後ますま

す高度化するプレス加工に対応するためにも、技術者は常に新しい知識と技術技能の習得

が必要となる。全ての企業にとって技術者・技能者の育成が緊急の課題である。

一例として、金型工場はプレス工場の騒音・振動の影響を最も嫌う精密加工を行う工場

であるため、工場レイアウト上、プレス工場と隔離した所に配置することが望ましいが、

このことも未だ正しく認識されていない。プレス工場と金型工場を含めた望ましい工場レ

イアウトを実現するためにも、プレス加工技術の総合的向上が待たれる。

2.1.2 企業経営・生産管理

2.1.2.1 工場の経営戦略、経営方針面について

① 顧客満足の経営姿勢をさらに重視し、経営トップのリーダーシップのもとで、工

場改善／生産管理 KAIZEN を推進する必要がある。

・ 納入品に対する品質重視の方針を鮮明に打出す。

・ 顧客からの評価を高め、また、管理技術や生産技術の蓄積と活用で、より付加

価値を取り込めるよう、体質強化策を打出す。

・ 客先と連携した KAIZEN 取り組みを働きかけ、その成果を分かち合うことで、

信頼関係を強化する。

② 下請け加工であっても、物作りを生業とする工場の経営資源は、設備･人材･技術

であることに変わりはない。KAIZEN のプロセスとその成果を通して、人材の養成･

確保と技術（ノウハウ）の開発･蓄積に努める。
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③ モデル企業の中で、受注量の大きな落ち込みによる極度の業績不振で、従業員の

大幅な解雇が行われたり、また、賃金などの労働条件の少しでも有利な企業へと、

責任ある立場の管理者・監督を含めて多人数が辞めてしまうという例がみられた。

経営環境としてはやむをえない面もあるが、企業としては次ぎの視点から対策へ

の積極的な取り組みも望まれる。

・ 経営トップは、顧客満足の向上に可能な限り留意し、複数の有力顧客との信頼

関係の維持に努め、有効情報や KAIZEN 課題を工場へ速やかに伝える。

まず、何よりも操業度の安定化に努める。

・ 従業員の待遇面の KAIZEN については、何より源資となる“労働付加価値生産

性”の向上が先決であり、“生産性の向上”を経営計画の柱の一つとする。

④ 決算期間毎の収益重視は、当然のことであるが、工場を短期的な利益確保の手段

とする考えが強すぎるように思われる。工場幹部を巻き込んだ上で「収益性」と

共に「生産性」や「成長性」をも追求する経営姿勢を示し、その実践・活用のリ

ーダーシップを取るべきである。

2.1.2.2 「成長性」指向の根幹となる考え方

(1) 小規模企業の発展の方向

企業（同一事業）の発展方向には、下図の加工･製造範囲を拡大する方向（ｘ軸）と技

術の開発･深化に伴う優位性確保の方向（ｙ軸）、および図に表れてこない同種の複数

顧客との取引を広げる量的拡大の方向（ｚ軸）がある。しかし現実には、ｘ軸とｙ軸

の方向での対応とならざるを得ない。

単品 生産 加工･組立／ユニット 専門部品メーカ 完成品 生産

自社仕様で加工

　ａ

機能部品メーカ

（一次部品メーカ） ｃ

自社作成図 面を

顧客の承認を得

て使用

貸与図 面の使用
ｂ

　　　　　　　（注）図面には、製品図、加工図、金型図を含む

加工･製造範囲の拡大

部品メーカ志向
技
術
の
開
発･

深
化

自社ブランド志向

OEM 生産志向
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(2) 企業成長のパターン別主要要素

企業の強みとなる技術を深化させ、付加価値率を高められる成長の形態は、「技術の

深化(a)」、さらに「製品要素をプラスした拡大(b)」、そして自社ブランド製品の完成

品生産型への「変革(c)」の方向である。

単品生産型の深化 ････････ 相対的に技術要素が重要

成長のパターン ユニット生産型へ拡大･････ 技術・製品 要素が重要

完成品生産型へ変革 ･･････ 市場･製品 ･技術すべて重要

単品生産型企業： 発注企業に対して部品や金型仕様の提案を行えるよう技術力

のレベルアップを図る。

ユニット生産型企業： 完成図面を受け、部品図設計、VE 提案を行えるよう技術力

のレベルアップを図る。

組立技術･システム化技術が重要となるが、専門機器メーカー

（例：自動車の一次部品企業）が、究極のネライである。

完成品生産型企業： 製品の機能設計を行い、部品加工は外注に依存する。市場に

対するアプローチが重要であり、市場･製品･技術に対する経営

資源の配分が戦略課題となる。

完成品生産型の企業は、小規模企業の時点から独自の製品技

術を重視し、技術開発に経営資源を重点投入している。

(3) 成長過程と技術特性

加工技術や測定技術など単位要素技術の深化の段階から製品要素や管理技術を取り込

んだシステム化技術へ進展させることで、新たな段階に至る。それはシステム化技術

の段階である。製造業の場合、それは設計段階へ立ち至ることを意味する。製品の品

質とコストは、この段階でほとんど決まってしまうクリティカル･プロセスであり、客

先との濃密な信頼関係を確立できる段階でもある。要約すれば、設計品質を重視する

段階である。

次の段階は、市場優位を追求する段階で、マーケティングや顧客の意向を重視、市場

品質の優位化を狙う段階である。
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単位要素技術 ： 加工技術、測定技術、保全技術、製造品質の重視

システム化技術 ： 信頼性設計、信頼性管理、設計品質の重視

統合化技術 ： 顧客満足･市場優位の戦略策定、市場品質の重視

(4) 技術要素体系の柱と管理技術の関係

関係のある要素技術を取り込み、企業業績（収益性、生産性、成長性など）に結び付

けるには、これらの要素技術を活かすための管理技術を工場管理の中に組み込む必要

がある。具体的には、QCDの KAIZEN を通して行う。

： 製品 固有の技術（自動車、家電製品、工作機械など）

： 生産技術（加工技術、金型･治工具技術、保全技術など）

： 試験･測定技術（試験機･測定機の操作、シミュレーションなど）

： 設計技術（基本設計、信頼性設計、CAD/CAEなど）

： 情報技術(情報処理ソフト、デジタル通信/データベース技術)

2.1.2.3 生産管理面について

① 客先からの生産計画情報の精度を高め、飛び込みによる突発的な日程変更や段取

り替えを減らす取り組みを行う。そのためには、次ぎのような事項が必要である。

・ 客先との調整･連携に基づき、短サイクル(３日など)で生産日程を確定する。

・ 客先からの預かり品在庫管理を先方との協議のもと、適正水準を設定する。

・ シングル段取り化を踏まえた小ロット生産により製造リードタイムを短縮する。

・ 品質や設備面でのトラブルをできるだけ減らす。

② 良い品物を安く作る基本は、製造工程の KAIZEN と標準化･安定化である。次ぎ

の取り組みが必要である。

・ 金型のメンテナンス管理を確立する。

システム化技術

顧客満足重視固有技術／加工技術重視

単位要素技術

管理技術　（ＩＥ・ＱＣ・ＥＥ、工程 /在庫管理技術、原価・予算管理、予測技術など）

統合化技術

製造企業の収益性･生産性･成長性の追求
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・ 不具合コスト（Failure cost/Cost of poor quality）情報を把握、分析し、活用する。

・ 不具合品質情報やコスト情報だけでなく、生産性や設備総合効率などの指標を

現場管理ツールとして用いる。

③ 経営トップ（企業オーナー）を交え、工場の「強み/弱み」を多面的に分析し、QCD

のレベルアップに役立てる。

2.1.2.4 KAIZEN活動面について

① 工程 KAIZEN、作業 KAIZEN のプロセスと成果を踏まえ、管理技術と生産技術を

一体のものとして課題に取り組み、工場の強みをさらに拡大していく。

② その手掛かりは、次ぎのような事項である。

・ 受注した品物別の QCD を重視する。とくに品物別の品質とコストを明確に捉

え、工程・作業 KAIZEN 対象の絞込みと効果測定に役立てる。

・ 不具合コスト（Failure cost/Cost of poor quality）は、品物別、現象別、工程別、

設備別、客先別などで捉えておくことにより、改善の手掛かりを得ることがで

きる。

③ KAIZEN 活動を強力に進めるには、経営トップ（オーナー）の理解と支援が欠か

せない。

④ KAIZEN を通して企業体質を強化する姿勢を経営トップ自身が明確にし、熱意を

持って推進する。

・ 工場の強み/弱みを経営トップ、工場幹部及びコンサルタント（例えば CIDESI）

で多面的に分析し、改善計画の立案に役立てる。

・ KAIZEN 成果をコストダウンや利益で捉える。それを発表することには、労務

管理面で問題が残ると判断される場合は、労働付加価値生産性(時間あたりの

粗利)で捉え、目標設定や効果測定に用いる。

⑤ 良い品物を安く加工するには、製造設備（プレス機械と金型）の精度確保とメン

テナンス管理がとくに重視である。工場建物（外側）重視より、設備能力や人材

（中身）を重視した工場経営の基盤作りに留意する。

2.1.2.5 生産管理 KAIZEN取り組みの具体的ポイント

以上の提言事項を踏まえ、取り組みの強化ポイントをまとめると次ぎのようになる。
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① 取り組み期間中は、毎月一回、経営トップ（企業オーナー）に対して経過報告を

行う。それに合わせ、部内検討会も開催する。

② 企業側、およびコンサルタント（例えば CIDESI）がつく場合は、双方ともに、“生

産管理担当”と“生産技術担当”が、おのおの別個のテーマに取り組むのではなく、

成果の早期実現を目指して対象を絞込み、両担当のチームワークによる集中的な取

り組みが何よりも肝要である。
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2.2 プラスチック成形加工中小企業強化への提言

2.2.1 生産技術

2.2.1.1 成形機

(1) 受注量や利益との関係があるが、成形機を新型機に更新する事による利益計算をす

べきである。150万円の中古成形機と 1500万円の新型機での比較で、成形するものの

売値と数量によるが 1500万円の方が原価が安く、利益の出るケースもある。要は原価

計算、利益計算を成形機のみの値段でなく、仕上げまでも含めたトータルコストで考

えることを提言したい。

(2) 更新に当たっての注意事項

a.工作機械のメーカが製作する無理の利く成形機が良い。

b.重量が重い成型機が良い。Shot-upが可能となる。

c.金型破損防止として Pressure-c1amping装置の圧力は低いものがよい。成形機の精度

が高くないと、低い圧力で移動側が動かない。圧力が低ければ金型破損の確率が低

くなるため Shot-up可能となる。現実に、金型破損を恐れて移動側スピードを全工

程にわたって落として Shot-downを余儀なくされている工場が見受けられる。

2.2.1.2 成形機の付帯設備

(1) 金型温度調節機、ホットランナー温度調節機に対しての関心が低いが、成形効率向

上のためにはなくてはならない設備である。なお両温度調節機には Pyrometerが必要

である。

(2) あるモデル企業は 800tonの成形機の金型取り付けに天井走行クレーンではなく、床

移動型チェーンブロックを使用している。安全の問題だけではなく、作業の能率上非

常な時間のロスをしていることになる。天井走行クレーンは型締力が 100～150ton 以

上の成形機では是非必要な装置である。金型取り付け時間の短縮と安全性を考慮すれ

ば充分ペイする投資の筈である。なお天井走行クレーンは金型取り付け部分だけでも

十分である。

2.2.1.3 金型、成形品測定設備

三次元測定機を揃えているモデル企業は 1 社のみで、定盤も殆どなく、また測定室もな

い工場が多い。品質管理の徹底ためにも定盤、測定室は不可欠で、正確なデータを採り、

更にそれを解析することが重要である。
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2.2.1.4 金型

(1) 良い金型が顧客より貸与されるケースは少ない。現状はホットランナーの金型が多

いものの、金型温度調節機がなく、ホットランナーの温度調節がサーモスタット、ス

ライダックによってなされている。これでは不良が多くなるのは当然である。対策の

一つは、ホットランナー部分をキャビティから引き離す型構造を顧客に提言する事で

ある。

(2) Side-gateの金型では不良も少なく、殆ど問題も起っていない。極力この形状、また

は Pin-gate型構造を顧客の金型設計の際に依頼すべきである

(3) 貸与金型の中に EDM 加工仕上げのまま支給されているものが見受けられる。離型

剤が必要となり、One-cyc1e-timeが安定せず、品質の不安定、不良の増大に繋がる。EDM

加工の際に 10μ程度の Si1icon粉末を入れて放電加工するとか、化学研磨等方法は色々

ある。顧客に対して受け身になり何も言わず、またリブの磨きすらせず、それによる

Ejector-markの発生によって不良を作るような事態は問題外である。この程度の注文は

顧客にとっても容易に受け入れられる事項の筈である。

(4) 多数個採り金型ではキャビティが一個増す毎にその精度（型精度、成形精度）は約

4%落ちると通常言われている。あるモデル企業は採り数を減らし、ホットランナーの

部分をキャビティから離す金型の形状改良を実施して、生産量を向上させた。他社に

とっても良い参考事例となる。

2.2.1.5 成形技術

金型の不良、成形機の不良を成形技術でカバーしているのは立派とは言えるが、金型を

修理、改造して成形条件の幅を広げることの方が得策である。殆どの不良は金型の修正・

修理によって改善されるということを認識すべきである。

2.2.1.6 金型修理工場

成形終了後は金型の修理、修正は必ず必要であり、これによって次回生産時の金型トラ

ブルを防ぎ、生産性を向上させることが出来る。成形工場に金型修理工場は不可欠という

ことになる。まだこのことの重要性が必ずしも広く理解されていない。

金型修理工場に必要なものは、フライス盤、旋盤、ボール盤、平面研磨盤、溶接機、リ

ュータ、ハイトゲージ、定盤、チェーンブロック等である。
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2.2.1.7 金型設計

金型設計を難しく考えて取り組まない企業が多い。金型設計は金型製作企業の仕事では

なく、成形工場の仕事である事を先ず認識すべきである。金型は成形の手段であって目的

ではない。目的は良い成型品を作り出すことである。金型の成形上の問題点を知る立場に

あるのは成形工場である。しかしモデル企業の自社製作の金型を見ると、Runner-balance、

Sprue、Cooling-channelの大きさと位置、サポートピン、等において、設計者に成形の基本

知識が不足していることは明らかである。

設計の基本は図面を書くことではない。まず、金型の成形上の問題点を把握し、記録し、

対策を立てることが基本である。これだけでもノウハウを積めば、金型の貸与を受ける顧

客に対して適切な注文をつけること、さらに信頼を得ることが可能になる。

2.2.1.8 製品規格書

製品規格書は成形品の品質管理の憲法であり、受注者としては絶対に必要なものであ

るがその認識が足りない。至急フォームを作成し対処すべきである。製品規格書の内容は、

名称、材料、色調、寸法、外観、強度、およびその検査方法、さらに表示、梱包方法であ

る。

2.2.1.9 購入原料の受け入れ規格書

ほとんどの企業で購入原料の受け入れ規格書が用意されていない。原料は支給される

場合と自社調達の場合があるが、いずれにしても、是非整備する必要がある。内容は、原

料名、粒状形状とサイズ、色調（カラーサンプル）、嵩比重、揮発分、コンタミネーショ

ン、MFI（Metal Flow Index）、重合度、Spiral-flow金型によるテストサンプル等である。

メキシコにおいては原料メーカーと成形工場では規模において格段の違いがあり、原料

メーカーが自社原料の品質不備を認めず、ユーザー側の設備や成形技術にトラブルの原因

ありと決めつける傾向があるようである。材料試験においては優れた設備と経験を持った

CIQAの出番であるとも言える。

原料の品質による問題発生の具体例を挙げる。

あるモデル企業の製品である貯金箱の原料はバッテリーケースの粉砕品 PPでホットラ

ンナーの孔がよく詰まってしまう。これは明らかに原料の中に鉛の固まりが入っている事
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による。原料の PPは比重 0.91、鉛 11.34水で分離可能とも考えられるが、鉛の破片には空

気が付着し水に浮き分離できない。これは押出機のスクリーンで分離するしか方法はない

が、一般にはスクリーンが破れても交換しないケースが良くあり、このような問題が起こ

る。これなどは原料工場をチェックし原料の受け入れ規格を定めれば容易に改善できる事

項である。

2.2.1.10 成形指示書、成形日誌

成形指示書は品質管理の第一歩である。是非実行すべきである。成形日誌には単に成

形数量、不良数量のみでなく不良内容、成形条件を記載する必要がある。分析して傾向を

掴み、対策をたてるのに役立てたい。

2.2.1.11 自社製品の開発

自社製品を持っている企業が少なく、毎年年末から年初にかけて成形機の稼働率が極端

に悪くなり、オペレータの解雇をする企業もある。これではオペレータの技術の向上は到

底期待できないし、工場との一体化という考え方も育たない。これは経営上の問題でもあ

るが、工場の固定費だけでもカバーする自社製品の開発は緊急の課題であろう。

2.2.2 企業経営・生産管理

2.2.2.1 経営

(1) 経営者のリーダーシップ

経営者のリーダーシップが不足している。工場責任者がコンサルタントの指導を受け

るという社長の方針に従わない、などは良い例である。また他の例では、仕事は多く

工場の拡張も進行中で経営状態はよいと思われるものの、社長が替わってから、不良

品を事務所前に山積みにしたままである。社長が若く、リーダーシップを発揮してい

ない。

(2) 新分野への進出

モデル企業の 1 社の例だが、経営者は原材料、リサイクル材料の在庫削減を積極的に

行うなど、改善意欲が高く、実行力がある。清涼飲料水のケースの生産は安定してお

り、新工場では大型ボトルをフル生産している。こういった状態で、新しく、家電関

係の仕事を始めたが、結果は 1 ロットで終了してしまった。不良品を多く出し損失を

出したためと思われる。
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この例は事前の検討が不充分で、一般消耗雑貨品とは違う OEM 製品の品質基準の

厳しさがわかっていなかったためである。新分野に進出するときにはその業界の習慣、

品質基準などを充分習得する必要がある。新製品の開発、販売ルートの構築を含めた

新分野への進出には、時間と資金が必要なのが常である。現在の経営地盤をまず固め

てから新分野への進出を図るようにすべきである。

(3) 顧客との関係

顧客に対する考え方が不適当な会社がある。「製品の品番表示が間違っていたために

ロットアウトになった。」と、顧客が悪いというような言い方をしている従業員がい

る。それは当たり前のことで、顧客を満足させることが品質管理の基本であることを

従業員に徹底させる必要がある。顧客との良好な関係を保つことを常に第一義に考え

るべきである。

(4) 管理者の技量

1) 管理者の姿勢

課題の指摘をされて、「その点は分かっていた。」という言い方をする工場長が

いる。知っていることと実際に会社で実施していることとは大きな差がある。この

ような「知っているからいい」という考え方を変えなければ会社の発展は考えられ

ない。

2) 管理者の製造現場からの乖離

製造の管理者の仕事が製造現場を反映していない例があった。管理者は保全のデ

ータを整理しているが、そのデータ整理の仕方には具体性がなく、個々の機械の故

障による生産停止の理由が抽象的な表現になってしまい、機械保全用には無用なも

のになってしまっている。管理者の仕事の考え方を変える必要がある。

3) 管理者の管理能力の発揮

金型職場で、技能者の意見を聞き、職場の改善を図り、モラルを向上させて職場

の効率化を図ることを目的に、職場懇談会を実施した会社がある、従業員の協力を

得るのには非常によい方法である。継続的に実施すること必要である。

4) 管理者の不足

品質管理の担当者が定着せず、2 人の経営者ですべての管理を行っている企業が

ある。あえて管理者を外部から求めるのではなく、製造現場の作業者の中で優秀な

人を選び、教育を行い品質管理を担当させるべきである。多くの人の中には適任者
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が必ずいるはずである。

5) 管理者の頭の切り替え

1998年 11 月に訪問したとき、経営方針として製造責任者から「不良品を顧客に

渡さないように検査を標準化したい」という意思表明があった。しかし、そのとき

に行っていた AQL 1%の抜取検査では限度があり、顧客に不良品が届く可能性があ

るので、作業者を教育して作業者に全数検査を行うように指導した。その後は実際

に作業者が全数検査をしているが、管理者がその検査をあまり信用していない。し

かし、抜取よりも全数の方が作業者に品質基準を教え込むのに適しており、検査の

方法を工夫すれば顧客に不良を渡さないようにするには遥かに有効である。

(5) 仕事量の不足と過多

1) 販売活動の強化

充分な仕事がなく、工場が休業状態である場合があった。販売社員を増員してで

も、現在の仕事を獲得するようにする必要がある。また、何故仕事を獲得できない

か、取引先に尋ねる必要がある。販売価格が高いのか、品質が悪いのか、納期遅れ

があるのか、その原因を追究して対策を講ずる必要がある。

2) 仕事量の過多と自社の能力の見極め

家電の会社と契約し、古い金型の貸与を受けて生産を行ったが不良品を多く出し、

またバリを削るために多くの作業者を投入し苦労をした。その後機械を同社から導

入して生産を始めている。従来から当社にある機械は古いので、機械保全の担当者

が大勢必要である。しかも機械の保全には取り替え部品の購入に資金が必要である

のに経営者が充分な資金を出さない。また、保全担当者の人員不足で、機械が充分

稼働しない。納期遅れも発生したと推測される。自社の実力以上のことを実施して

いると思われる例である。一度にあまり多くのことをしないで、徐々に仕事を増加

させていくようにすべきである。

2.2.2.2 生産管理

(1) 仕事の標準化の推進

1) 検査データの採り方と仕事の標準化不足

1999年 3 月に訪問したとき、インジェクション成形工程において製造のスーパー

バイザーの顔ぶれがかわっていて、不良のデータの採り方も以前指導したチェック

シートを使っていない。1日ごとに記入する欄が小さく、1つの不良項目しか記入で

きないようなものを使っているし、実際にどんな不良が出たのか、不良項目が記入
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されていなかった。検査方法の標準化を行い、人が替わっても同じやり方を実施す

るようにしなければならないし、人が入れ替わるときには必ず引継ぎを行うように

しなければならない。

2) データの活用

ほとんどの企業で品質管理部門が採取したデータを不良削減に活用していない。

データを取りこのような不良が出たというところまではデータで示すが、どのよう

な対策を実施したという報告書はない場合が多い。不良削減にデータを活用すると

ともに、対策実施の義務付けを標準化すべきである。

3) 品質基準の作成

品質基準がない場合が多く、適切な品質基準を作成することは急務である。外観

については現物を使った限度見本、管理する必要のある重要寸法を、現場に掲示し

管理することが必要である。そのとき重要寸法の公差は±3σ(シグマ、標準偏差)に

入るようなものでなければならない。

シフトごとに検査員が代わり、シフトごとの不良項目に対する不良件数が大幅に

変わっているのが現状である。それは明確な品質基準がないために、検査員の主観

により決めているからである。品質基準を作成し、シフトごとに検査員が代わって

も、検査結果が同じになるようにする必要がある。その製品が良品か不良品かとい

う重要なことを検査員の主観に任せるのは不適当である。

4) 全数検査

ブロー成形において、金型からボトルを取出すときに作業者が中途半端な全数検

査を行っている。その後、まとめて品質管理者が抜取検査をしているが、抜取検査

では不良を顧客に送らないという製造責任者の方針を満足することはできない。作

業者を教育して徹底した全数検査を実施した方が顧客に不良品を送らない方針にか

なっている。

5) 作業指示書の掲示

製造現場に作業指示書がない。難しいものを作る必要はないが、やるべきこと、

やってはいけないことを書いた作業指示書を掲示すべきである。

6) ISO9000シリーズの取得

ISO9000番取得に多くの企業が熱心である。顧客からの要請であり、注文量を増

やす手段と考えられている。顧客の要求は製品の QCDにつきること、有効なデータ

をとり活用しなければ ISO9000の考え方を活かすことはできないこと、を認識すべ

きである。
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7) 不適当な製品の取り扱い

トイレ用品の浮き（球状）を生産しているが、床に直接置いたり、あるときは足

で蹴飛ばしたりしている。大切な製品をこのように扱うのはよくない。顧客が見た

らどう思うか、製品を大切に扱うようにしなければならない。製品取り扱いの基準

を作成し、作業者に徹底する必要がある。

(2) コンタミネーション不良対策

不良項目の中でコンタミネーション不良が多くその対策に苦労している。特に白い製

品を生産しているので、欠点がよく目立つ。どこでゴミが入るか探しているというこ

とであるが、やはり工場全体が埃っぽく、段ボール箱の上には細かい塵が積もってい

る。工場全体を密閉し、外から埃が入らないようにしないとコンタミーネション不良

を根絶することは困難である。

(3) 材料管理の徹底

材料管理を実施するように当方でフォーマットを作成し提示したが、実施されていな

い。改善のための現状分析をまず行うこと、管理者がやる気を出すことが大切である。

(4) 機械保全

1) 機械保全のデータ

製造の管理者が機械保全を含めた機械稼働状態を示すデータを作成しているが、

機械の停止した項目を抽象化し、他人が見ても改善のために活用できないものであ

る。現場では機械の故障のデータを具体的にノートに書いているのでその内容を活

用すれば、機械保全に有効である。管理者は現場のデータを信用せず、ムダになっ

ている。組織で仕事をする体制が出来ていない。

2) 機械保全の徹底

機械の作動油の温度上昇により、機械がストップしたことがあった。原因がなか

なかわからなかったが、メーカーのサービスマンが来てわかった。原因はワッシャ

ーが悪くポンプの性能が落ちていたためである。ワッシャー 1 枚のために一ヶ月以

上の期間に亘り、機械の稼働率が大きく低下したのである。機械の不具合があった

とき、早急にかつ徹底的に対策を立てる体制を確立することが必要である。また中

古機械を購入した場合は、安く機械を買った分だけ、機械が正常に動くようにする

には金がかかることになる。
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3) 効果的な機械の保全

仕事が少ないときに機械の保全、整備を実施しておくことが大切である。機械に

ペンキを塗るということではなく、分解整備して磨耗部品の交換などを行うことが

大切である。

(5) 改善

1) 組立作業の改善

電池部品の組立、検査の工程があるが、ラインは整然としていないし、作業のや

り方も適性ではない。作業者の背の高さに比べ作業すべき位置が高く、手を上の方

に伸ばして作業をするため、作業しにくい状態であった。作業者の足元に台を置き、

作業者の位置を上げるように指導したが、動作経済の原則に基づいて作業しやすい

よう改善すべきである。

2) 効果的な改善の実施

会社の規模が小さく、工場長の下にスタッフが一人しかいないような場合でも、

仕事の内容に応じ改善を試みる必要がある。この企業の場合、原材料を輸送するコ

ンベアを考えていたが、規模が小さく 6 台の機械に原材料を供給するのにコンベア

は不要である。実状に見合った改善を実施することが大切である。

3) 組立工程の合理化

4 工程程度の組立を 20M ほど製品を運搬して行っていたので、機械の側で組み立

てを行うように指導したことがある。このようにお金をかけずに簡単に合理化がで

きることを実施していない。IE の基礎を勉強して改善のセンスを学ぶことが大切で

ある。

(6) 5Sの徹底

1) 5Sの継続

5Sを実施し、工場内の 2階の倉庫は整理整頓が行われたことがあったが、その後、

幹部があまり整理整頓を言わなくなると、元の状態に戻ってしまう。一度指示して

実施したことを継続することが大切である。

2) 5Sの実施

会社内に 5Sができているところと非常に汚い所がある。例えば原材料の倉庫には

鳩の巣があり、原材料の袋の上に鳩の糞がのっているものがある。袋を充分清掃し

て材料を取出さないと、材料に異物が混ざり、コンタミネーション不良を起こすの
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は明らかである。鳩の巣を外部に移動し原材料倉庫を清掃する必要がある。顧客が

このような倉庫を見たらもう注文は来ない。

(7) 管理者

1) 品質管理の担当者

品質管理の責任者が辞めてから後任がいない。採用が難しければ、作業者の中か

ら優秀な人を教育して品質管理の担当者に育成すべきである。

2) 管理者の不足

品質管理、工程管理（狭義の生産管理、生産計画と生産統制）の人材がいないと

いうことであるが、現場の作業者の中から優秀な人を教育し、品質管理、生産管理

を別々の人に担当させるようにすれば解決する。

(8) 金型

1) 金型の保全

使用している金型が古く磨耗が激しいので、バリを出している場合が多い。一台

の機械に 3 人の作業者が張り付いてバリ取りをしていることがあった。小さなバリ

をとることはやむをえないが、あまりにも多くのバリを取ることは品質にも影響す

るので金型の修理で対応する必要がある。バリ取りをする場合も、作業者が作業し

やすい環境、作業方法の改善を図るべきである。

2) 顧客の金型による試作

顧客の金型を使用して生産する場合、見積を行うときにはその金型がどのような

ものか、一度試作してみて、どんな製品がとれるか、サイクルタイムは何秒か、等

の検討をおこなう。試作の製品で顧客は満足するか、満足しなければ金型を修理す

る必要があるか、その費用はいくらかかるかを調べ、製品の見積に金型修理代を含

める必要がある。このようなステップを充分踏まずに見積をしているケースがまだ

見受けられる。

3) 金型の保全状態

金型の保全状態がよくなく、錆が多い。

4) 金型交換時間の短縮

現状分析を行い、改善すべき点を企業は承知し、正しい金型交換の方法を文書化

している。金型取替作業の順序を変更するだけでロスタイムを削減でき、機械稼働

率の向上、生産リードタイムの短縮を計ることが出来る。早急に実施する事が期待
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されているが、未だに実行されていない。幹部は製造現場の様子を掴んでいないよ

うである。

(9) 工程管理の適正化

金型取替えの際、金型の取替えが完了しているのに、材料の乾燥ができていないので、

機械を動かして製品を取ることができないという不合理なことが起こった。工程管理

（生産計画と生産統制）が正しく行われていないということの例である。

(10)投影面積と価格見積

投影面積を基礎に型締力を計算し、機械を決めて、そのレートに基づいて見積計算を

しなければならない。これを誤ると安く見積ることになり、大きな損失を蒙ることに

なる。軽くて投影面積の大きい製品の見積りを製品の重量から行ってしまい、投影面

積に比べて小さい機械のレートで見積ってしまった失敗の例がある。
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3. SECOFI及び関係機関への提言

本要素技術移転調査はサポーティグインダストリー振興マスタープランで提案されたプ

ロジェクトであり、つぎのスキームのもとに実施された。

l 現在のメキシコの中小企業の大半は国際市場で通用する Q（品質）C（価格）

D（納期）を満足させる製品を生産するだけの技術レベルに達していない。

つまり現状ではサポーティングインダストリーとなり得ない。

l サポーティングインダストリー候補企業は新技術を直接海外から取り入れる

機会もなく、顧客企業からの技術移転を期待する事もできない。持続的に技

術移転を行っていくことが期待できるのは国内の各種技術支援機関である。

l よって技術支援機関の技術のレベルを高め、将来の継続的な企業巡回技

術指導の基礎を築く。

要素技術としてプレス加工とプラスチック成形加工を選んだが、当然移転の対象は生産

技術だけではなく、生産管理技術も包含した広い技術である。生産技術、生産管理、

企業経営担当の日本人専門家グループより、ケレタロの CIDESI、サルティージョの CIQA

の巡回指導課職員への技術移転を調査目標として 2年間にわたって実施された。

本調査で得られた経験に基づいて 1)　今後の同種の手法による技術移転へ向けて、また、

2)　メキシコのサポーティングインダストリー振興、中小企業振興、技術支援機関振興へ

向けての所感と提言を以下に纏める。なお本調査では中小企業振興政策の現状分析は主た

るスコープではなく、そのための調査は特に実施していない。

3.1 サポーティングインダストリー振興の好機

サポーティングインダストリーは「組立産業に対して部品・コンポーネント・素形材・

包装材料を供給する企業群」を指す比較的新しい呼称である。現在の大きな流れである開

かれた製品・部品市場のもとで、各組立産業は共通の品質基準のもとに国境を越えた部品

調達体制を築きつつある。
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メキシコには保税制度のもとで一大組立産業がマキラドーラとしてすでに国内に存在し

ており、NAFTAの流れの中でその膨大な組立産業が部品類の国内調達を推進しつつある。

つまりメキシコはサポーティングインダストリーにとってまたとない好機を迎えている。

同時に、サポーティングインダストリーの振興が国家経済にとって現在急務である国の

一つといえる。

3.2 技術移転成功への条件　－　技術風土

技術移転には二つのタイプがあり、新しい産業をスタートさせ育成する目的をもっ

て新技術を導入する場合と、自国に既に存在はしているが小規模で技術レベルが低い

ために競争力を持たない産業を強化することを目的として実用技術を導入する場合で

ある。本調査での技術移転は後者のケースであり、当然特許の問題が発生するような

新技術の移転を対象とはしていない。工業先進国の生産現場では既に普及している要

素技術の基礎知識、ノウハウのかなりの部分が未だメキシコの地場の中小企業にとっ

ては新しいものであるというのが実状だからである。

技術移転、とくに上記の実用技術移転の難しさは、文書では完全に表現し伝える事

が出来ないものを対象としていることである。技術移転はあくまでソフトの移転であ

る。つまり、それを受け育む土壌、環境、移転を受ける人材が適正に確保されていな

ければ成功はおぼつかない。民間企業間のビジネスの上に立った技術移転の場合と異

なり、公的な組織を対象とした技術移転が効果を上げるかどうか、成功するかどうかは

プロジェクトの内容スキームだけではなく、その国のいわば技術風土にかかっているとい

える。

技術風土は『もの作り』に対する歴史・文化であるが、具体的には人材、生産設備の状

況、材料の質と調達状況、製品市場、そしてその国の技術政策ということになる。その中

でも特に本調査のような技術移転プロジェクトの鍵を握るのは移転の対象である人材、つ

まりカウンターパートである。技術政策の枠の中で、技術移転プロジェクトの重要性を正

しく認識し、処遇面も含めてカウンターパートが安定した環境で技術移転を受けられるた

めに適切な処置を講じることは、技術移転の成功への不可欠な要件である。
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3.3 一般中小企業育成政策から独立したサポーティングインダストリー育成政策の必

要性

サポーティングインダストリー企業の範疇に含まれる企業の大半は、大企業が多い一次

自動車部品企業などを除けば、規模の点で中小企業に含まれる。よってメキシコに限らず

多くの国でサポーティングインダストリー育成は中小企業振興政策の一部分として考えら

れるケースが多い。しかしサポーティングインダストリー育成政策が相手にするのは、少

数の大企業からなる組立産業がバイヤーとしてコントロールしている部品市場である。そ

れには特有のアプローチが必要であり、一般の中小企業育成政策とは分けて立案されるこ

とが必要である。1)下請け制度などのバイヤー側の調達戦略を最優先で取り込む政策が求

められること　2)国際市場で競合できる高い技術力が求められること、がサポーティング

インダストリー育成政策の要である。

顧客であるアセンブラー、第一次部品企業の市場分析に基づいたグローバルな部品調達

戦略がサポーティングインダストリーを左右することになる。サポーティングインダ

ストリー育成策には一般の中小企業育成策とは違い、アセンブラー、第一次部品企業

との緊密な連携なしに成果は上がらない。QCD を満足する地場のサポーティングイン

ダストリーの育成はメキシコのアセンブラー、第一次部品企業の望むところであり、

既に独自に下請け企業の育成を始めている企業も多い。そうした動きへの側面からの

支援が政府に求められており、前述のマスタープランで提案された 6 つの戦略のなか

では、“技術の向上”とともに、特に“下請け契約の促進”“金融支援の改善”が重

要性を持っている。

地場の産業が市場原理のみでサポーティングインダストリーへと成長することはほ

とんど不可能である。東南アジアの 1 国に、中古エンジンに中古部品の寄せ集めで作

られた自動車が庶民の足として大いに利用されている例がある。もともとはジープの

改造から始まったものであるが、同国の毎年の新規登録台数の 60～70%を占めている。

しかしこの様な状況にありながら、現在同国の自動車産業が抱える最大の問題はサポ

ーティングインダストリーの不足である。各アセンブラーが世界市場の中で熾烈な技

術競争を繰り広げている自動車業界では、新技術の開発と共に基本的技術の標準規格

化が非常な勢いで進みつつある。政府による業界育成振興政策に対する消極的な議論

もあるが、放置された地場産業はサポーティングインダストリーへのハードルを越え

ることは難しい。適切な育成政策は不可欠である。
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3.4 中小企業育成策とサポーティングインダストリー育成策の二つの枠組みと公的技

術支援機関

全ての中小企業がサポーティングインダストリーとしての OEM 生産を目指しているわ

けではない。製品は多様であり、今回のモデル企業の中にも消耗雑貨品を生産している企

業、アフターマーケットに製品を出している企業も含まれていた。しかし全ての中小企業

は業績の向上へ至る重要な手段として生産技術・生産管理技術の向上を課題とし努力して

いる。サポーティングインダストリーに求められているのはより高い国際レベルの技術

力であるが、言うまでもなく、それは基礎技術の習得の上にのみ可能である。本調査のモ

デル企業への技術移転で痛感した点は、全体としてこの基礎技術が不足していること、さ

らに企業がそれを習得する場を欠いていることである。このままでは OEM 生産へと飛躍

することは容易ではない。

中小企業育成とサポーティングインダストリー育成という二つの政策枠組みの中で、公

的技術支援機関の役割を求めると、第一の責務は中小企業の基礎技術力の向上への貢献で

あろう。サポーティングインダストリーではなく、中小企業育成策のなかの“技術向上”

に対する政府の役割の実施母体としての責務を公的技術支援機関は負っていることになる。

技術力の向上を目指しながらも孤立している地場の中小企業にとって新技術の導入、指導、

情報入手などの技術支援を期待できるのは、例えば CIDESI や CIQA といった主に教育省

（SEP）傘下の各機関のみといってもよい。大企業であるアセンブラーや一次部品企業か

らの技術移転は期待出来ないからである。市場原理のみに任せては一般中小企業の技術力

向上は望めない。

中小企業全体の基礎技術力が向上していく中で、技術レベルの高い企業から徐々に OEM

生産を始めサポーティングインダストリーとして育っていく可能性を持つことになる。基

礎技術を習得し一定の技術レベルに達した企業がより高い品質を目指すときに必要となる

技術の獲得に対しては、公的技術支援機関よりもむしろ客先企業からの移転が主たる手段

となるはずである。実際地場の部品企業を育てることに積極的なアセンブラーや第一次部

品企業も多い。このレベルの技術を公的技術支援機関に大きく期待することは困難であり、

事情は日本においても同様である。
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公的技術支援機関による技術サービスの主たる対象企業群を図に示した。
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3.5 技術支援機関強化の重要性

SEP傘下の技術支援機関は企業向けの技術指導サービスを掲げておりその実績もある。

しかし、多くの機関の主たる業務は先端技術の研究や材料の分析検査等であるのが実状で

ある。中小の製造企業が求める生産現場に密着した基礎生産技術・生産管理技術を積極的

に扱い業界に貢献している機関は少ない。

繰り返すが、メキシコの多くの中小企業は技術サービスを満足に受けられない状況に放

置されている。本調査はマスタープラン調査での結論で提案された“技術センターの強化”

プロジェクトの一部を含むものであるが、改めて中小企業への技術サービスの観点から全

国の技術支援機関の強化プロジェクトの実施を提案する。

強化プロジェクトのスキーム策定にあたっては次の 2点を考慮すべきである。

3.5.1 各要素技術に特化した技術支援機関

素材を加工成形して部品を作る技術には鋳造、鍛造、プレス加工、プラスチック成形、

さらに仕上げ、後処理などがある。これらの技術は全ての製造業の基礎であり、この要素

技術レベルが低いことには製造業の振興は望めない。製造業における生産管理技術とは、

QCD全てに満足できる製品を生み出すために、第一に生産技術、そして設備、材料、人員

を如何に旨く使いこなすかの管理技術である。

本調査を契機にして、CIDESI はプレス加工、CIQA はプラスチック成形加工に特化した

企業巡回サービスを始めている。現在は所在地周辺の企業のみを対象としているが徐々に

全国的にサービスが展開していくことが期待されている。両機関共に従来の研究・検査等

の業務は維持しながらも、一つの要素技術を全面に打ち出してコンサルティング業務の広

報を進めることを調査団は強く推奨している。両機関に技術情報だけではなく、プレス加

工企業、プラスチック成形加工企業の業界情報も蓄積されて行くことになれば、メキシコ

における両要素技術の総合的なセンターとして機能していくことになる。たとえ他業種の

生産管理技術のみのコンサルティング業務であっても、担当者が一つの要素技術に精通し

ていることは大きな強みとなる。なお、調査団の知り得た範囲では、現在のところ、要素

技術毎の業界団体としては全国製造業会議所（CANACINTRA）が各分科会を持っている

他、各州にも業界の集まりがあるようである。
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プレス加工、プラスチック成形加工ともに金型の重要性は既に十分に認識さ

れており、本調査の技術移転でも金型には多くの時間を割いた。メキシコの中

小企業においてはいまだに支給品または貸与品の金型を使って加工している例

が多い。工場内で金型のメンテナンスに取り組んでいるケースは多いが金型製

作は稀であり、金型製作の専門業者もあるが数は少ない。設計に至ってはごく

簡単な金型を自社設計している例も見られるものの、全般的には基礎知識を習

得すべき段階といえる。このような現状のもとで、名実ともにメキシコのプレ

ス加工、プラスチック成型加工の総合技術センターとなるためには金型は当然

避けて通れない課題である。両機関の中では、CIDESI は汎用工作機械からマ

シニングセンター、ワイヤーカット迄を揃えており、既に簡単な金型の設計製

作を手掛け始めている。CIDESI がプレス加工に特化した総合的な技術支援機

関となることは、ソフト面では本調査での技術移転の継続、ハード面では不足

している一部の工作機械、試し打ち用のプレス機械等の購入が必要ではあるが、

十分に可能であろう。

ここでは、全国的な技術支援機関強化への一つのアプローチとして、各要素技術毎に核

となる技術支援機関を指定して強化する事、具体的には本調査と同様のスキームを他の要

素技術で既存の技術支援機関に適用すること、を提案する。本調査を全期間にわたって

SECOFIと共にサポートしてきた CIDESI、CIQA の上部機関である CONACYT（Consejo

Nacional de Ciencia y Tecnología）の積極的な関与が不可欠である。

3.5.2 技術支援機関相互のネットワーク形成

メキシコの技術支援機関としては、大学等の教育機関を除くと、CIDESI、CIQA を含め

た SEP-CONACYT傘下の機関、SEP-CONALEP傘下の CAST (Centro de Asistencia y Servicios

Tecnológicos)、他に民間企業業界団体を母体としたものがある。

全ての機関の詳細調査はしていないが、それぞれの機関が専門の研究分野を持ち、業界

に対するサービスにもそれぞれ特徴を持っている。同時に、その業務内容には相互に重な

る部分があり、反対に相互に設備また人材の上で不足を補い合える部分を持っているはず

である。
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企業への技術支援に限ってみても、企業からの支援の要請内容は常に多様であり一機関

の一部門だけで対応できない例は珍しくない。本調査でのモデル企業への指導の過程でも、

機関内の材料試験部の協力がより質の高い企業への指導内容を可能にした例がある。機関

の職員は一つの技術の専門家であることは望ましいが必ずしも必要条件ではない。問題と

その原因の発見、さらに適切な改善の提言という診断指導の手法に習熟していること。そ

のために必要に応じて、より適切な外部専門家に協力を仰ぐといった総合的判断が出来る

能力と柔軟性が何より求められている。

機関内の他部門との協調の重要性と必要性を調査団は両機関に進言してきたが、ここで

は同じ目的で、他の支援機関との協調を提言する。具体的には、問題を持ち込んできた企

業を適切な機関に相互に紹介し合うシステム、設備の不足を補うために設備の相互使用の

システム、またセミナー・訓練プログラムの共同開催などが、考えられる。

現在でも支援機関の協調は既にある程度行われている。しかし更にそれを推進していく

上では、地域的な制約の他に、解決すべき制度上の問題があるのかもしれない。
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3.6 全国的に統一されたコンサルタント資格制度の導入

中小企業への技術指導は技術支援機関の仕事であると同時に、独立コンサルタントの活

躍の場でもある。しかしメキシコにおいてはこの独立コンサルタントが質量共に不足して

いる。詳細な調査は行っていないが、例えば特定の要素技術についての近代的知識を身に

つけ、さらに生産現場での十分な経験を持ったコンサルタントは少ない。企業の ISO9000

取得を支援するコンサルタント、特定の生産管理手法の導入を支援するコンサルタントは

いるが、認知された資格制度もなく、組織化もされていない。独自にコンサルタントを抱

え業務を委託している機関は多いが、採用の条件が例えば経験 3 年から 5 年と言ったよう

に、企業側の要求に応じるには十分に qualifyされているとは言い難い。このことは同時に、

今回の調査で技術移転を受け十分な能力を持った技術支援機関の職員を正当に評価するシ

ステムが存在しないことを意味する。

全国的に統一された適正なコンサルタント資格制度の導入はマスタープラン調査の結論

にも含まれていたテーマである。まず政府関係機関だけでも、コンサルタントの資格を見

直した上で統一し、登録の一本化を始めることを提言する。
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CIDESI 企業巡回技術指導マニュアル抜粋
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1. プレス加工技術 I
2. プレス加工技術 II
3. 製品分析シート
4. 標準プレス金型図面集
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1111....　　　　　　　　ププププレレレレスススス加加加加工工工工技技技技術術術術 IIII

目目目目 次次次次

1111.... ププププレレレレスススス機機機機械械械械のののの技技技技術術術術仕仕仕仕様様様様 計計計計算算算算
1.1 プレス加工

1.2 プレス作業

1.3 プレス加工の区分

1.4 加工の区分

1.5 プレス加工の種類

1.6 機械のエネルギーと仕様

1.7 機械プレスの条件と仕様

1.8 仕様の分からないプレス機械への対処方

1.9 プレス機械の仕様確認方法

1.9.1 プレス機械の仕様の決定

1.9.2 機械式プレス機械のエネルギー計算

1.9.3 モーター容量

1.10 油圧プレス

1.11 加工における重要な 3 要素

1.12 プレス加工における成形速度

1.13 スライド機構の速さ

1.14 クランク機構の力

1.15 クランクシャフトのトルク

1.16 ストローク加圧力

1.17 クランクプレスのエネルギー

1.18 モーター能力

1.19 スクリューの径が変わった時のプレス機械の真の加圧能力を示す表

2222.... せせせせんんんん断断断断・・・・打打打打ちちちち抜抜抜抜きききき加加加加工工工工のののの技技技技術術術術仕仕仕仕様様様様 計計計計算算算算

2.1 打ち抜き形状の限界

2.2 穴径の最小限度

2.3 パンチとダイのクリアランス

2.4 プレス加工計算

2.4.1 打ち抜き（せん断・穴抜き・ブランク抜き）

2.4.2 せん断に必要とされるエネルギー
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3333.... “ VVVV”曲曲曲曲げげげげ    “ UUUU”曲曲曲曲げげげげ加加加加工工工工のののの技技技技術術術術仕仕仕仕様様様様 計計計計算算算算

3.1 曲げ

3.2 “V”曲げに要する加圧力

3.3 “U”曲げに要する加圧力

3.4 “U”曲げに要するエネルギー

4444.... ププププレレレレスススス加加加加工工工工のののの技技技技術術術術仕仕仕仕様様様様 計計計計算算算算－－－－円円円円筒筒筒筒絞絞絞絞 りりりりとととと角角角角筒筒筒筒絞絞絞絞 りりりり

4.1 絞り

4.2 パンチとダイのクリアランス

4.3 径を算出するための部分面積

4.4 ブランク径の定め方

4.5 絞り限界係数

4.6 再絞りの限界係数

4.7 絞り加工におけるブランクホルダーの押え力

4.8 角筒絞り

4.9 成形プロセスの限界

4.10 角筒絞りに要する加圧力

4.11 ビードを用いない角筒絞りに要するエネルギー

4.12 ビードを用いた場合の角筒絞りに要するエネルギー

4.13 加工の特徴

4.14 アイアニング加工

4.15 加工に要する加圧力

4.16 加工に要するエネルギー

4.17 ブランク展開

4.18 曲げ展開とスプリングバック

4.19 ブランク展開

5555.... ププププレレレレスススス加加加加工工工工のののの技技技技術術術術仕仕仕仕様様様様 計計計計算算算算－－－－成成成成形形形形 加加加加工工工工
5.1 ビード（リブ）加工

5.2 加圧力

5.3 バーリング加工  （せん断と曲げ）
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6666.... ププププレレレレスススス加加加加工工工工のののの技技技技術術術術仕仕仕仕様様様様 計計計計算算算算－－－－冷冷冷冷間間間間鍛鍛鍛鍛造造造造

6.1 押し出し加工

6.2 加工に要する力

6.3 加工に要するエネルギー

6.4 圧縮加工

7777.... ププププレレレレスススス加加加加工工工工のののの技技技技術術術術仕仕仕仕様様様様 計計計計算算算算 ----ププププレレレレスススス工工工工場場場場ののののレレレレイイイイアアアアウウウウトトトト

7.1 レイアウトの種類

7.2 大量生産システム

7.3 作業の標準時間

7.4 大量生産工場のレイアウト

7.4.1 小型・中型プレス機械を使った手作業の形態

7.4.2 自動作業形態

7.5 トランスファーシステム（ロボットシステム）

7.6 プレス機の設置要件

8888.... ププププレレレレスススス機機機機械械械械のののの偏偏偏偏心心心心荷荷荷荷重重重重

8.1 プレス機械の偏心荷重

8.1.1 クランクプレスの偏心荷重

8.1.2 ダブルクランクの偏心荷重

8.1.3 金型の偏心荷重

9999.... ププププレレレレスススス金金金金型型型型

9.1 基本的なせん断・打ち抜き型

9.2 基本的な曲げ型

9.3 “L”曲げ型

9.4 “U”曲げ型

9.5 基本的な成形型

9.6 基本的な絞り型

9.7 一回目の絞りにおける成形条件（金属一般）
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10101010.... 材材材材料料料料のののの歩歩歩歩留留留留ままままりりりりをををを最最最最適適適適ににににすすすするるるる板板板板取取取取りりりり

10.1 材料歩留まり

10.2 スクラップレス

10.3 スクラップあり

10.4 材料利用率

10.5 サイド幅とキャリアーブリッジ
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1.9 ププププレレレレスススス機機機機械械械械のののの仕仕仕仕様様様様 確確確確認認認認方方方方法法法法

プレス加工はプレスと呼ばれる機械を用いて行われ、プレス機はプレス加工に必要と

される条件を満足しなくてはならない。そのためには、機械の仕様を知り、その機能を

熟知することが必須である。以下に、プレスの能力（安全範囲で発揮できる最大加圧

力 tf）と加工エネルギー（安全範囲内で、スライドのワンストロークによってプレス機が

発する最大かつ有効なエネルギー  Kgf.m）を割り出す計算方法を示す。プレス機の有

する各仕様の中でも、特にプレス加工に大きな影響を及ぼす数値である。一般的に、

加圧力 P tf．（圧力）と、力が最大限に発せられる最適な位置 H mm（能力限界）は、

最近の技術を用いて作られたプレス機には明示されている。これらの数値は取り扱い

説明書に記載され、これをもとに機械の効率曲線が定められている。中古機械や古い

機械の場合、そのようにはなっていない。従って、上記の数値を求め、プレスの保有す

る能力とエネルギーを割り出すための方法を述べる。

1.9.1 プレス機械の仕様 の決定

スライドとシャンクを繋ぐスクリューの寸法を直接測ることで求める。プレス加工におい

て動きと力を伝達する部分の中では最も弱い部分にあたるからである。

スライド

ボルスター

図図図図    1111‐‐‐‐6666

計計計計測測測測個個個個所所所所             ススススククククリリリリュュュュ

能力

スクリュー径（ d）

シング ダブ
5
10
20
30
50
70
100
150
200
250
300

30
40
55
65
85
10
0
12
0
15
0
18

-
-
-
-
-
80
95
120
140
155
170

d＝スクリューの直径（ mm）

表表表表    1111‐‐‐‐1 1 1 1     ススススククククリリリリュュュューーーー径径径径
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シングルあるいはダブルクランクの機械プレスにおける、スライドとシャンクを繋ぐスクリュ

ー径に応じたプレス機の能力を決定するグラフ。

ググググララララフフフフ  1‐‐‐‐1  ププププレレレレスススス機機機機のののの能能能能力力力力  P （（（（tf. ））））

10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160 170 180 190 200 210 220 230 240 250 260 270 280290 300

シングルクランク

ダダダダブブブブルルルルククククラララランンンン

ス
ク

リ
ュ

ー
径

（
d

）
（
m

m
）
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1.9.2 機械式プレス機械のエネルギー計算  E = （kgf.m）

モーターにより直接作動するフライホイールを計測し、その容量と回転速度に応じ、ホ

イールの回転方向の変化も含め、スライドが発揮する加工能力を定めることができる。

図 1-7を参照すること。

                                                                           

                                                                           

                                                                           

G = フライホイールの容量（マス）
D2 = フライホイールの面積
γ = 鋼 0.0072 に対する材料密度定数（kgf/cm）3

Em = フライホイールのエネルギー
E = スライドのエネルギー

d2 d1

b ホイール

n = （回転数／分）

計測個所 :
ホイール .
d1= 外径 (mm)
d2= 内径 (mm)
b = フランジ幅  (mm)
n = 回転数 (rpm)
C =スライド
ns= ストローク (spm)
表 1-2 を参照

ns= (s p

g=0.0072 (kgf./cm.3)

E= Em(1- (1- r )2  ) (kgf.m)

C

図 1-7 機械プレス

).(
7160

22

mkgf
nGD

Em =

( ) .)(
4

2
2

2
1 kgfbddG g

p
-=

( )
)(

2
2

2
2

2
12 m

dd
D

+
=
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ns(spm) ρ値

< 10 0.25 a 0.18

10 a 20 0.18 a 0.13

20 a 30 0.13 a 0.11

30 a 50 0.11 a 0.09

50 a 100 0.09 a 0.07

100 a 200 0.07 a 0.05

> 300 0.03

表 1-2  一分当たりのストローク数

E = PH

P = （tf）

H = （mm）

H£1 打ち抜き専用

H が 3 から 6 の間、絞 り又は浅い曲げ

H＞ 深絞 り



A-A1-9

第 2 章

せん断・打ち抜き加工の技術仕様 計算

プレス加工は大きく分けて 4つに分類される。せん断・打ち抜き、曲げ・成形、絞り・張

り出し、そして圧縮加工である。夫々の加工に見られる固有の特徴に従って、独立した

グループとして捉えなくてはならない。

第 2章から 7章まで各加工毎に、その特色を定め、プレス機の加工計画を決めるため

に必要とされる加圧力とエネルギーを求める手順を紹介する。さらに材料や工程設計

から来る成形限度についても考慮する。

以下に示す事柄はすべて、金型構造のための基本 的な点を求め、プレス加工の条件

を決めるための主要な基礎であり、プレス加工のノウハウを打ち立てることを可能にす

る適正条件となっていくものである。
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2.1 打打打打ちちちち抜抜抜抜きききき形形形形 状状状状のののの限限限限界界界界

           せん断                                         良品

図図図図 2-1

                                   r                 w       r ³ w

図図図図 2-2

　　　打ち抜き

                                                      q £ 900

                                             qº       r 　  r  >=  0.5t

　　　　　　　　　　　　　　　　  図図図図 2-3

                      

           w                         w

               l                  l         b        r            c

図図図図 2-4 図図図図 2-5

W ³ 1.5 t r ³ 0.5 t

l £ 5 w b ³ 2 t (0.8 mínimo)

c ³ t (0.8 mínimo )

t = 板厚 （mm）
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2.2 穴穴穴穴径径径径のののの最最最最小小小小限限限限度度度度

次に示す表は、異なった材質の打ち抜きに対する厚みに応じた、最低直径を示すも

のである。

汎用打ち抜き 精密打ち抜き
材 質

丸穴 角穴 丸穴 角穴

鋼 ＞3％c 1.3t 1.0t 0.5t 0.4t

鋼 ＜3％c 1.0t 0.7t 0.35t 0.3t

黄 銅 1.0t 0.7t 0.35t 0.3t

アルミニウム 0.8t 0.5t 0.3t 0.3t

表表表表 2-1

2.3 パパパパンンンンチチチチととととダダダダイイイイののののククククリリリリアアアアラララランンンンスススス

                                                                                   

                                               パンチ

                                              

       c                               c          e

        t

   

                                                                  ダイ

      　           破 断                     aº

図図図図 2-6
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C = クリアランス（ mm）

t = 板厚（mm）

e = 塑性変形 （mm）

α= 破 断角度（6 ～7 度）

表 2-2は材料の塑性変形と厚みの関係を示したもので、パンチとダイのクリアランスを

決めることが出来る。

e / t 関係一覧表

t （板厚 mm） <0.2 0.2 0.5 1 2 3 >3

e/t 0.60 0.55 0.50 0.40 0.30 0.20 0.15

Tabla 2-2

2.4 ププププレレレレスススス加加加加工工工工計計計計算算算算

2.4.1打ち抜き（せん断・穴抜き・ブランク抜き）

せん断に必要とされる加圧力については図 2-7を参照すること。

Ps = 
1000

..τtl
(tf.)

Ps = せん断に必要な加圧力（ tf.）

l = ブランク周縁長さ（ mm）

t = 材料の厚み（mm）

τ= せん断抵抗（kgf./mm2）

τ= 0.8σB （σB = 通常の引張り応力）

0tg1 a÷
ø
ö

ç
è
æ -=

t

e
tC
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                                     Ps

                                              パンチ

                t                              e

                                                           ダイ

図図図図 2-7

穴明けに必要な加工力を計算することにより、この加工に必要なエネルギーを
求めることができる。プレス機械の効率曲線を使って、その曲線の下方に収ま
るかどうか、事故や機械を傷めることなく高品質の製品を正しい方法で生産で
きるかどうかを知ることが出来る。
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7.4 大大大大量量量量生生生生産産産産工工工工場場場場ののののレレレレイイイイアアアアウウウウトトトト

7.4.1 小型・中型プレス機械を使った手作業の形態（図 7-5を参照）

a) 異種製品の直線上のレイアウト

図図図図 7-5　　　　ププププレレレレスススス工工工工場場場場

Prensas pequeñas y medianas

材
料 完

成
品

小型

中型

材料の流れ

完成品 の流れ

P1 P2 P3
P4

P4P3P2P1

流れ

流れ

P PP P P

斜め置き形 態 (自重によるマテリアルハンドリング )



A-A1-15

b) 大量生産用に相応しい U字形レイアウト

図図図図 7-6 ププププレレレレスススス工工工工場場場場

材
料

倉
庫

完
成

品
倉

庫

材料の流れ

 完成品 の流れ

P P P P

PPPP

流れ

流れ P

P
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7.4.2 自動作業形態

a) コイル材の利用

板厚が 2mm以下で供給量が 300mm以下の場合に用いるフィーダー。

Re = 
e2σ

Et
³

L 
2

Re2Re
Re)4( ÷

ø
ö

ç
è
æ-³

HH

ho ³  100mm

E = 弾性係数

t < 0.2 レベラーは不必要

t > 0.2 レベラーが必要

σ= 降伏応力

σe = 0.8σe

H
Re Re

Re

ho

プレス機

L

レベラー
フィーダー

図 7-7 プレス用フィーダー
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第 8 章

プレス機械の偏心荷重

8.1 ププププレレレレスススス機機機機械械械械のののの偏偏偏偏心心心心荷荷荷荷重重重重

プレス機は、どのような加工においてもスライドの中心に荷重がかかることを想定して

設計されている。しかし、現実には加工の荷重中心がスライドの中心より外れている場

合が大変に多い。このような時に、スライドは偏心荷重を受け、スライドのガイドに過負

荷がかかり機械を損傷したり、偏心荷重に固有の事故が引き起こされたりし、同時に不

良品が発生する。

スライドにかかる偏心荷重の許容加圧力の配分を以下に説明し、同時に偏心荷重の

条件下で、金型上の加工の荷重中心の計算の仕方を紹介する。
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8.1.1 クランクプレスの偏心荷重

a) シングルクランク

e
30%

100 %

he

l

ススススラララライイイイドドドド

図図図図 8-1　　　　シシシシンンンンググググルルルルククククラララランンンンクククク

w
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b) シングルクランクの偏心荷重

Pa = p he ( tf o kN ) = 許容可圧力

Ea = E he (kgf. m. o J ) = 許容エネルギー

P = 容量 ( tf.)

E = エネルギー  (kgf.m. )

he = 偏心効率

e = 偏心距離  (mm.)

5.1=
W

L

L = スライドの長さ  (mm)

e

l
ススススラララライイイイドドドド

Pw

R

R

図図図図 8-2　　　　シシシシンンンンググググルルルルククククラララランンンンクククク



2.　プレス加工技術 II
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2222....　　　　　　　　ププププレレレレスススス加加加加工工工工技技技技術術術術 IIIIIIII

目目目目 次次次次

1111.... ププププレレレレスススス加加加加工工工工のののの自自自自動動動動化化化化設設設設計計計計
1.1 プレス加工における自動化の種類

1.2 プレス加工の自動化計画

1.3 単工程の自動化

1.3.1 マガジンによる材料供給

1.3.2 払い出し方法（取り出し）

1.3.3 空気圧シリンダーの作業時間

1.4 多工程の自動化（ a様式）

1.5 多工程の自動化（ b様式）

2222.... 多多多多段段段段 送送送送りりりり型型型型のののの設設設設計計計計
2.1 金型設計の手順と流れ図

2.2 工程設計の詳細

2.3 製品図面のチェック

2.4 加工における製品の流れ

2.5 工程分解

2.6 工程設計の詳細 1

2.7 工程設計の詳細 2

2.8 工程の構造設計

2.9 加工工程の設計 1

2.10 加工工程の設計 2

2.11 組立て図面の設計

2.12 組立て図面の設計（続き）

3333.... 多多多多段段段段 送送送送りりりり型型型型をををを検検検検討討討討すすすするるるる前前前前にににに
3.1 手作業用金型でのポイント

3.2 往復加工における位置決め用のストッパー
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4444.... 多多多多段段段段 送送送送りりりり型型型型にににに用用用用いいいいらららられれれれるるるる基基基基本本本本 要要要要素素素素
4.1 構造

4.2 ストックガイドの設計

4.3 工程頭のストッパーピン

4.4 パイロットパンチ

4.5 プッシャーガイド

4.6 サイドカットパンチ

5555.... 材材材材料料料料試試試試験験験験ととととププププレレレレスススス成成成成形形形形
5.1 プレス加工における変形と不良モード

5.2 プレス成形不良に対する材料特性の影響

5.3 プレ加工製品に見られる典型的な不良とその対策

6666.... タタタタンンンンデデデデムムムム式式式式金金金金型型型型
6.1 簡単なプログレッシブ加工

7777.... スススストトトトリリリリッッッッププププレレレレイイイイアアアアウウウウトトトトのののの条条条条件件件件
7.1 ストリップレイアウトの基礎

7.2 アウトカットパンチの設計

7.3 マッチング対策

7.4 かす上がり対策

7.5 極小部品加工

7.6 マイクロ加工

7.7 つぶし穴あけ加工

7.8 スリット加工

8888.... 材材材材料料料料のののの機機機機械械械械試試試試験験験験
8.1 n値、r値を求めるための引張り試験

8.2 試験後の全伸びを求める

8.3 r値を求める

8.4 n値を求める

8.5 スプリングバックの計算
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9999.... 曲曲曲曲げげげげ用用用用多多多多段段段段 送送送送りりりり型型型型
9.1 曲げ用プログレッシブ金型

10101010.... 角角角角曲曲曲曲げげげげとととと丸丸丸丸めめめめ曲曲曲曲げげげげ
10.1 角曲げ

10.2 丸め曲げ

11111111.... レレレレベベベベララララーーーー設設設設計計計計のののの原原原原則則則則
11.1 ローラー径の決定

11.1.1 レベラーのローラー数

11.1.2 ローラー径の決定

11.2 推進トルクと動力

12121212.... 棒棒棒棒曲曲曲曲げげげげににににおおおおけけけけるるるるススススププププリリリリンンンンググググババババッッッックククク
12.1 曲げモーメント

12.2 曲げ応力

12.3 加圧力

12.4 スプリングバック

13131313.... 絞絞絞絞 りりりり用用用用多多多多段段段段 送送送送りりりり型型型型

13.1 ブランクの取り方とパイロットピン

13.2 ストリップレイアウト

13.3 加工の上下方向

13.4 金型の構造

13.5 フランジ付円筒絞り

13.6 フランジ付円筒絞り（深絞り）

13.7 フランジ無し円筒絞り

14141414.... 特特特特殊殊殊殊なななな絞絞絞絞 りりりり
14.1 逆絞り

14.2 円錐絞り

14.3 角絞り
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第 1章
プレス加工の自動化設計

1.1   ププププレレレレスススス加加加加工工工工ににににおおおおけけけけるるるる自自自自動動動動化化化化のののの種種種種類類類類

· 単工程の自動化

· 多工程又は複合工程の自動化

a) プログレッシブ加工

b) トランスファー加工（ロボットを含む）

図の 1-1 はクランク円上の重要な各点を示すものである。

                                                       S                                                         SL

図 1-1  クランク円

r

PMS

PMI

クランク円

       回転方向

上死点

下死点

S
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1.2   ププププレレレレスススス加加加加工工工工のののの自自自自動動動動化化化化計計計計画画画画

送りの条件を設定するために、クランク円上で設計をし、通常以下のように分類される作業条件を定め

る。

a) 連続運転

b) 制限付連続運転

c) プレス・マスター方式とフィードマスター方式

1.3   単単単単工工工工程程程程のののの自自自自動動動動化化化化

1.3.1   マガジンによる供給

a) プッシュ式供給、図 1-2参照

このタイプのマガジンはブランク材を用い、板厚は最低 0.6 mm。

傾斜度は  15° < a° < 30°

  
                                                          W

図 1-2  プッシュ式材料供給方式

力学的条件は下記の計算式を用いる

Fp = m W cosa° (Kgf)

a°

Fp

マガジン

型の中心線
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b)  スタッカー式供給: 板厚の薄い材 料に用いて、磁力を使って移動させる。図 1-3参照。

図 1-3  スタッカー式（積み上げ式）材料供給

c)  供給時間: プレス機のクランク動作に要する時間を使って、段取りと材料供給を行う。その方法は

「先行」と「後行」図 1-4に示される通りである。

                     マガジン

金型の中心線

   

M

バキュームカップ

レベル調整管理

マグネットセパレーター

サーボモーター
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図 1-4  供給時間システム

Pw = 加工高さ

FL = 供給レベル: およそ SL の 1/5      

                  

Pw = r (1-cosg) = 0.5 r

4
LS

r =

42
S

0.5 P
L

w 
LS

=÷
ø
ö

ç
è
æ=

r

PMS

 PMI

クランク円

        回転方向

上死点

下死点

Pw
FL

LC

b  0
1

b  0
2

a 0
1 a 0

SL

r
g°= 60°

Pw

下死点
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1.3.2   払い出し方法（取り出し）

a) 重量100 gf. までの製品については空気圧で払い出す。図 1-5と 1-6にそれぞれ示す。

         下型

図 1-5  エアーによる払い出し方式

      圧縮空気

           製品

エアーノズル

         上型
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第第第第 7章章章章

スススストトトトリリリリッッッッププププ レレレレイイイイアアアアウウウウトトトトのののの条条条条件件件件

7.1   スススストトトトリリリリッッッッププププ レレレレイイイイアアアアウウウウトトトトのののの基基基基礎礎礎礎

次の図を参照。 打ち抜き プログレッシブ加工の基本的なストリップレイアウト。

穴抜き加工とブランク抜きの加工を行う。穴抜きとブランク抜きでは、バリ方向が逆になる。

                                                                                                                   詳細 A

                                                                                                                   詳細 B

図 7-1  打ち抜きプログレッシブ加工の基本 的 ストリップ

打ち抜き で容易にブランクの形状が得られない場合、穴抜きを行う。

                                                                                                                  詳細 A

                                                                 穴抜き                                      詳細 B

図 7-2  穴抜き

バリ方向を同じにしたい時、切り欠きと穴抜きを、アウトカットによって切り離し組み合せる。
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              穴抜き                                                                      切り離しカット

図 7-3  アウトカット 加工

三例ともストリッパーの構造は同じ。

材 料歩留まりを上げたい時は、品質が落ちるが穴抜きと打ち抜きを行う。バリ方向が逆になってしまう

からである。

                                                                                                                    詳細 A

                                                                                                                    詳細 B

                                                                                                                    詳細 C

図 7-4  穴抜きと打ち抜き

打ち抜き だけで出来ない場合、穴抜きを使いアウトカットで欠く。

                  穴抜き                                                                切り離し

図 7-5  穴抜きと「欠き」
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7.2   アアアアウウウウトトトトカカカカッッッットトトト パパパパンンンンチチチチのののの設設設設計計計計

以下の図を参照。ブランクをブランク設計の上に重ね合せ、ストリップレイアウトを決める。

a、 bの寸法はパンチの力を考慮して決める。

打ち抜き パンチの形状が示されているが、この形状でパンチとダイが耐えられるか、あるいは加工が難

しい場合、一体型のパンチを用いることができる。同様に、この種の打ち抜きでは、カットの継目にバリ

が出る。このため、どの程度まで重ね合せが可能か考えなくてはならない。

図 7-6  パンチ強さを考 慮したa と b の寸法

下に示すように、ブランクのレイアウトが変更しても同様である。

図 7-7  ブランク レイアウトの変化
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パンチとダイの形状や、その材質の耐久性に問題がある場合、あるいは加工が困難な時は、これを分

割する。その際に継目やカットの突き合わせ（重なり合い）を極力少なくする。

図 7-8  形 状と材料耐久度の問題

パンチの数が決まったら、不要な分割を避けつつ、これを均等に振る。

                                                                        不要な分割を避ける

図 7-9  不要な分割を避ける
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第第第第 11章章章章

レレレレベベベベララララーーーー設設設設計計計計のののの原原原原則則則則

11.1   ロロロローーーーララララーーーー径径径径のののの決決決決定定定定

11.1.1   レベラーのローラー数（図11-1 参照）

                              つかみローラー                                                  つかみローラー

  5 本ローラー                                                                7 本ローラー

図 11-1  レベラーのローラー数

11.1.2   ローラー径の決定（図11-2 参照）

                                                               W

                                                       P

                                                                              d               t

                                                                              

                                                      r                   d

                                                          

                                                                p

図 11-2  ローラー径の決定
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a) レベラーの条件を定める式

但し :

Ry: 押えの降伏曲線 [mm-1]

Rr: ローラーの曲（カーブ）[mm-1]

E: 材料の弾性係数  [kgf/mm2]

T: 板厚 [mm]

l: レベラー係数  [-]; 下の表に従い、板の厚味によって決まる

 llllr 値値値値
T      [mm] 0.2~ 0.4~ 1.0~ 2.0~

l r b~8 10 20 25

  

          
但し :

r: ローラーの R [mm]

d: ローラーの径 [mm]

b) ローラー圧力

2.9.1 実践におけるレベラーのローラーピッチ

P = (1.2~1.5) d (mm).

][
2 1-= mm
tE
y

Ry

][ 1-= mmrRyRr l

][
1

mm
Rr

r =

][mmzrd =
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但し :

P: 押えの降伏曲線の R

Ey: シング ルシャフトのひずみ降伏

各ローラー毎の食い込み d [mm] と 圧力 W [kgf] は以下の通りである。

但し :

d: ローラーの食い込み量  [mm]

W: 各ローラーによる圧力 [kgf]

I: 材料断面の二次モーメント [mm4]

B: 材料幅 [mm]

][
2

*
1

mm
Y

tE
Ry

P =

][
2

-=
P
t

Ey

][
8

2

mm
t

Eyp
=d

][
***192

3 kgf
P

IE
W

d
=

][
12
* 4

3

mm
TB

I =
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Proceso: TROQUELADO No.:4

Código de la compañía CIDESI 01
Código del problema TERMINAL DE ENCHUFE

Servicios de Asesoría Técnica -Registro de Caso

Fecha/periodo: Septiembre- 1998
Nombre de la compañía:

                                            

Producto: TERMINAL DE ENCHUFE
a) Forma (Dibujada a mano/máquina/fotografía)

Material: SAE 1010 Espesor: 1.4 mm.
σσσσ B : 40 kgf/mm 2 ττττ : 32 kgf/mm 2

Condición del proceso:
1.- Caracteristicas de la prensa recomedada.

1 a. -Capacidad real 7.5 tf
1 b. -Capacidad limitativa 0.3 mm
1 c.- Energía 6.20 kgf-m
1 c.-Strokes por minuto 197
1 d.-Carrera 112 mm

2.-Caracteristicas del proceso
2 a.- Presión de trabajo 6.5 tf
2 b.- Energía de trabajo 8.38 kgf-m
2.c.- Velocidad de trabajo 10.42 m/min
2.d.- Fuerza del pisador 0.109 Tnf

3.-Observaciones:
Este numero de parte ya se esta fabricando pero se tiene la intencion de ejecutar 
modificaciones al troquel progresivo.

1/2



Problema referido/detectado:
Aún cuando se pudo determinar que la prensa con la que  cuenta ALAR  cumple con las carcterí-
ticas para procesar la pieza en cuanto a su capacidad  de tonelaje,  se determinó que la energia
es baja  para garantizar  la calidad del producto.
La herramienta actual tiene una gran cantidad de paros por matenimietno.

Hallazgos y soluciones dictadas:
Se determinó que la pieza se puede realizar en otra prensa con mas energía  
para evitar problemas en la calidad de producto y evitar lastimar la máquina.
Se dieron recomendaciones referentes al uso de bujes del die set que incluyan rodamiento.
Se solicito se verificaran las condiciones de la prensa , en sufrideras y  guias.

Referencia al manual:
Capitulo 2 ( corte),  Capitulo 3  (doblez)

Resultados de su aplicación:
Se recomendó al cliente la utilización de otra prensa troqueladora, aspecto que ha dejado buenos 
resultados pero el troquel ya tiene problemas de juego en los bujes , lo que genera diversos 
problemas en punzones y topes.
Validación Empresa:

G. Aguilar Cortes
J. Rojo Hdez

Validación CIDESI: Realizó

2/2



Proceso: EMBUTIDO, CORTE Y PUNZONADO No.:     

Código de la compañía: CIDESI-02

Código del problema:

Servicio de Asesoría Técnica - Registro de Caso

Fecha / periodo: Marzo de 1998

Nombre de la compañía:

Producto: Tapa (Pieza 00006)

a)Forma (dibujada a mano/máquina/fotografía)

Material: ACERO SAE 1015 Espesor: 2.5  mm

40 Kgf/mm2

Condición del proceso:

Primer paso: Embutido

Desarrollo: 31.4 mm Energía del sujetador: 235 kgf-m

Presión de embutido: 8.67 tf Presión total para el trabajo: 9 tf

Area de pisado: 520 mm2 Energía total para el trabajo: 36 kgf-m

Presión del sujetador: 47 kgf

Tercer paso: Corte de Silueta

Presión para el corte: 12.25 tf Presion total para el trabajo: 13 tf

Energía para el corte: 23 kgf-m Energia total para el trabajo: 24.6 kgf-m

Presion de botado: 0.638 tf Claro: 0.21 mm

Energia para el botado: 1.6 kgf-m

σ B:

1/2



Problema referido/detectado:

Análisis previo a la fabricación

Hallazgos y soluciones dictadas:

Prensa recomendada para el trabajo:

Prensa mecánica con capacidad real de 15 tf y que suministre una energia de 45 kgf-m

y con una velocidad no mayor de 25 m/min.

Referencias al manual

Capítulo 2 Capítulo 4

Cálculo de claro  Cálculo de embutido

Cálculo de trabajo de prensa para el corte Cálculo del claro

Cálculo de energia de trabajo para el corte Cálculo de desarrollo

Cálculo del área de pisado

Cálculo de fuerza de cojín amortiguador

Resultados de su aplicación:

Esta en espera la decisión de diseño y manufactura de herramental para fabricar este

número de parte.

Validación Empresa: Validación Cidesi:

Jorge Rangel G.

Carmen Constante R.

2/2



Proceso: Corte de solera No.:      

Código de la compañía: CIDESI-03

Código del problema:

Servicio de Asesoría Técnica - Registro de Caso

Fecha / periodo: Febrero de 1998

Nombre de la compañía:

Producto: Abrazadera no. APP-3314

a)Forma (dibujada a mano/máquina/fotografía)

6.35

              dia. 7.50

  dia. 11.0

    dia. 11.0

Material: Acero SAE 1008/1010 Espesor: 6.35 mm

40 Kgf/mm2

Condición del proceso:

1.-Caracteristicas de la prensa:

1a.-Capacidad real 35 tf

1b.-Capacidad limitativa 10.65 mm

1c.-Energía 372.5 Kgfm

1d.-Strokes por minuto 47 Spm

1e.-Carrera 120 mm

2.-Caracteristicas del proceso:

2a.-Presión de trabajo 31 tf

2b.-Energía de trabajo 177.5 Kgf-m

2c.-Velocidad de trabajo 7 m/min

3.-Observaciones:

El desarrollo de los herramentales para procesar esta pieza fueron desarrollados por la empresa conside-

rando solamente algunos puntos explicados en las sesiones de asesoria.

1/2

σ B:



Problema referido/detectado:
El punzón de diámetro 7.5 mm se rompe con mucha frecuencia, la cantidad de piezas producidas es de 3000
entre cada reparación de punzón, esto indica que aproximadamente su vida útil es de medio turno de trabajo.

Hallazgos y soluciones dictadas:
Este problema se presenta debido a que en el diseño del herramental no se considero la carga excéntrica, ni la 
fuerza requerida para extraer los punzones de la pieza cortada, debido a esto el troquel tiene varios cambios de
movimiento durante su trayectoria de trabajo, que repercuten en el desgaste excesivo de los punzones y muy
frecuentemente la ruptura del punzón de menor diámetro. También se observo que los punzones están afilados 
con diferentes alturas esto es el punzón de menor  diámetro y el punzón de la solera tienen 5 mm menos que los
que los otros punzones, esto provoca aun mas el desbalanceo del troquel pero indica la empresa que el punzón 
con menor diámetro se fracture con menor frecuencia.
Después de realizar el análisis del producto se determino la posición donde se debe aplicar la carga de la pren-
sa, también la cantidad de resortes y forma del pisador de material para evitar extraer la pieza de los punzones
con limitadores que también causen daños al troquel, y también se les pidió rectificar todos los punzones a la 
misma altura para asegurar el trabajo se lleve a cabo como se debe hacer.
Por ultimo se indico las tolerancias que se debe tener entre punzón y matriz para el proceso de corte

Referencias al manual:
Capitulo no. 1 (calculo de especificaciones técnicas para prensa) 
Capitulo no. 2 (calculo de especificaciones técnicas para prensa en corte y punzonado) 
Capitulo no. 8 (carga excéntrica de la maquina de prensa)

Resultados de su aplicación:
Con la modificación de tolerancias entre punzones y matrices, carga excéntrica y el afilado  a la misma altura 
de los punzones la vida del troquel se incremento en un 700% que reflejado en piezas producidas equivale a su-
bir la producción de 3000 piezas a 21000 piezas entre afilados.

Validación Empresa: Validación Cidesi: Elaborado por:
A. GAONA

2/2



Proceso: Punzonado No.:     

Código de la compañía: CIDESI-11

Código del problema:

Servicio de Asesoría Técnica - Registro de Caso

Fecha / periodo: 31 de Marzo de 1998.
Nombre de la compañía: New Holland de Mexico, S.A. de C.V.

Producto: Refuerzo Salpicadera.

a)Forma (dibujada a mano/máquina/fotografía)

            1er. Problema.            902.5

                    2o. Problema.

298.45

Material: 1010 Espesor: 1.897 mm

40 Kgf/mm2

Condición del proceso:

1.-Caracteristicas de la prensa: ROUSELLE

1a.-Capacidad real 72.1 tf

1b.-Capacidad limitativa 1.63 mm

1c.-Energía 192.58 Kgf-m

1d.-Strokes por minuto 90

1e.-Carrera 75 mm

2.-Caracteristicas del proceso:

2a.-Presión de trabajo 95 tf

2b.-Energía de trabajo 127.41 Kgf-m

2c.-Velocidad de trabajo 21.2 m/min

3.-Observaciones:
*La máquina resulta muy peligrosa debido a que el área del herramental es mayor al área de la corredera.

*Por las características de la máquina se recomienda realizar el proceso en dos pasos.

*La capacidad de la máquina (70 tf) no es suficiente para realizar la operación de punzonado en un solo

paso ya que se requieren de 95 tf.
1/2
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Problema referido/detectado:

1o.El herramental se lleva una vez por semana a reparación, debido a que se fractura el punzón del lado izquierdo 

de la pieza.

2o.Deja rebaba en dos punzonados.

Hallazgos y soluciones dictadas:

1o.Este problema se presenta en la pieza debido a que la carga se aplica  excéntricamente.  Se les recomendó posi-

cionar el herramental en las coordenadas (531.81,149.2) o recorrer hacia la derecha 80.6 mm del centro, tomando 

como referencia la esquina inferior izquierda de la foto.

2o.Este problema se presenta debido a que el claro entre el punzón y la matriz es pequeño, pero antes de realizar

alguna modificación al htal. se les sugirió verificar primero si el punzón esta concéntrico con la matriz, en el caso de

que no fuera este el problema  entonces,  el claro que se recomendó para este caso particular fue de 0.1375 mm.

Referencias al manual:

Capitulo no. 8 (Carga excéntrica )

Capitulo no. 2 (Calculo de especificaciones técnicas para prensa en corte y punzonado.)

Resultados de su aplicación:

Por el momento el cliente no ha realizado ninguna de las propuestas de mejora.       Queda pendiente hasta  que el 

jefe del área lo autorice.

Validación Empresa: Validación CIDESI: Elaborado por:

C.TORRES
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4.　標準プレス金型図面集
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I HERRAMENTAL PARA CORTE

1. HERRAMENTAL PARA CORTE DE SILUETA

1.1    ALCANCE DE APLICACIÓN DE HERRAMENTAL PARA CORTE DE
SILUETA.

Esta norma define herramentales para el corte de silueta dentro de todos los
herramentales de prensa.

1.2   TIPOS DE HERRAMENTAL PARA CORTE DE SILUETA.

Se clasifican en seis diferentes tipos A, B, C, D, E, F los herramentales para corte de
silueta de uso general. De ellos, los tipos A y C cuentan con dispositivo de tope,
mientras los B, D y E están equipados de tope automático.
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1.3    HERRAMENTAL PARA EL CORTE DE SILUETA “A”

Plano número 1.

Placa de
porta matriz

Guía de material

Placa botadora

Placa de porta punzones

Dirección de
alimentación

Herramental
superior

A A

Producto

Espiga

Porta punzón

Punzón

Matriz

Tope

        A    A
Sección

Htal.
superior

Htal.
inferior
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1.3.1 Materiales.

       Los principales materiales son normalmente como se señalan a continuación.

Nombre de Parte Material
Porta punzón FC20 del JIS G 5501 (hierro gris fundido) o S 20 C

del JIS G 3102 (acero al carbono para estructura de
maquinaria)

Placa porta punzones S 20 C del JIS G 3102Superior
Punzón Se selecciona acero herramienta más adecuado

según el material y la figura de pieza a producir y su
cantidad.

Placa botadora S 20 C del JIS G 3102
Guía de material S 20 C del JIS G 3102
Porta matriz FC20 del JIS G 5501 (hierro gris fundido) o S 20 C

del JIS G 3102 (acero al carbono para estructura de
maquinaria)

Matriz Se selecciona acero herramienta más adecuado
según el material y la figura de pieza a producir y su
cantidad.

Inferior

Perno de tope SK 5 de JIS G 4401 (acero al carbono para
herramienta)

1.3.2  Estructura, configuración, dimensión y calidad.

La estructura del herramental se señala como estandar en el dibujo arriba   
mostrado. A continuación se indican la configuración, dimensión y calidad de las
partes principales del herramental.

(1) La porta punzón y la placa de porta punzones obedecen al JIS B 5004 (el
herramental superior para el corte).

(2) Se referirá JIS B 5009 (punzón circular para herramental del corte) para el
punzón y de acuerdo con lo que se indica en el dibujo.

(3) La placa botadora y la placa porta matriz obedecen al JIS B 5005
(herramental inferior para el corte).

(4) La guía de material y el perno de tope obedecen al dibujo.
(5) La espiga obedece al JIS B 5002 (configuración del espiga para el

herramental de prensa).
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3.12 HERRAMENTAL DE DOBLEZ NORMAL “K”

Plano número 37.

B

B

Htal. inferior
Producto

Punzón móvil

Espiga
Porta punzón

Sufridera
Placa de
portapunzónes

Punzón fijo

Perno de registro

Knock out (botado)
Poste guía

Matriz c
Sufridera
Placa de
porta matriz

Dispositivo de botado

Matriz A

Matriz B

Placa

Sección AA

Seccion BB

Htal.
superior

Htal. inferior
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3.12.1 Materiales.

Los principales materiales son normalmente como se señalan a continuación.

Nombre de Parte Material
Porta punzones FC20 del JIS G 5501 (hierro gris fundido)
Placa de respaldo SK 4 de JIS G 4401 (acero al carbono para herramienta)
Placa de punzón S 20 C del JIS G 3102 (acero al carbono para estructura de

maquinaria)
Superior

Punzón Se selecciona acero herramienta más adecuado según el
material y la figura de pieza a producir y su cantidad.

Porta matriz FC20 del JIS G 5501
Placa de respaldo SK 4 de JIS G 4401
Matriz Se selecciona acero herramienta más adecuado según el

material y la figura de pieza a producir y su cantidad.
Perno de registro SK 5 de JIS G 4401
Placa de registro SK 5 de JIS G 4401
Poste de guía SK 4 de JIS G 4401

Inferior

Knock out (botado) Se selecciona acero herramienta más adecuado según el
material y la figura de pieza a producir y su cantidad.

3.12.2     Estructura, configuración, dimensión y calidad.

La estructura del herramental se señala como estandar en el dibujo arriba   mostrado. A
continuación se indican la configuración, dimensión y calidad de las partes principales del
herramental.

(1) La porta punzón y la porta matriz obedecen a la figura B del JIS B 5006 (die set
para el herramental de prensa).

(2) La placa de respaldo puede obedecer al JIS B 5004 (herramental superior de
corte de prensa).

(3) El poste guía obedece al JIS B 5008 (el poste de guía para el herramental de
prensa).

(4) El punzón, la placa de punzón, la matriz, el knock out, el dispositivo de knock out,
el perno de registo y la placa de registro obedecen al plano aquí señalado.  Se
puede utilizar JIS B 5011 (dispositivo de knock out para el herramental de
prensa) para el dispositivo de knock out mencionado.
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A.　　生産管理の目的とフレームワーク

A.1 生産管理のフレームワークと管理ポイント

(1) 生産管理と主な機能

生産管理（Production Management）は、規格（図面寸法・形状、強度等の規格値）に

適合する品質の品物（Product）を生産計画（個別の納入日程や月次生産計画など）に則

り、生産することを目的として、工場の資源、すなわち、人（man-hour）・設備

（machine-hour）・資材（material）を経済的に運用するマネジメントである。これは、

生産計画による P・ Q（何をどれだけ/Product・ Quantity）の確保をネライとする Q・

C・ D（Quality・ Cost・ Delivery）の遵守･レベルアップを目的として行う、Plan－Do

－Seeの管理プロセスとも換言できる。

生産管理（PM）システムの骨格は、次ぎの管理システムから構成されている。

(2) 生産計画の要点

1) 生産計画は、見込み生産型の生産計画と個別の受注生産型の生産計画（＝大日程計

画）に大別される。

2) 見込み生産型の生産計画は、通常は「月次生産計画」や「週間生産計画」の設定サ

イクルで確定ないし内示される。見込み生産の場合、内示情報から確定情報へのシフ

トは、定期的な計画の見直し（ローリング）により行われる。なお、若干の在庫を加

工済み品、ユニット、部品等で保有することにより、それに至る日数分だけ、期間短

縮が可能となり、短納期要求に対応できる。すなわち、在庫点（Stock point）が完成

レベルに近づくほど、それだけ必要リードタイムが短くなり、短納期が可能となる。

しかし、在庫保有コストが増し、リスク負担が大きくなる。

3) 金型の設計、製作のような個別受注型の生産計画は、納期を基点とした必要リード

タイムの逆算により設定する、設計／特殊資材の入手／部品製造／組立て／テスト･

調整／梱包･輸送などの大日程計画、部門別の中日程計画が基本の計画となる。この

場合、部品の標準化･共通化により、それだけ短納期要求に対応しやすくなる。

生産管理（PM）

生産計画（Production Plan）

在庫管理（Inventory Control）

工程管理（Production Control）

品質管理（Quality Control）
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(3) 在庫管理の要点

1) 見込み生産型の品物（Product）、とくに継続型（毎月の生産数量に変動があっても、

継続生産する計画のある品物）の場合は、在庫計画を設定することで計画的な生産が

可能となる。例えば、N月次の生産計画数量は次式で設定される。

N月生産計画数＝Ｎ月販売計画数－（N－1）月末在庫推定数＋N月末在庫計画数

（N－1）月末在庫推定数＝現時点の未引当て在庫数－当月残数（販売見込み－生産）

2) 在庫管理は、次ぎのような広範囲を管理対象としている。

3) 発注時期と発注量の設定が、生産計画に従属している在庫管理方式を「定期発注方

式」、生産計画から独立している在庫管理方式を「定点定量発注方式」という。

両者の中間的な方式に「定点所要量発注方式」がある。なお、定点とは発注点在庫

量を言い、発注の時期を示すものである。

JIT対応をネライとする場合は、定期発注方式を採る必要がある。

4) 在庫管理を行う上でベースとなるのは、現品管理である。何処に何がどれだけ在庫

されているかが、速やかにに把握できなければ、判断のタイミングが遅れ、在庫管理

の精度が悪くなってしまう。

5) 現品管理では、それぞれの置き場を定め、定置管理、ロケーション管理（番地管理）、

目で見る管理が行なえるようにする。

(4) 工程管理の要点

工程管理の骨格は次ぎのような計画機能は手順計画、工数計画、日程計画から、統制

機能は差し立てと進度管理から構成されている。

在庫計画／適正在庫量、最大在庫量、安全在庫量

在庫量の把握／実在庫量、未引当て在庫量、有効数

発注量･発注時期の設定／必要量、必要時期の設定

手配･発注伝票の発行／伝票、かんばん、電子発注

現品管理／棚置き、床置き、自動倉庫

在 庫 管 理

手順計画
工数計画
日程計画

差し立て（dispatching）
進度管理

<計画機能>

<統制機能>

工程管理
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2) 工程管理における中核的な機能は、日程計画の設定と日程計画を基準とした統制機

能にある。これらを総称して、日程管理とも言う。日程計画を設定するにあたっては、

加工手順や加工条件、使用設備と加工の標準時間、段取り方法などを改善し、標準化

しておく必要がある。これを手順計画と称している。

3) 日程計画は、生産計画、納期、在庫の動向などを踏まえ、緊急度の高いものを優先

的に生産するよう、日程計画と差し立てを行う。そのための管理システムには、自律

分散的なかんばんシステムと中央統合的な MRPシステムがある。

4) かんばんシステムの場合、月次生産計画をもとに平準化生産することが基本の要件

となるため、製造品質や設備、資材調達などの面でトラブル防止を図っておくことが

肝要である。この場合の工数計画は、計画日産量に基づくサイクルタイムが基本とな

っている。　目標サイクルタイム＝稼働可能時間／計画日産量

(5) 品質管理の要点

1) 品質管理には 3つの目的がある。

a.品質を保証する。製造の次工程、納入先、ユーザー･消費者に対して。

b.不具合コスト（Failure cost／Cost of Poor Quality）を減らす。

c.必要に応じ品質を改良し、市場品質・顧客満足度を高める。

2) 品質保証を図り、不具合コストを減らすには、工場では製造工程で品質を作り込む

ことが最重要である。もう一つは、設計段階での信頼性設計がキーとなる要件である。

3) プレス加工工程での作り込みでは、適切な金型の設計･製作とメンテナンス、およ

び金型･アンコイラー等の整備･取付け方法がポイントになる。

4) 受入検査や出荷検査は、品質の作り込みのしくみが十分でない場合、とくに重要な

管理ツールとなる。

A.2 製造プロセスにおける生産管理と生産技術の関係

(1) 両者の共通性と違い

生産管理と生産技術の関係は、製造の個々の工程とフローを Q･C･D で捉える点にお

いて共通性があり、ユーザーとメーカーのような立場の違いがある。生産管理は製造行

為の計画･管理を対象とするのに対して、生産技術は製造行為を工学的に捉え、工法･設

備とその繋がりのシステム作りを対象としている。すなわち、生産管理は、計画･管理

の対象を製造プロセス（フロー）として捉え、日程管理・在庫管理･品質管理･原価管理

の領域で対応する。生産技術は、これら管理の前提となる工法整備を工程設計や手順計
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画、設備管理・保全管理の領域で対応する。したがって、両者は目的と手段の関係で捉

えられる。

スタンピングを主体とした製造現場の場合、その経済性や品質の適否は、ほとんどプ

レス機械･金型、および資材品質の適合度合いで決まってしまう。実際は、担当する作

業者の技量も関係するため、次ぎのような関係式で捉えられる。

スタンピング作業では、作業者の技量が大きく影響するのは、ほとんど金型の取り付

け作業に限られるといえるので、金型のダイハイトや位置決め方式の標準化が、決め手

となる。

(2) 生産管理部門と生産技術部門の役割分担

とくに金型交換のシングル段取りに限定して、両部門の役割分担を図式化すると次ぎ

のようになる。

Ｙ（Q･C･D）＝　Ｅ（プレス 機械） ×　Ｆ（金型特性）×　Ｇ（材料特性）×　Ｈ（作業者技

停滞　　運搬　プレス加工　 検査･測定　組付　 運搬　停滞
生産管理の

　アプローチ ⇒

　↑　 　　　↑　　　　　　　 ↑　　　 ↑　　↑

　　　　生産技術の アプローチ
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A.3 生産技術を基盤とする生産管理面の課題

(1) 良い品物を安く作るには

1) 金型の位置決め・締付けの方法を簡略化する必要があり、金型の設計段階で関係部

門が十分連携し、類似金型の使用段階での問題点を吸い上げ、問題解消を図る。

2) 納品先から貸与された金型では、メンテナンス管理を重視し、バリ･キズ発生の予

知と防止策を講じる。

3) 初品から良品が成形されるようにし、材料歩留まり率を高める。

4) プレス部品の溶接･組付け工程での不具合防止のためには、フールプルーフの仕組

みを開発し設置することも、きわめて有効である。

(2) 小ロット生産で早く作るには

1) 金型交換時間の短縮化、シングル段取り化が最大の要件となる。

2) シングル段取り化では、ダイハイトや位置決めの調整の不要化や締付のワンタッチ

化を図る。

3) 金型の置き場の定置管理と共に使用頻度に応じ、ロケーション管理を行う。すなわ

ち、使用頻度の高い金型は、プレス機械に出来るだけ近い場所に置く。

4) 5Sを推進し、段取り時に必要工具等の“探し･選び”などの“ムダ動作”が生じな

いようにする。



B.　改善のための IE ・生産管理技法
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B.　　改善のための IE・生産管理技法

B.1 工程分析技法

(1) 工程分析とは

工程分析とは、品物（product）の製造現場での一連の流れを「加工」「運搬」「検査」

「停滞」という工程（process）区分の基準に則り、それぞれの工程の実態を分析･把握

する技法である。

(2) 工程図示記号

工程分析では、各工程を表わす図示記号を用いて、一連の流れを表わし、これを手掛

かりとしてそれぞれの工程の実態を分析･把握する。「加工」「運搬」「検査」「停滞」

という各工程に対応した基本記号とそれらをもう一つ細かくした応用記号を用いて、分

析を行なう。

基本記号及び応用記号は、次表のとおりである。

工程図示記号　　　　  
工程区分 基本記号 応用記号

工程の内容・記号の説明

加工
　

　加工とは、原材料、部品又はユニット品が生産目的に
従って物理的･化学的変化を受ける状態、組立･分解され
る状態をいう。
　　a ：第 3加工工程
　　b ：P部品の第５加工工程
　　c ：加工工程の中で品質チェックも実施

運搬
　 ○
 （→）

　運搬とは、原材料、部品又はユニット品、製品が
ある場所から他の場所へ移動される状態をいう。
　小さい円（加工工程記号の１／３～１／２）で示す。
　矢印（⇒）でもよい。

検査

d

e

f

　検査とは、原材料、部品、又はユニット品、製品の品
質特性又は数量を何らかの方法で測定し、その結果を基
準と比較して、合否又は適否を判定することをいう。

　　d： 数量の検査
　　e： 品質の検査
　　f： 品質の数量の検査（外側が主である）

停滞

g

h

i

j

　停滞とは、原材料、部品又はユニット品、製品が
ある場所で加工や検査が行なわれず、停止あるいは
保管されている状態をいう。

　　g： 加工前の素材の停滞
　　h： 加工後の停滞
　　i： 製造過程での停滞（工程待ち）（Ｄでも可）
　　j： 加工中の一時停滞（ロット待ち）

a

b

c

3

P5
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(3) 各工程での分析調査項目
工程 分　析　調　査　項　目

加　工
加工ロット･サイズ、一回の加工時間、段取り時間（内段取り、外段取
り）、機械設備名、加工部位、作業者（人数、条件）、不良率、主な
不良現象、工程能力指数など

運　搬
運搬ロット･サイズ、運搬手段、一回当り運搬距離･時間、ロット当り
延べ時間、積み降ろし方法･用具、運搬担当者（加工担当者か運搬工か）
など

検　査
検査ロットサイズ、検査所要時間、検査部位、検査方式、検査基準、
器具、不良・不合格率など

停　滞
平均停滞日数（平均仕掛量）、場所、置かれ方（運搬活性示数）、保
管条件など

(4) 工程分析結果による KAIZEN 検討のポイント

1) 各工程に対して、ECRSの KAIZEN 着眼点を適用し、KAIZEN の手掛かりを見出す。

2) 小ロット生産に適応できるよう、段取り時間を短縮する。

3) 1個流し生産ラインでは、作業 KAIZEN とラインバランスの向上により、少人化を

狙う。

4) 運搬活性示数が 2未満の停滞工程は、パレットや台車による工程間運搬を、活性示

数が 2～3の停滞工程は、シュートやローラコンベヤー等により工程間運搬をなくす。

5) 流れ作業ラインでのラインバランス効率は、90%以上を狙う。

6) つねに「よい品物を安く敏速に作る」を念頭に置き（基本コンセプト）、品質不良

の低減、作業工数の削減、生産性向上、コスト低減のため、無駄の徹底排除を追求す

る。
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B.2 ワーク・サンプリング

ワーク・サンプリング（WS）は稼働分析の内の瞬間観測法の代表的な手法である。

WS法は、前もって設定した時刻に、観測対象を瞬時に観測し、そのデータの集積によっ

て対象の稼働状態を、統計的理論に基づき推定する方法である。

WSの手順

ステップ 1 目的をきめる

↓

ステップ 2 関係者の理解と協力を得る

↓

ステップ 3 観測対象の範囲をきめる

↓

ステップ 4 観測対象を層別する

↓

ステップ 5 観測項目をきめる

↓

ステップ 6 観測数をきめる

↓

ステップ 7 観測時刻をきめる

↓

ステップ 8 観測経路、地点をきめる

↓

ステップ 9 観測用紙を準備する

↓

ステップ 10 予備観測をする

↓

ステップ 11 観測に臨んで
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ワークサンプリング（WS）の進め方

ステップ 1:目的をきめる。

WS法適用の目的は、基本的に次の 2つに大別される。

(1) 生産を阻害する要因を把握し、作業改善のための重点課題を設定する。

(2) 標準時間を設定するために、余裕率を求める。

このいずれかを目的にするかによって、観測の細部については、かなりの違いが生ずる。

今回の目的は 1)項です。

ステップ 2:関係者の理解と協力を得る。

観測対象となる現場の関係者に対して、事前に目的と方法について、十分に説明し、了解

と協力を得ることが大切である。精致な観測であっても、現場の協力なしでは所期の目的は

達成されない。

ステップ 3:観測対象の範囲をきめる。

監督者、段取り作業者、運搬作業者を対象にするかなど、観測目的に基ずいて、観測対象

の範囲をきめる。

ステップ 4:観測対象を層別する。

観測によって得たデータは、その分析の結果から具体的なアクションが見いださせなけれ

ば、データ収集の意味がない。したがって、できるだけ観測対象を層別することが大切であ

る。しかし、あまり細かく層別すると、観測回数を多くしなければ誤差が大きくなってしま

す。一般に次のような層別が用いられる。

(1) 作業者：職場別、職種別、性別、経験年数別、作業者別など

(2) 機械　：職場別、能力別、機会別など

ステップ 5:層別ごとに観測項目をきめる。

観測項目の設定は、WS法を実施するうえでの、もっとも重要なステップである。特に、

観測者が複数になる場合、各観測項目についての観測者の解釈の基準を統一しておかねばな
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らない。もっともらしい総集計の結果が得られても、各観測者の集計結果に著しい差異が生

じた場合には、総集計の結果に対する信憑性が損なわれる。したがって、観測項目をきめる

ときの留意点は、次のとおりである。

(1) 観測に先立て、観測対象となる職場を十分に観測し、発生要素をあげておく。

(2) 発生要素はできるだけ具体的にあげる。準備作業、機械調整など、抽象的な表現はさ

ける。また、要素は同じ視点でとらえなければならない。たとえば、「かかり遅れ、早

じまい」は、観測項目として設定すべきでない。これらの現象は｢雑談、ぶらぶら歩き

など｣として、多く現れるからである。

(3) 「打合せと雑談」「手待ちと手休め」「歩行中（目的あり）とぶらぶら歩き」などの

判別は、観測者の状況判断による。

(4) 機械職場の作業者を対象とする場合、発生要素が同じであっても、「機械稼働中」と

「機械停止中」に分けて、観測する必要がある。コンベアなどによる流れ生産を行って

職場の場合も、同様に「ライン稼働中」と「ライン停止中」に分ける必要がある。

(5) 観測者が複数になる場合は、各要素についての見方を統一する。

(6) 「仕事の区分」に従って要素をあげるのでなく、要素をあげ、観測項目としてきめて

から分類する法がすすめやすい。

(7) 観測項目欄の最後に「不在」の項目を設ける。毎回、観測が終了した時点で、チェッ

クした人数を合計し、その日の在籍者に満たない数を「不在」に記入する。

(8) 観測中に観測項目以外の要素が発生した場合は、新たに観測項目に追記しておく。

ステップ 6:観測数をきめる。

観測数は、

観測対象数 x 観測回数

で求められ、一般に、観測数が大きくまれば、観測結果の誤差は小さくなる。誤差は、観

測数とある観測項目の発生比率（生起率）をもとに、次式で求められる。

e = 1.96 ｛ p(1-p)/n ｝1/2

すなわち、観測数は次式で求められる。

n=｛1.96/e｝2 ・ p(1-p)

n : 観測数

e :  絶対誤差

p : 生起率
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実務的には、添付の絶対誤差計算図表を用いればよい。

必要な観測数、計算誤差は、観測目的によって異なるが、次表にその例を示す。

観測目的 生起率
p%

絶対誤差
e%

相対誤差
1%

観測数
n

稼働阻害要因の調査
（手待ち、運搬などの比率）

15 ±1.5 – 2.5 ±10 – 17 800 – 2,200

余裕率の決定 20 ±1.2 – 1.8 ±6 – 9 2,000 – 4,500

サイクル当たり正味
作業時間の決定

70 ±1.4 – 2.1 ±2 – 3 2,000 – 5,000

ステップ 7:観測時刻をきめる。

ランダム時刻表を用いる手順

例:

プレス工場で一日 15回、6日間にわたって観測したい。

就業時間は 8:30a.m.から 5:00p.m.まで、昼休みは、12.00から 45分、10:00a.m. と 3：00p.m

から 10分間の一斉休憩がある。

(1) 「ランダム時刻表」の 1~10列の列番号から１つをランダム表から選ぶ。（ここでは 1

列目を選ぶ）

(2) 各列の左側の数字は、1~40までがランダムに並べてある。右側の数字は、時刻を意味

している。この時刻を次のように、就業時間に合わせる。

0.01=8:01a.m., 1.01=9:01a.m., 2.06=10.06a.m.

(3) 左側の数字の 1から順番に、時刻を選んでいく。1は 4.16　＝ 12:16で、昼休み中で

あるためカットする。このように、「作業時間中」の観測時刻が、15個選べるまでつず

ける。

(4) 2日目以降は、別の列の時刻を用いる。

ステップ 8:観測経路、地点をきめる。

観測のための行き帰りが生じないよう、もっとも効率的に観測できる経路を選ぶ。たとえ、

「行き」で作業者を、「帰り」に機械を観測するのも１つの方法である。

また、経路と合わせて、観測もれが生じないよう、観測対象が見やすい観測決め手おくの

も大切である。
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ステップ 9:観測用紙を準備する。

添付例を参照のこと。

ステップ 10:予備観測をする。

本観測に先だって、予備観測を行うのがよい。予備観測の目的は、観測項目、観測経路・

地点が適切であるかどうかを確認することにある。観測回数は 5回程度で、観測の要領がつ

かめればよい。

ステップ 11:観測に臨んで。

観測に当たっての留意点は、次のとおりである。

(1) 作業者に不快感を与えないよう、節度ある態度で観測する。

(2) 瞬間観測といっても、瞬時に作業者が何をしているのか判別できないときもある。そ

の場合は、後に続く動作によって判断することになる。

(3) 移動の多い職場の作業者を対象とする場合は、視野をせばめていく要領で、作業者に

出会った時点で「歩行中」または「運搬」としてチェックする。

(4) 複数の作業者を連続して観察し、後でまとめてチェックすると、観測ミスを犯し安い。

原則として、一人ずつ観測するのがよい。

(5) 作業者が観測を意識して、わけのわからない作業をする場合がよくある。たとえば、

部品をとりあげて何となく見ていたり、ウエスで作業台を拭いてみたり、といった具合

である。観測者がその作業に精通している場合は問題ないが、そうでなければ、観測者

の状況判断によって、「手待ち」または「手休め」として観測されることもある。また、

関係者に判断を求めるのもよい。

(6) 観測当日の生産品目、生産量、段取り替え回数などの生産実績データを収集し、稼働

状況を評価する資料として活用する。



C. KAIZEN アプローチと
望ましいプレス工場像
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C.　　KAIZEN アプローチと望ましいプレス工場像

C.1 KAIZEN取り組みの視点･考え方と手順

KAIZEN は、良い品物を安く、かつ、速く（所要期間の短縮）作ることに要約されるが、

基本コンセプトを顧客満足に置き、継続してスパイラルアップで取り組む活動でなければな

らない。すなわち、一時の現場 KAIZEN に留まるだけでは、工場の体質強化には結びつき

にくい。KAIZEN を工場の体質強化に役立てる要件をまとめると次のようになる。

1) KAIZEN の意義･重要性を工場の関係者だけではなく、企業トップ、企業オーナー

が理解し、必要に応じてリーダーシップを発揮すること。

2) 取り組み活動に対する目的、目標、スケジュールを明確にし、経過報告をこれら関

係者に行うこと。

3) KAIZEN に際しては、現状分析（As Is）で悪さを掴むだけでなく、あるべき姿（To

Be）を明確にしておくこと。

4) 共通的な「あるべき姿」を描き、さらに企業の独自性、方針に照し合せ、優先度を

明確にするため、工場トップだけでなく、企業トップ･オーナーとの話し合い･調整の

場を持ち、対象企業における「あるべき姿」を詰めておくこと。プレス工場を対象と

した共通的な『あるべき姿』は、次ぎの（2）望ましいプレス工場像で例示している。

5) 「悪さ」は、トヨタ生産システムが指摘する「7つのムダ」で捉えることができる。

詳細な説明は、C－4の「JIT化のための推進研修」で行なっている。

6) KAIZEN 取り組み、とくに課題の設定と実施スケジュール設定までのフレームワー

クは、次の図で示すことができる。

KAIZEN 課題の明確化･重点化
KAIZEN 推進の組織化
KAIZEN 実施のスケジュール化

現状分析（As Is）に よる
　　　　「悪さ・改善点」の 摘出

話合いによる
「あるべき姿（To Be）」の鮮明化
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7) KAIZEN 課題の設定では、優先順位付けを図り、対象をできるだけ絞り込むこと。

8) 優先順位付けは、「改善効果の大きさ」「技術的な難易度」「費用の大きさ」およ

び安全･品質に関わる「緊急度」を勘案して、行なうこと。

9) KAIZEN 活動は、暇を見つけての片手間なシゴトではなく、かつ、分析力や開発力、

また、調整力など多面的な能力を必要とするシゴトであるため、中小企業の場合は、

責任感と KAIZEN 能力のある工場トップが自ら担うことが望ましい。また、KAIZEN

担当スタッフをできるだけ専任にして、所要期間を短縮することも重要である。

10) 生産活動が多忙な中でも、できるだけ中断することなく推進させる必要があり、企

業トップ･オーナーの支援（リーダーシップとも言い換えられる）も絶対的な要件で

ある。

11) なお、工場に対する本格的な経営診断の手順を示すと次ぎのようになる。KAIZEN

取り組みに際して、このような実施手順による工場診断（Pilot Study）を行なうこと

なく、「あるべき姿」を話合いの上、改善課題を絞り込み、進めるやり方もあり、行

われている。

 経営分析 関係者へのインタビュー事業環境分析

製品／市場、技術、人材、経営能力、財務面での強み／弱み

工場現場に対する診断／調査

管理資料の分析

改善 ･強 化点の摘出と評価／経済効果、投資規模、難易度

改善／革新取り組みのフレームワーク作成（目的 /目 標 /対 象 /コンセプト/推 進機能）

取り組み構想と具体化スケジュールの立案

報告書の作成と報告の準備

 実 施目的の確認

従業員意識調査IE ･Q C 手 法 の適用

IE ・Q C 、発 想法、
生産技術の活用

報告会（報告と質疑応答、計画の調整）
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C.2 中小規模における「望ましいプレス工場像」の例

《　全体の構成　》
A. 品質保証： 加工工程で品質を作りこみ、検査による品質保証は、
十分条件に留める

B. 生産技術： 段取り作業は、シングル段取り（10分未満）で行える
C. 日程管理： 生産日程計画が必要リードタイムを満たし、要求納期を遵守している
D. 現場管理： 現場管理が確立し、生産活動が安定している
E. 金型管理： 金型設計は、シンプル構造となっている
F. 移行管理： 試作から実生産への移行プロセスが円滑である
G. プレス機械： プレス機械は、保全･整備されていて、適正条件で使用されている
H. レイアウト： 加工機械のレイアウトは流れを重視し、効率的な仕組みが確立している
I. 付加価値： 必要な付加価値の確保と体質強化が重視されている

《　加工工程で品質を作りこみ、検査による品質保証は、十分条件に留める　》

1) 段取り後の初品から良品加工が可能である。

[ダイハイト／シャットハイトの調整不要化、中心位置へのセット化／位置決め]な

ど

2) ロット管理のため初品チェック、中間チェック、最終チェックが確実に行われ、次

工程に対する品質保証の仕組みが確立している。

3) 工程管理（SQC）で寸法（平均値とバラツキ）、外観（キズ、バリなど）の製造品

質が管理されている。

4) 用いる材料品質は、受入検査を必要としないレベルで安定している。

5) 使用する材料特性（硬度、厚みなど）と金型刃部の耐磨耗性、およびプレス機械特

性を踏まえた金型メンテナンスの仕組みが確立している。

6) 加工途中で異品（異なる種類とロット品）が混入しない現品管理が確立している。

7) 工程間の移動で外観異常（キズ、打痕）をきたさない MH（活性示数＝3～4）とな

っている。

8) 出荷品質は PPM段階であっても、全ての工程での不具合をゼロに抑えこむことは

不可能であり、工程別、品目別、ロット別の不具合データの記録やＦコストの算出が

なされ、統計処理されて、KAIZEN に役立てる仕組みが確立している。

《　段取り作業は、シングル段取り（10 分未満）で行える　》

1) 金型の位置決めが瞬時に行える。

2) ダイハイト、ダイセット板厚み等が標準化・統一化されている。

[ダイハイト／シャットハイトの容易化、中心位置へのセット化／位置決め]など
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3) 内段取り作業の外段取り化が極力図られている。

4) 金型の固定･締付方式は、簡略化されている。

5) 頻繁に使用する専用の金型･治工具類は、できるだけプレス機械の近くに置く。

6) 重量金型の MH には、それに適した方式（エアーフロータ、ムービング･ボルスタ

ー、フォークリフト、ハンドリフト）を用いる。

7) 5Sが行き届いている。

《　生産日程計画が必要リードタイムを満たし、要求納期を遵守している　》

1) 受注先の生産計画情報をタイムリーに入手している。

2) 受注先や発注先（購買／外注先）とのリードタイムは適正で、日程管理をベースと

なっている。

3) PULL 方式の生産管理システム（所要量計算や日程管理、差立てを行う）が確立し

ている（MRPシステムやかんばんシステム）。

4) 工数管理や日程計画に有効な標準時間が設定され、能率管理にも役立っている。

5) 短納期要求に応えるため、効率的な小ロット生産の仕組みが確立している。

6) 突発的な設備トラブル（小さく、かつ、頻発する短時間停止）による日程進捗の遅

れを防ぐ仕組みが確立している（TPM）。

7) 在庫管理／現品管理の仕組み（入出庫責任、置き場、報告システム）が確立してい

る。

8) 製造ロットないしサブロットに対して現品票による在庫管理が確立している。

9) 多種変量生産に対応できる仕組みが確立している。

《　現場管理が確立し、生産活動が安定している　》

1) 製造現場の管理は、人と設備、そして成果（パフォーマンス）としての品質･能率･

歩留･不良率･納期･在庫量などの定量的な測定により、評価される。

2) 現場管理組織は、管理者、監督者、担当者のライン組織とスタッフ組織により、編

成されている。

3) 現場担当者への作業指示（差立て）は、日程計画と作業指図書、作業標準書、図面、

工程表等で具体的に行われている。

4) 個々の作業の困難度、設備特性と作業者の技量を配慮して、差立てを行う。

5) 個々の作業者に対しては、その都度の OJTのほかグループに対する OFF－JTの集

合研修を必要に応じて行っている。特に品質管理や設備管理について。
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6) また、作業方法や設備改善への参加や提案制度の仕組みが導入され、成果を生み出

している。

《　金型設計は、シンプル構造となっている　》

1) シンプル構造の金型は、設計、製作、取付、保全が容易であり、経済的である。

2) ダイセット金型の標準化が確立している。

3) 金型の CAD／CAM センター（CIDESIないし組合組織）が組織化されている。

4) 位置決め、締め具･方式等の開発、標準化が図られている。

5)プレス機械特性に適した金型構造･方式となっている。

《　試作から実生産への移行プロセスが円滑である　》

1) 客先からの貸与金型の場合でも、金型設計段階で自社の製造要求条件が盛り込まれ

ている。

2) 試作情報（より正確には DR情報）を経て自社の工程設計、治工具設計が確定する

ため、あまり試行錯誤が起きない。

3) 種々の技術標準が確立しているため、客先からの製品図面段階で工程設計、金型設

計、治工具設計が適切に行え、受注見積にも有効である。

4) 過去の作業情報や技術データがデータベース化されていて、新たな工程設計や作業

標準の指針として有効である。

《　プレス機械は、保全･整備されていて、適正条件で使用されている　》

1) プレス機械への負荷･条件が適正で、品質（とくにバラツキ）への影響が少ない。

2) 日常点検（始業点検）が確実に実施され、設備トラブル（事後保全）が予防されて

いる。

3) 必要最低限の安全管理と装備がなされている。

4) 現場担当者主体の TPMのほか、将来的には PLCの導入により、予防保全や予知保

全の体制を確立する。

《　加工機械のレイアウトは流れを重視し、効率的な仕組みが確立している　》

1) 加工工程の流れが単純化･ライン化されている（基本的に左から右への流れ）。

2) ライン編成が必要に応じて柔軟に行える。

3) 工程間の運搬は、シュート･コンベヤーないし台車（活性示数 3～4）を用ている。

4) 通路幅は、運搬手段や運搬頻度、運搬容積に合わせ、適正に設定されている。
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5) 5Sが確立していて、金型、治工具類の探しなど、ムダ動作は発生していない。

6) 材料、仕掛品、完成品置き場が明示され、その範囲にストックされている。

《　必要な付加価値の確保と体質強化が重視されている　》

1) 企業経営の基本要件である必要付加価値／利益が確保されている。

2) 適正労働分配率を維持するため、コストダウンや顧客開拓に努めている。

3) 労使が協調して、労働付加価値生産性を向上させる共通認識がある。

4) 短期の利益志向だけでなく、競争力強化のため設備投資や教育投資も経営計画に盛

り込まれている。

5) 因みに、付加価値とは、資本機能と経営機能、および労働機能の 3者の効果的な機

能発揮により、確保されるものである。

6) 競争力を強化するためのベンチマーキングの仕組みが、経営管理の中に組み込まれ

ている。

7) 小規模組織であっても、技術･製造･営業の機能が明確になっていて、それらの連携、

必要情報（特に生産開始と終了及び品質に関する情報）の共有化、コミュニケーショ

ンの円滑化の仕組みが機能している。
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C.4 JIT化追求のための研修

C.4.1 生産性向上のための実践的改善技法

C.4.1.1 改善の原理とコンセプト/Fundamental and concepts of KAIZEN

(1) ムダを体系的に捉えたトヨタ生産システムの“７つのムダ”

①不良品をつくるムダ ②在庫を持つムダ

③運搬するムダ ④動作のムダ

⑤手待ちのムダ ⑥加工の際のムダ

⑦作り過ぎのムダ（もっとも悪いムダ、悪さを潜在化するムダ）

(2) “ムダ”とは、現状とあるべき水準のギャップ

(3) 有効なコンセプト

① JIT/シングル段取り、平準化生産、多種変量生産

lもっとも今日的なコンセプト

l ITをベースに QR、ECRへと発展

② VE/標準化、共通化、簡素化

l設計段階で製品の品質と原価は、ほぼ 80%決まる

l部品の共通化と簡素化は、今なお基本課題であるクライスラーのネオン、パソコン

など

lコンカレント･エンジニアリングが中核の仕組み

③ IE/Eliminate、Combine、Rearrange、Simplify

l小集団活動にとっての基本的視点

④ LCA/フレキシブル･オートメーション、Fool-Proof

lもの作りを高度化させる基本技術／生産技術

l日本企業の強みの技術／測定、治工具、マテハン、制御

l生産性追求の要となる技術

理想水準 時間 = 0、不良発生 = 0、原価 = 0 etc.

目標水準 絶対的ムダ
相対的ムダ

現状の水準
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⑤ 少人化／多能工化、ライン･ストップ権限、アンドン

l人間性尊重

l職務の拡大･充実と自律性の重視

l多工程持ち

⑥ 管理の簡素化／目で見る管理、工程能力

l衆人環視による目標管理

l製造工程のコントロール重視から作り込み重視へ

C.4.1.2 生産性のコンセプト/Concepts of Productivity

(1) 経営計画の視点

① 労働装備率×資本回転率×付加価値率の目標設定

l 365-24-1作戦の研究

l 2000（万円/人）×2×0.5＝2000（万円/人）

② 労使協調体制ビジョンの明示

l労使協議制

l成果配分

(2) 経営管理･組織活性の視点

① CS理念、4つの品質概念の認識、TQM

lトータル・カスタマー・サティスファクション指向の重視

l 4つの品質概念と源流管理

企画品質：　製品企画(製品コンセプト、基本性能、価格、外観イメージ)

設計品質：　図面、仕様書、部品表／ネライの品質／試作品の試験結果

製造品質：　工程内品質不良の件数・内容、ロット不合格率、工程能力

市場品質：　クレーム件数・内容、不満情報（商品・サービス面）

② 目標管理･人事制度とのリンク

l人事考課制度の確立

lチーム制組織の確立とチーム別貢献度評価

企画品質 設計品質 製造品質 市場品質
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③ ローテーションによるセクショナリズムの打破

l顧客満足志向

l情報の共有化

④ QCサークル活動、職場内チームワーク

l共通テーマによる取り組み

l仲間意識の醸成

(3) 生産システムの視点

① 工程･作業･動作の ECRS

《Eliminate》

l 5Sによるムダ動作排除

l Fool-Proof装置による全チェックの排除

l TPMによるチョコ停（short-time trouble）削減

《Combine》

l多能工化による担当作業域の拡大、多工程の担当

l金型･工具などの複合化

《Rearrange》

l設備の配置替えによるライン化、U字・ L字形化

《Simplify》

l VE/VA による仕様の簡素化、部品点数の削減

l部品組み付け方式の簡略化

② 管理の ECRS

《Eliminate or Simplify》

l品質の作り込みで工程検査の不要化、自主チェック

l小ロット・１個流し生産で、在庫・仕掛量の圧縮

lカンバンシステムで差し立て（dispatch）の簡素化
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C.4.1.3 種々のアプローチとマネジメント実践例/

Different Approaches and Management Practices

(1) トヨタ生産システムへのアプローチ

《作業システムへのアプローチ》

《生産システムへのアプローチ》

現状分析
①P-Q分析　②実績パフォーマンス　③工程分析　④流れ分析
⑤日程分析　⑥作業分析･時間観測　⑦ラインバランス分析

改善･革新対象
①工程でのフールプルーフ化　②シングル/サイクルタイム段取
③5S、TPM への取組　④多工程持ち、作業標準づくり

基本理念・目的・目標、対象の明確化

主要改善点の摘出

効率ライン設計

ムダの徹底排除による原価低減

品質保証

M RP生産管理
システムの開発

フールプルーフ用
システム･機器の開発

カンバン方式による
ジャストインタイム生産

生産の平準化

生産リードタイムの短縮

小ロット生産

段取り時間の削減

※※※※ 小集団による改善活動

多能工の養成
標準作業の設定

機能別マネジメント
によるシステム強化

1個流れ生産

生産の平準化

TPM

※※※※
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《段取り時間の短縮化のポイント》

① 内段取り（機械を停止させての段取り）を外段取り（稼働中の段取り）に変える。

l工具などのプリセット方式化

② 内段取り時間を短縮する。

l治工具の固定･締付け個所の減少、ワンタッチ方式化

l調整作業の不要化

l治工具類のメンテナンスによる加工途中での交換排除

③ 外段取り時間を短縮する。

l工具･治具類の整理･整頓と置場の近接化

《1個流し生産と生産効率化》

① 工程のライン化、ラインバランス化、ライン編成効率≧90%

② 多工程持ち、U字形・ L字形設備配置

③ サイクルタイム内段取り替え

《多能工化と作業標準の作成》

① スキル･マップによる可能担当領域と技量の公開

② 現場リーダーによる作業標準の作成

③ その前提としての目標サイクルタイム（TCT）の明示

《工程能力確保による次工程への品質保証》

① 工程能力指数 Cp≧1.33

② 作業担当者自身による自主チェック（主にｘ管理）

σ6

T
Cp =

　

規格下限値 規格上限値

工程能力（=6σ）

許容公差（=T）
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(2) TQMへのアプローチ

《TQMのコンセプト》

① ネライは、顧客価値･顧客満足を“視点･始点･支点”として、企業の体質を強化す

ることにある。

② 顧客価値･顧客満足に対する実態を多面的に捉え、革新目標･ビジョンを設定し、こ

れを視点・始点･支点として、“品物”、“サービス”、 “仕事”を見直す。この抜

本的な体質強化への取り組みを計画的･組織的･継続的に進める。

《基本のフレームワーク》

《TQMの主な活動》

① 品質情報の全社的な共有化と活用

② 設計の重視とコンカレント･エンジニアリング

③ ボトムアップによる製造工程での作り込みと改善

④ 安く、俊敏に作るためのシゴトの見直しとエンパワーメント

《日本経営品質賞／日本版 MB賞の評価大項目とウエイト（1000点）》

〈1997年度審査基準による〉

1.　リーダーシップ ： 150

2.　情報の共有化と活用 ： 80

3.　戦略の策定と活用 ： 80

4.　人材開発と学習環境 ： 120

5.　プロセス･マネジメント ： 120

6.　顧客･市場の理解と対応 ： 150

7.　事業活動の成果 ： 200

8.　顧客満足 ： 100/計 1000点

TQ M 推進のビジョンと
目標明示

製品･サービスの見直
しとレベルアップ

プロセス･シゴトの
見直し・改良

CS目標達成化追求

CS目標達成化追求

TQ M 成果の測定と
スパイラルアップ
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(3) TPMへのアプローチ

《TPM（Total Productive Maintenance）とは》

① 設備効率を最高にすることを目標として

② 設備のライフサイクルを対象としたＰＭのトータルシステムを確立し

③ 設備の計画部門、使用部門、保全部門などのあらゆる部門にわたって

④ トップから第一線作業員に至るまで全員が参加し

⑤ 動機づけ管理、すなわち、小集団自主活動によりＰＭを推進することである。

《TPMの範囲》

実施活動→ 劣化を防ぐ 劣化を測る 劣化を復元する

清　　掃　：　ゴミ、汚れの一斉排除

給　　油　：　油汚れ、油切れの防止

増し締め　：　ボルト･ナットの緩み、脱落防止

《取り組みの基本ステップ》

1.　TPM導入意思の表明

2.　TPMの導入教育

3.　TPMの基本方針と目標の設定

4.　TPMの実施のマスタープラン作成

5.　実施：個別改善→自主保全→計画保全

予防保全（PM ）：日常保全、定期診断、事前取替
生産保全（PM ） 改良保全（CM ）：信頼性と保全性の設備改良

保全予防（M P）：信頼性と保全性を追求した設計
日常保全　　→ 自主保全での取組=狭義のTPM

予防保全（PM ） 定期保全　　= 保全部門での取組
予知保全　　= 保全部門での取組
清掃
給油

日常保全 増し締め
使用条件・劣化の日常点検

小整備
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《自主保全による取り組みのステップ》

第 1ステップ：　初期清掃／点検･不具合点のチェック（C）

第 2ステップ：　汚れ発生源、清掃困難個所対策／改善活動（A）

第 3ステップ：　維持管理／清掃･点検基準書の作成と実施（P、D）

第 4ステップ：　機器総点検／保全教育と実践（C→A→P→D）

第 5ステップ：　プロセス総点検／基準書の見直し（C→A→P→D）

第 6ステップ：　自主保全のシステム化･標準化（一層の CAP→D）

第 7ステップ：　自主管理の徹底／定着とレベルアップ（CAP→D）

《設備総合効率の捉え方》

負荷時間 = 450分
時間

稼働率
稼働時間 = 410分

停止ロス

40分性能

稼働率 正味稼働時間

 = 378分

速度ロス

32分

設
備
総
合
効
率 良

品
率 純稼働時間

= 360分

不良ロス

18分

① 負荷時間 = 480 – 計画停止 = 450分

② 稼働時間 = 450 – 停止ロス = 410分

加工数 = 126個

③ 時間稼働率 = 410/450 = 91.1%

④ 正味稼働時間 = 加工数 x 標準時間 = 126個 x 3分 =378分

⑤ 速度ロス時間 = 410 – 378 = 32分

⑥ 性能稼働率 = 378/410 = 92.7%

⑦ 不良ロス時間 = 6個 x 3分 =18分

⑧ 良品率 = 360/378 = 95.2%

∴ 設備総合効率 = 360/450 = 80%
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望ましい設備総合効率 = 時間稼働率 x 性能稼働率 x 良品率

= 90%以上 x 95%以上 x 99%以上

= 85%以上

(4) 製品特性/工程特性による主たる革新・改善対象

l 労働集約型の工程 ： ライン化、作業者スキル・多能工化、FP化、自動化・

省力化

l 装置主体の工程 ： TPM

l 技術集約型の製品 ： PDM、CE、信頼性管理/DR

l 高額・多種変量型の製品 ： トヨタ生産システム、VE/VA

l 日用品型の製品 ： TQC/TQM、VE/VA

C.4.2 生産性向上・原価低減の実践的改善技法

C.4.2.1 改善と現場作業のアクティビティ/KAIZEN and Production/Operation Activity

(1) トヨタ生産システムにおける現場改善

① 切り替え段取り作業の改善による時間短縮

② 不具合発生時の“行灯（ANDON）”による通報と改善への即応

③ 目標サイクルタイム内での多工程持ちのための作業改善と作業標準作成

④ 生産技術部門によるフレキシブル･オートメーション機械の開発

⑤ 担当者自身による 5Sの実施と TPMへの取り組み

(2) TQMにおける現場改善

① QCサークル活動による作業改善と品質の向上

② 品質情報の共有による消費者相談窓口での適切な対応

③ および製品企画、改良への迅速なフィードバックによる市場品質の向上

(3) TPMにおける小集団活動

① 導入段階での 5S（整理、整頓、清掃、清潔、躾け）の実施

② 設備総合効率データによる実態の計数的理解

③ 日常点検方式の習得と実践

④ 品質作り込みのための設備改良への参画
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C.4.2.2 改善実施の一般的アプローチとキー･ポイント/

General Approach and Key Points to KAIZEN Implementation

(1) 基本の手順

目的
目標 ð 対象の絞込み ð 現状分析 ð 改善案 ð 実施準備

(2) 取り組みのキー・ポイント

① もっとも重要なことは、改善を継続的に行うこと。“継続は力なり”

② 活動を『C→A→P→D』のサイクルでスパイラルアップすること。

③ チェックとは、現状を定量的に捉え、目標との差異を分析すること。

④ アクションとは、IE･QC技法を駆使し、現状をシステマティックに分析し、主要改

善点を摘出し、有効な方策を立案すること。

⑤ IE･QCでは、とくに FACT-FINDINGを重視していること。

⑥ 改善目標としては、20%～50%をねらうこと。

lコストダウン目標として 50%を設定した場合、分析的アプローチでは不可能であり、

設計的・演繹的アプローチを採る必要があること。

l在庫圧縮目標として 50%を設定した場合、製造所要期間の半減で達成できること。

⑦ 取り組みチームの編成では、関係部門を巻き込み、有能なスタッフをリーダーに指

名すること。

⑧ 取り組みの経過報告を毎月定期的に統括する責任部門長、ないしは委員会に対して

行い、トップ方針との調整を行っておくこと。

⑨ 活動を計画的、組織的に行うことが重要であり、取り組みの実施に際しては、あら

かじめマスタープラン・スケジュールを作成しておくこと。

(3) 現状分析のための IE手法

現状分析

生産ラインの効率化

W ork-sam pling分析

実績パフォーマンス分析

作業分析･時間観測

工程分析、流れ分析など

ライン・バランス分析
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C.4.2.3 改善実施へのシステマティック･アプローチ/

Systematic Approach to KAIZEN Implementation

(1) 基本となる実施事項

① 取り組みの全体像（フレームワーク）の明確化

② 取り組み対象と手順の明確化

③ 取り組みチームの編成と教育の実施など

④ 重要課題･実施事項と目標の明確化

⑤ 実施計画の作成と取り組み

⑥ プロジェクト管理と調整

⑦ 成果の測定･評価と横展開、それに対するフォローアップ

C.4.2.4 改善実施のための実践的ツールと技法/

Practical tools and techniques for KAIZEN Implementation

(1) ライン編成と目標サイクル･タイム（TCT）

《基本ツール》

目標サイクルタイム（TCT） ＝1日の稼働可能時間/1日の必要日産量

必要工程数（n） ＝Σt/TCT

《KAIZEN のポイント》

① 1個の加工トータル時間（Σt）を作業改善で減らし、

② 必要工程数（n）を最小限に追い込む。

③ ラインバランス効率≧90%を目標とする。

(2) QC 7つ道具と工程能力指数

《基本ツール》

l①パレート図　②ヒストグラム　③散布図　④特性要因図　⑤層別　⑥チェックシ

ート　⑦管理図

l工程能力指数 Cp＝規格の幅（T）/6σ

《KAIZEN のポイント》

① これらの基本ツールは現場担当者の誰もが理解し、活用できるようにしておく。

② 工程能力の確保とともに、次工程への品質保証を平均値管理により行うようにして、

チェックの簡素化を図る。
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(3) 5S（作業環境の整備）

《基本ツール》

日本語の発音の“S”で始まる「整理」「整頓」「清掃」「清潔」「躾」を管理対象と

して、作業環境を整備し、働く人たちの意識の高揚とムダの排除に役立てる。

①整理 ： 工具や資材類に対して「即、使用するもの」「使用できるもの」「不要な

もの」に分ける。

②整頓 ： 工具類の“探す・選ぶ”をなくし、使い易いよう種類・頻度・サイズ等で

分類し、予め決めた定位置に置く。

③清掃 ： 機械・設備類は工程品質や設備保全の面からも清掃を実施する。

④清潔 ： その上で、機械・設備のほか、床や壁を塗装できれいにして、作業環境を

清潔にする。

⑤躾 ： これらの取り組みが定着するよう、状態の定量的な評価と C→A→P→Dで

スパイラル・アップできるようにする。

《KAIZEN のポイント》

① 必要な時間を確保することがまず、必要となるため、トップの理解が重要となる。

② あるべき状態をチェックシートにまとめ、全員の日常の心掛け・意識が重要となる。

③ TQCや TQMの一環として取り組む。

(4) VE/VA

《基本ツール》

① 機能・性能別のコスト・テーブル

② 機能・性能別の機構・方式・方案の系統的整理

③ CAD/CAE

④ 基本的仕組としてコンカレント・エンジニアリング

《KAIZEN のポイント》

① 製造現場のニーズ・不満情報の設計へのフィードバック

② 部品点数・種類の削減、共通化

《ネライ》

① 品質と製造原価をほとんど決定づける設計段階でコンカレント･エンジニアリング

による取り組みで、VEを行い、コストダウンを図る。

② コンカレント･エンジニアリングで短期間での最適設計をねらう。
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③ 最適設計とは、部門の利害を超越した大所･高所からの機能･性能･安全性･デザイン

など基本設計を前提とした信頼性設計であり、かつ、購買･製造段階の要求に応えら

れる設計である。

④ 購買段階の要求とは、価値（V=F/C）の高い資材の選択であり、製造段階の要求と

は、部品の加工と製品組立の ECRSに有効な仕様と形状･寸法の採用である。とくに

部品の共通化、組み付け部品点数の削減、加工･組立の容易性に有効な設計である。

《フレームワーク》

《コストダウンのポイント》

① 必要機能を果たす部品点数をより少なくする。

② 重量、嵩をより軽く、小さくする。

③ 不要機能やダブり機能を無くす。

④ 複数の機能を単一部品で果たす。

⑤ 標準部品や共通部品を用いる。

⑥ 部品の形状･寸法･精度を変えて、材料費、不良発生、所要工数を減らす。

⑦ 部品の組み付け、接合方式を変え、所要工数を減らす。

⑧ 必要な機能･性能に見合う水準まで、公差（規格の幅）を緩める。

⑨ 自動化工程に適合する部品設計にする。

⑩ 関係部門からの要求･提案事項をアイディア･バンクに登録しておき、必要時に検索

しやすくしておく。

(5) 新 QC 7つ道具と品質機能展開（QFD）

《基本ツール》

①親和図法（KJ 法）　②連関図法　③系統図法　④マトリックス図法（⑤アロー・ダ

イヤグラム法　⑥PDPC法　⑦マトリックス・データ解析法）

《KAIZEN のポイント》

① 具体的な改善取り組み以前のこととして、何が重要課題かを議論し、組織的に詰め

ることも重要なことである。

製
品
企
画

基
本
設
計

コンカレント･エンジニアリングによる
設計作業（CA D /C A E/C A M ）

設
計
審
査

技術データベース V E
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② 新 QC 7つ道具は、とくに定性的な言語データを扱う手法であり、関係者間で議論

し、発想し、新たな課題を設定するのに有効である。

C.4.2.5 改善プログラムへの取り組み方/How to initiate KAIZEN Program

(1) 基本的な事項

① チームメンバーに対する必要な知識･技法の教育

② 他社先進事例の見学

③ 改善対象モデルに対する取り組みと専門家による指導･支援

④ モデル成果の横展開（類似対象への応用とノウハウの蓄積）

⑤ 新プロジェクトでのリーダーとしての役割発揮

(2) キー・ポイント

① 特定チームメンバーに対する教育の前に管理者クラスに対する総括的な教育を実

施する。1泊 2日程度の合宿ミーティングが必要である。

《テーマ例》

l『SWOT分析をふまえての当面の課題と基本的課題は何か』

l『工場としてどのような課題に取り組むべきか』

l『同じ操業度水準で製造原価を 20%下げるには、何をすべきか』

② 先進事例の見学は、ある程度社内の取り組みが軌道に乗り、更なる発展が必要な機

会を捉え、行う。

③ 経験豊かな経営コンサルタントを入れた改善対象モデルの成果を横展開により広

げ、人材の育成の場としても活用する。

④ 社内改善取り組みの成否は、多忙な日常業務の中で消滅することなく、計画的、組

織的、継続的に強力に進めることが肝要であり、トップの支援をベースとして、中間

管理者と有能なスタッフからなる取り組みチームの編成が不可欠な要件といえる。

C.4.3 ベスト･プラクティスの製造改善アプローチ

C.4.3.1 S社の現場改善

《よい職場の基本条件》

(1) 目的にあった作業であること/品質･数量･納期の確保

(2) 作業の目的を達成する前提をクリアーしていること
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① 安全であること/危険個所のないこと、騒音や悪臭などの環境条件への配慮、地域社

会に対する公害防止

② 品質が良いこと/手直しや廃棄品を出さないこと

③ 作業し易いこと/ムリな姿勢、ムリな労力、極端な神経集中等がない

④ 環境が良いこと/5Sが徹底していること

(3) 生産性が高いこと

① 工数や設備稼働にムダがないこと

② 資源やエネルギーが有効に使われ、ムダのないこと

③ 物の流れがスムーズで仕掛品が少ないこと

《理想工場への段階的進め方》

目標（あるべき姿）

《無人化》

第 4ステップ（事前 IE･QC）

《自動化…ポカよけ､異常発生警報》

第 3ステップ（生産変動要因の摘出･改善）

《機械化…単能機》/全社活動

第 2ステップ（再発防止策、仕組み改善→システム化）

《治具化・限度見本化》/ルール化、標準化、改定化

第 1ステップ（不良対策、大掃除）

《作業の単純化》/悪さ加減の実態把握→個別改善

《改善への 3つのアプローチ》

1. 作業改善　ð　狙い：生産性の向上、編成人員 9人・ 6人

2. 品質改善　ð　狙い：不良率の低減、良品率 75%％・ 95%

3. 設備改善　ð　狙い：チョコ低排除、設備総合効率 65%・ 85%

《改善の基本手順とポイント》

手順　1　：　対象・目標の設定/重点対象、会社方針に適合させる

手順　2　：　現状の分析/現場、現物、現実（三現主義）

手順　3　：　原因の検討/何故の追求、ブレーンストーミング活用

手順　4　：　改善案の立案/目標達成への詰め、標準化

手順　5　：　改善案の実施/教育・訓練の実施

手順　6　：　成果の確認/結果測定、フォローアップ策の検討
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C.4.3.2 T社の『ZQC』と『理想標準生産システム』

《ZQCとは》

無欠点（Zero defect）の品質を狙いとし、素材の構造解析と人的エラーに影響されない

ような製造･検査の自動化に力点を置いた源流管理を特徴とした品質管理（QC）をいう。

即ち、源流管理の考え方に自動化を折り込んだ、T社式源流管理である。

《理想標準生産システムとは》

最低コスト（minimum cost）を追求することによって、理想的な生産システムを実現し

ようとするもので、そのため、工場の設備、材料、製造方法をはじめ、多面的な改善を

図り、そのパフォーマンスを所要コストを指標にして管理する仕組みを言う。

《ZQCの特徴》

(1) TQC活動を革新するもので、源流管理と無人化を重視･志向する。

(2) スタッフが主体となり取り組み、ラインの負担を軽減しながら、品質水準の大幅なレ

ベルアップ（PPMをねらい、さらに PPBへ）をねらう。

(3) 人的ミス（human error）を無人化システムで回避させることを狙っている。

(4) 開発･設備･品質保証 etc.のスタッフ部門と製造部門が一体となって、取り組む。

(5) 即ち、人的エラーの許容、素材解析の徹底、使い易い生産設備と製品検査機の自社開

発が、おもな特徴である。

《ZQC活動の展開》

スタッフによるプロジェクト組織として、ZQC推進委員会を設け、その中に実行チーム

として、3つの working-groupを設けた。

① 構造解析WG/素材欠陥の原因、メカニズム、発生確率および影響の検討→→高レベ

ルの安定した素材の開発･製造方法の開発

② 製造 WG/人間能力対応および高精度･低コストの全自動設備の開発→→全数良品を

保証し得る工程の設計

③ QA WG/各WGに対して、正しい判断を可能にするデータの提供および素材の構造

解析、設備の自動化をふまえた QA体制の確立

《推進上の特徴》

① ZQC推進委員長：QA部長　副委員長：セラミック事業部副部長

② 参加メンバーの主体は課長、係長などの管理者　　　事務局：QA課
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《製造WGのテーマ》

① 特別な作業訓練を必要としない自動化ラインの確立

② 自動化設計の前提として設備使用部門の要求事項の明確化

③ 自動化設計の目標値設定と評価確認のためのチェック項目の作成

④ 出荷製品市場不良率：0.01PPMの達成

《QAWGのテーマ》

① 新しい工程品質管理（PQC）体系の確立

② 構造解析結果の PQCの管理点への活用/多変量解析による見直し

③ 必要とする品質データ･情報の提供と管理

《理想標準生産システムの考え方》

① 4つの生産システム概念をもとに成り立っている。

目標の設定プロセス

理念

理想 改善取組

標準

現水準

*稼働率=100%

*保留率=100%

*良品率=100%

*人員=0

*コスト=0

*=理念-許容限度

*休日、用達余裕等、

 許容せざるを得ない

 要素を差し引いた

 水準

*理想実現のための

 当面の目標

*目標期間中に実現

 可能な高い目標

*QCDにムダが

 多く存在

《活動の考え方と手順》

(1) 理想の設定

① 最新レベルの技術的判断により製造法の理想を設定する。

② 次に VE等の観点から購買上の判断で材料理想コストを設定する。

③ 工場管理的判断による理想間接コストを設定する。

④ これらをもとに工場理想コストを設定する。

(2) 目標（標準）の設定

① 現在の製造指標を把握･分析する。

② 当面の目標設備能力を設定する。

③ 当面の目標稼働率･歩留率を設定する。
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④ 当面の目標工程人員（少人化目標）を設定する。

⑤ 当面の目標工場／製品コストを設定する。

(3) 活動と見直し

① 設定した目標品質/製品コストを達成するため、設備、稼働率、歩留の向上、少人化

への改善活動を進める。

② 目標期間の中で取り組み、成果の分析･評価をもとに更なる飛躍を図る。
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